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再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律

第１０８号）第２条の２第１項に規定する交付対象区分等について、経済産業大

臣が定めるときは、同条第４項の規定に基づき、経済産業大臣が調達価格等算定

委員会の意見を聴き、尊重することとされている。また、経済産業大臣が交付対

象区分等を定めたときは、同条第５項の規定に基づき、遅滞なく、これを告示し、

同条第６項の規定に基づき、告示後速やかに、その旨を国会に報告しなければな

らないこととされている。 

同法第２条の３第１項に規定する基準価格及び交付期間（以下「基準価格等」

という。）について、経済産業大臣が定めるときは、同条第７項の規定に基づき、

経済産業大臣が調達価格等算定委員会の意見を聴き、尊重することとされてい

る。また、経済産業大臣が基準価格等を定めたときは、同条第８項の規定に基づ

き、遅滞なく、これを告示し、同条第９項の規定に基づき、告示後速やかに、当

該告示に係る基準価格等並びに当該基準価格等の算定の基礎に用いた数及び算

定の方法を国会に報告しなければならないこととされている。 

同法第３条第１項に規定する特定調達対象区分等又は同条第２項に規定する

調達価格及び調達期間（以下「調達価格等」という。）について、経済産業大臣

が定めるときは、同条第８項の規定に基づき、経済産業大臣が調達価格等算定委

員会の意見を聴き、尊重することとされている。また、経済産業大臣が特定調達

対象区分等又は調達価格等を定めたときは、同条第９項の規定に基づき、遅滞な

く、これを告示し、同条第１０項の規定に基づき、告示後速やかに、当該告示に

係る特定調達対象区分等又は調達価格等並びに当該調達価格等の算定の基礎に

用いた数及び算定の方法を国会に報告しなければならないこととされている。 

同法第４条第１項に規定する入札を実施する交付対象区分等及び特定調達対

象区分等について、経済産業大臣が指定をするときは、同条第２項の規定に基づ

き、経済産業大臣が調達価格等算定委員会の意見を聴き、尊重することとされて

いる。また、経済産業大臣が同条第１項の規定による指定をしたときは、同条第

３項の規定に基づき、遅滞なく、その旨を告示し、同条第４項の規定に基づき、

告示後速やかに、その旨を国会に報告しなければならないこととされている。 

同法第５条第１項に規定する交付対象区分等における入札の実施に関する指

針又は同条第３項に規定する特定調達対象区分等における入札の実施に関する

指針（以下「入札実施指針」と総称する。）について、経済産業大臣が変更しよ



 

うとするときは、同条第９項において準用する同条第６項の規定に基づき、経済

産業大臣が調達価格等算定委員会の意見を聴き、尊重することとされている。ま

た、経済産業大臣が入札実施指針を変更したときは、同条第９項において準用す

る同条第７項の規定に基づき、遅滞なく、これを公表し、同条第９項において準

用する同条第８項の規定に基づき、公表後速やかに、入札実施指針（入札に基づ

く基準価格及び調達価格の額の決定の方法並びに入札に付する交付対象区分等

及び特定調達対象区分等に係る交付期間及び調達期間に係る部分に限る。）を国

会に報告しなければならないこととされている。 

同法第１５条の１２第１項に規定する積立対象区分等について、経済産業大

臣が指定したときは、同条第６項の規定に基づき、遅滞なく、その旨を告示し、

同条第７項の規定に基づき、告示後速やかに、その旨を国会に報告しなければな

らないこととされている。 

同法第１５条の１３第１項に規定する解体等積立基準額について、経済産業

大臣が定めるときは、同条第４項において準用する同法第２条の３第７項の規

定に基づき、経済産業大臣が調達価格等算定委員会の意見を聴き、尊重すること

とされている。また、経済産業大臣が解体等積立基準額を定めたときは、同法第

１５条の１３第４項において準用する同法第２条の３第８項の規定に基づき、

遅滞なく、これを告示し、同法第１５条の１３第４項において準用する同条第９

項の規定に基づき、告示後速やかに、当該告示に係る解体等積立基準額等並びに

当該解体等積立基準額の算定の基礎に用いた数及び算定の方法を国会に報告し

なければならないこととされている。 

 

今般、経済産業大臣が、同法第２条の２第１項、第２条の３第１項、第３条第

１項及び第２項、第４条第１項、第５条第９項、第１５条の１２第１項並びに第

１５条の１３第２項の規定に基づき、交付対象区分等、基準価格等、特定調達対

象区分等、調達価格等及び解体等積立基準額を定め、入札を実施する交付対象区

分等及び特定調達対象区分等並びに積立対象区分等を指定し、並びに入札実施

指針を変更し、同法第２条の２第５項、第２条の３第８項、第３条第９項、第４

条第３項、第５条第９項において準用する同条第７項、第１５条の１２第６項及

び第１５条の１３第４項において準用する第２条３第８項の規定に基づき、遅

滞なく、経済産業大臣が定めた交付対象区分等、基準価格等、特定調達対象区分

等、調達価格等及び解体等積立基準額並びに経済産業大臣が入札を実施する交

付対象区分等及び特定調達対象区分等並びに積立対象区分等を指定した旨を告

示し、並びに入札実施指針を公表した。 

 

本報告は、当該告示及び公表を踏まえ、同法第２条の２第６項及び第３条第１



 

０項の規定に基づき、経済産業大臣が交付対象区分等及び特定調達対象区分等

を定めた旨（「令和６年３月２９日経済産業省告示第５３号」及び「令和６年３

月２９日経済産業省告示第５４号」）を、同法第２条の３第９項、第３条第１０

項及び第１５条の１３第４項において準用する第２条の３第９項の規定に基づ

き、同法第２条の３第８項、第３条第９項及び第１５条の１３第４項において準

用する第２条の３第８項の規定に基づく告示に係る基準価格等、調達価格等及

び解体等積立基準額（「令和６年３月２９日経済産業省告示第４７号」）及び当該

基準価格等、当該調達価格等及び当該解体積立基準額等の算定の基礎に用いた

数及び算定の方法（調達価格等算定委員会「令和６年度以降の調達価格等に関す

る意見」）を、同法第４条第４項及び第１５条の１２第７項の規定に基づき、経

済産業大臣が入札を実施する交付対象区分等及び特定調達対象区分等並びに積

立対象区分等を指定した旨（「令和６年３月２９日経済産業省告示第５６号」及

び「令和６年３月２９日経済産業省告示第５５号」）を、同法第５条第９項にお

いて準用する同条第８項の規定に基づき、入札実施指針の変更（入札に基づく基

準価格等及び調達価格の額の決定の方法並びに入札に付する交付対象区分等及

び特定調達対象区分等に係る交付期間及び調達期間に係る部分を含む。）（「令和

６年３月２９日経済産業省告示第５７号」）を国会に報告するものである。 
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Ⅰ.はじめに 

我が国は、2020 年 10 月に 2050 年カーボンニュートラルを目指すことを宣言

しており、2021 年 10 月に閣議決定された第 6 次エネルギー基本計画において、

再生可能エネルギーについては、2030 年度の温室効果ガス削減目標を踏まえた

水準として、合計 3,360～3,530億 kWh程度の導入、電源構成では 36～38％程度

を目指すこと1が掲げられている。こうした目標の実現に向けては、エネルギー

政策の原則である S＋3E を大前提に、電力部門の脱炭素化に向け、再生可能エ

ネルギーの主力電源化を徹底し、再生可能エネルギーに最優先の原則で取り組

み、国民負担の抑制と地域共生を図りながら最大限の導入を促す方針が掲げら

れている。 

こうした状況の下、2023年５月 31日には、「GX実現に向けた基本方針」や再

生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会等での議論に基

づき、系統整備のための環境整備や既存再エネの最大限の活用のための追加投

資促進、事業規律の強化等の措置を盛り込んだ「脱炭素社会の実現に向けた電気

供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律（GX 脱炭素電

源法）」が成立した。 

今年度の本委員会では、こうした点も踏まえた、再生可能エネルギー大量導

入・次世代電力ネットワーク小委員会等における検討も踏まえつつ、調達価格・

基準価格や入札制度等の検討を行った。 

再エネ特措法の規定に基づき、ここに本委員会の意見を取りまとめる。 

本意見が再生可能エネルギーの最大限導入の後押しとなることを期待すると

ともに、電力需要家や関係事業者、国民各層の理解が広く得られたかたちで、事

業環境の整備を含めた再生可能エネルギーの導入促進が図られることを望む。 

経済産業大臣におかれては、本意見を尊重して、2024 年度以降の交付対象区

分等、基準価格等、特定調達対象区分等、調達価格等、入札を実施する交付対象

区分等及び特定調達対象区分等、入札実施指針並びに解体等積立基準額の決定

を行うことを求める。また、これらについてパブリックコメント等を実施した結

果として、本意見の内容と異なる決定をするときは、事前に本委員会の意見を聴

 

 

1 なお、この水準は、キャップではなく、今後、現時点で想定できないような取組が進み、早

期にこれらの水準に到達し、再生可能エネルギーの導入量が増える場合には、更なる高みを目

指すこととされている。 
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くように求める。 

本委員会として、どのような考え方で意見集約に至ったかを明らかにするこ

とで、再エネ発電事業者の事業の予見可能性を向上させるため、以下、意見集約

に当たって、本委員会として合意した考え方を記す。 
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Ⅱ.今年度の検討の視点  

◼ 再生可能エネルギーについては、2050 年におけるカーボンニュートラルの

実現や、2030年度の温室効果ガス削減目標を踏まえた水準として合計 3,360

～3,530億 kWh程度（電源構成では 36～38％程度）を目指すことが掲げられ

ており、こうした目標の実現に向けて、エネルギー政策の原則である S＋3E

を大前提に、再生可能エネルギーの主力電源化を徹底し、再生可能エネルギ

ーに最優先の原則で取り組み、国民負担の抑制と地域との共生を図りながら

最大限の導入を促していくことが基本方針とされている。 

◼ こうした状況の下、2023 年５月 31 日には、「GX 実現に向けた基本方針」や

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会等での議論

に基づき、系統整備のための環境整備や既存再エネの最大限の活用のための

追加投資促進、事業規律の強化等の措置を盛り込んだ「脱炭素社会の実現に

向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法

律（GX脱炭素電源法）」が成立した。 

◼ 今年度の本委員会では、こうした点も踏まえつつ、調達価格・基準価格等に

ついて、検討を行った。 
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Ⅲ.分野別事項  

1．太陽光発電 

◼ 太陽光発電については、エネルギーミックス（10,350～11,760 万 kW）の水

準に対して、現時点の FIT 前導入量＋FIT・FIP 認定量は 7,970 万 kW、導入

量は 7,070 万 kW。10kW～50kW の小規模事業用太陽光案件が多く、事業用太

陽光発電の FIT・FIP 導入量全体に占める割合は、容量ベースで 26%程度と

なっている。（参考１、参考２） 

【参考１】太陽光発電の FIT・FIP認定量・導入量 

  
【参考２】事業用太陽光発電の年度別・規模別の FIT・FIP認定量・導入量 
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◼ 2023年度の買取価格は、住宅用（10kW未満）が 16円/kWh、事業用（50kW以

上 250kW 未満）が 9.5 円/kWh（屋根設置は 2023 年 10 月から 12 円/kWh）な

どである。事業用（250kW 以上）は屋根設置を除き入札対象となっており、

2023年度からは、250kW以上 500kW未満は FIT入札、500kW以上の設備は FIP

入札を実施。入札の加重平均落札価格は第３四半期において、8.55 円/kWh

である。（参考３） 

【参考３】太陽光発電（2,000kW）の各国の買取価格等 

 
 

◼ 今年度の入札については、FIP電源と FIT電源が同じ入札の枠の中で競争す

ることにより、再エネの市場統合が阻害されるリスクは小さいこと、入札制

は基本的にシンプルな制度設計が望ましいことから、FIP 電源／FIT 電源で

区分を分けることなく、250kW以上を対象として実施した。 

◼ 今年度、既に実施している入札（第 16～18回）の落札容量は、計 279MW（入

札容量は 367MW）。また、平均落札価格は 8.55円/kWh（第 18回）まで着実に

低減。（参考４） 
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【参考４】直近の太陽光入札の結果（2022～2023年度） 

 

（1） 事業用太陽光発電のコスト動向 

① 事業用太陽光発電の資本費 

◼ 設置年別に事業用太陽光発電の資本費の構成変化を見ると、パネル費

用は低減している（2013年から 2023年までに▲55％）また、工事費は

増加・横ばい傾向にあったものの、直近は減少に転じている。（参考

５） 

【参考５】事業用太陽光の設置年別の資本費内訳（10kW以上全体） 

  

◼ 地上設置の事業用太陽光発電について、設置年別に資本費を見ると、全

体的に低減する傾向。特にパネル費用や工事費が低減する傾向（2013年

から 2023年までに、パネル費用は▲45％、工事費は▲４％）（参考６）。 
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【参考６】事業用太陽光の設置年別の資本費内訳（10kW以上全体：地上設置） 

 

◼ 屋根設置の事業用太陽光発電について、設置年別に資本費を見ると、

2021 年以降やや上昇傾向だったところ、2023 年に再び減少に転じてい

る。工事費については、2021年にやや上昇した後に、横ばいとなってい

る（参考７）。 

【参考７】事業用太陽光の設置年別の資本費内訳（10kW以上全体：屋根設置） 

 

◼ 事業用太陽光発電のシステム費用については、すべての規模で低下傾向

にあり、2023年に設置された 10kW以上の平均値（単純平均）は 23.9万

円/kW（中央値は 22.2万円/kW）となり、平均値は前年より 0.8万円/kW

（3.3%）低減した。平均値の内訳は、太陽光パネルが約 40%、工事費が
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約 32%を占める（参考８）。 

【参考８】事業用太陽光発電のシステム費用の規模別の推移 

  

◼ これまでの本委員会においては、費用効率的な事業実施を促していく

観点から、運転開始期限が３年間であることを踏まえ、足元のトップ

ランナー水準が、３年後にどの程度の水準に位置するかに着目して、

システム費用の想定値を設定してきた。 

◼ これまでと同様に、３年前の設置案件のコスト水準に着目した場合、

地上設置（50kW以上）のコスト水準においては、2018年設置の上位

15％水準、2019年設置の上位 23%水準、2020年設置の上位 38%水準

が、それぞれ 2021年設置、2022年設置、2023年設置の中央値と同程

度であることが確認できた（参考９）。 

◼ これらを踏まえると、トップランナー水準は上位 25％水準として、

2025年度の地上設置（50kW以上）の想定値は、2023年の地上設置

（50kW以上）の上位 25%水準である 13.6万円/kWを、2025年の地上設

置（10-50kW）の想定値は、2023年の地上設置（10kW以上）の上位

25％水準である 18.3万円/kWとすることも考えられるが、それぞれ、

2024年度の地上設置（50kW以上）の想定値（11.3万円/kW）と、2024

年度の地上設置（10-50kW）の想定値（17.8万円/kW）を上回る。 

◼ 一方、効率的な事業実施を促す観点からは、トップランナー水準とし

て設定した想定値の達成は引き続き目指すべきである。また、上記の

データには 2020年以降の太陽光パネルの価格上昇等が影響していると

考えられるところ、2023年度においてはモジュール価格が低下傾向に

あることや、直近の第 18回事業用太陽光入札において平均落札価格が
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相当程度低下し、8.55円/kWhとなっていることにも留意が必要であ

る。 

◼ 以上を踏まえ、2025年度の地上設置（50kW以上）の想定値について

は、2024年の地上設置（50kW以上）の想定値（11.3万円/kW）を据え

置き、2025年度の地上設置（10-50kW）の想定値については、2024年

度の 10-50kWの想定値（17.8万円/kW）を据え置くこととして、今後の

コスト動向に留意することとした。 

【参考９】事業用太陽光発電（地上設置）のシステム費用のトップランナー分析 

 

◼ 昨年同様にトップランナー水準に着目した場合、2018～2020年の屋根

設置（50kW以上）のコスト水準においては、2018年設置の上位 24％水

準が 2021年設置の中央値と、2019年設置の上位 28%水準が 2022年設

置の中央値と、2020年設置の上位 60%水準が 2023年設置の中央値と、

それぞれ同程度であることが確認できた（参考 10）。 

◼ これらを踏まえ、トップランナー水準を上位 37％水準として、2025年

度の屋根設置（10kW以上）のシステム費用の想定値を、2024年の屋根

設置（10kW以上）の想定値（15.0万円/kW）から引き上げ、2023年設

置案件の上位 37%水準の 16.9万円/kWとすることも考えられる。 

◼ 一方、効率的な事業実施を促す観点からは、トップランナー水準とし

て設定した想定値の達成は引き続き目指すべきである。また、上記の

データには 2020年以降の太陽光パネルの価格上昇等が影響していると

考えられるところ、2023年度においてはモジュール価格が低下傾向に

あることにも留意が必要である。 

◼ よって、2025年度の屋根設置（10kW以上）のシステム費用の想定値に

ついても、地上設置と同様の考え方に基づき、2024年の屋根設置

（10kW以上）の想定値（15.0万円/kW）を据え置くこととし、今後の

コスト動向に留意することとした。 
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【参考 10】事業用太陽光発電（屋根設置）のシステム費用のトップランナー分析 

 

◼ システム費用と同様に、土地造成費についても、地上設置／屋根設置

の別に、2023年設置案件の定期報告データを分析すると、地上設置は

平均値 1.34万円/kW、中央値 0.91万円/kWとなる。４万円/kW以上の

土地造成費が高い少数の案件により平均値が引き上げられている一

方、分布としては、４万円/kW以下の案件がほとんどであることを踏ま

え、中央値に着目すると、2024年度の想定値 1.2万円/kWを下回る。

一方で、屋根設置は平均値 0.00万円/kW、中央値 0.00万円/kWと土地

造成費を要していない。このように地上設置／屋根設置で土地造成費

の水準が異なることから、それぞれ中央値の水準に着目して、2025年

度の想定値については、地上設置を 0.9万円/kWとし、屋根設置を０万

円/kWに据え置くこととした（参考 11）。 

【参考 11】事業用太陽光発電（地上設置／屋根設置）の土地造成費 

 

◼ 接続費についても、地上設置／屋根設置の別に、2023年設置案件の定

期報告データを分析すると、地上設置は平均値 1.85万円/kW、中央値

1.37万円/kWと、2024年度の想定値 1.35万円/kWと同程度の水準。屋
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根設置も平均値 0.43万円/kW、中央値 0.32万円/kWと、2024年度の想

定値 0.3万円/kWと同程度の水準。こうした状況を踏まえ、2025年度

の想定値については、2024年度の想定値（地上設置：1.35万円/kW、

屋根設置：0.3万円/kW）を据え置くこととした（参考 12）。 

【参考 12】事業用太陽光発電（地上設置／屋根設置）の接続費 

 

② 事業用太陽光発電の運転維持費 

◼ 運転維持費についても、地上設置／屋根設置の別に、2023年設置案件

の定期報告データを分析すると、地上設置は平均値 0.52万円/kW/年、

中央値 0.41万円/kW/年、屋根設置は平均値 0.52万円/kW/年、中央値

0.37万円/kW/年と、地上設置／屋根設置ともに 2024年度の想定値 0.5

万円/kW/年と同水準又はやや下回る。こうした状況を踏まえ、2025年

度の想定値については、地上設置／屋根設置ともに、2024年度の想定

値（0.5万円/kW/年）を据え置きつつ、今後のコスト動向に留意するこ

ととした（参考 13）。 
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【参考 13】事業用太陽光発電（地上設置／屋根設置）の運転維持費 

  

③ 事業用太陽光発電の設備利用率 

◼ 2025年度の想定値については、システム費用と同様に 2024年度の想定

値を据え置き、地上設置（10-50kW）21.3%、地上設置（50kW以上）

18.3%、屋根設置 14.5%とした。 

◼ なお、これまでの本委員会と同様に、設備利用率の想定値について、

より効率的な事業の実施を促していくため、直近の設備利用率（50kW

以上）におけるシステム費用のトップランナー水準と同水準に着目し

て設定することも考えられる。屋根設置／地上設置それぞれにおい

て、直近の設備利用率（50kW以上）について、2024年度のシステム費

用のトップランナー水準として用いたのと同水準（地上設置：上位 15%

水準、屋根設置：上位 26%水準）を参照すると、その設備利用率は、地

上設置（10-50kW）が 21.4%、地上設置（50kW以上）が 18.4%、屋根設

置は 14.6%となり、上記想定値と同水準（参考 14）。 
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【参考 14】事業用太陽光発電（地上設置／屋根設置）の設備利用率 

 

④ 事業用太陽光発電の kWh当たり発電コストの設置年別の推移 

◼ 各年に設置された案件の kWh当たりコストの平均値の推移を見ると、

着実なコスト低減傾向が見られ、2022年設置のコストは概ね 12～14円

/kWh程度となっている（参考 15）。 

【参考 15】事業用太陽光発電の設置年別の kWh当たり発電コスト 
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⑤ 屋根設置太陽光の自家消費分の便益 

◼ 屋根設置の事業用太陽光発電2の自家消費比率の実績に着目すると、全

設置期間で平均 16.5%、特に直近の設置年の自家消費率は約 42%程度と

なっており、低圧事業用太陽光発電（10-50kW）に対して 30%超の自家

消費を求めていることの効果が見られる。自家消費を促す観点から、

2025年度の調達価格等の設定にあたっては、2024年度に引き続き、自

家消費率を 30%と想定して、自家消費便益を計上することとした（参考

16）。 

◼ なお、自家消費率の想定値は、地域活用要件で求めている自家消費率

を参考に設定している。その地域活用要件における自家消費率の設定

に際しては、蓄電池コストが高い実態や、住宅用太陽光発電における

自家消費率の想定値が参考にされた。自家消費率について、実績値が

高いことから想定値を 40%に引き上げことも考えられるが、昨年度にお

いては、直近となる 2020年及び 2021年に設置された設備の自家消費

率に着目しても、16～24%と 30%以下になることを踏まえ、2025年度に

おいては想定値を据え置きつつ、今後の動向に留意して、必要に応じ

て想定値の見直しを検討することとした。 

【参考 16】事業用太陽光発電（屋根設置）の自家消費率の設置年別推移 

 

◼ 自家消費の便益の 2025年度の想定値は、これまでと同様の考え方に基

づき、大手電力の直近 10年間（2013年度～2022年度）の産業用電気

料金単価の平均値に、現行の消費税率（10％）を加味した 19.56円

/kWhと設定した（参考 17）。 

 

 

2 全量売電の案件を除く。 
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【参考 17】大手電力の電気料金平均単価（税抜）の推移 

 

（2） 事業用太陽光発電（入札対象外）の 2025 年度の調達価格・基準価格 

◼ 前述のコストデータ等を踏まえて、2025年度の調達価格・基準価格に

おける想定値については、参考 18の表のとおりとした。 

◼ その際、運転年数については、昨年度の本委員会で、以下のとおり、

取りまとめた。 

➢ パネル保証の動向や卒 FITの再エネ電気に対するニーズを踏まえ、

50kW以上については 25年間の運転を想定。 

➢ 10-50kWについては、自家消費型の地域活用要件を求めているた

め、主に屋根設置であり、外壁や屋根の塗り替え等も想定されるこ

とから、20年間の運転を想定。 

◼ こうした点を踏まえ、2025年度の運転年数の想定値についても、地上

設置は 25年間、屋根設置は 20年間とした上で、今後、その利用実態

等を踏まえて、想定する運転年数の更なる延長を検討することとし

た。 

◼ また、2025年度の調達期間終了後の売電価格の想定値については、

2024年度の想定値と同様に、2016年度（電力小売全面自由化）から

2022年度までのシステムプライス平均値の平均を採用し、11.6円/kWh

を想定することとした。 
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【参考 18】2024年度の調達価格・基準価格における想定値 

 

（3） 事業用太陽光発電の 2025 年度の解体等積立基準額 

◼ これまでの本委員会では、2012～2023年度認定の解体等積立基準額に

ついて、各年度の調達価格・基準価格・入札上限価格における想定値

（廃棄等費用、設備利用率等）に基づき、「想定設備利用率で電気供給

したときに、調達期間又は交付期間の終了前 10年間で、想定の廃棄等

費用を積み立てられる kWh当たりの単価」を設定した。 

◼ 2024年度認定の解体等積立基準額についても、同様の設定方法としつ

つ、低圧事業用太陽光については、１割以上の案件で、過去前年対比

１割以上の設備利用率の低下が確認できており、背景として設備不良

や管理不全が考えられるところ、こうした中においても廃棄等費用を

適切に積み立てる観点から、調達価格・基準価格の想定値から１割減

じた設備利用率に基づき、2024年度認定の解体等積立基準額を設定す

ることとした。 

◼ 低圧事業用太陽光については、今年度においても約２割の案件で、過

去前年対比１割以上の設備利用率の低下が確認されたところ、引き続

き廃棄等費用を適切に積み立てていく必要があることを踏まえ、事業

用太陽光発電の 2025年度認定の解体等積立基準額については、引き続

き 2024年度と同様の設定方法に基づき設定することとした。（参考

19） 

◼ なお、改正再エネ特措法（2024年４月施行）では、太陽光パネルの更

新・増設を行った場合に、追加投資部分（増設分）にのみ最新価格相

当を適用する（既設設備相当分は従来の価格を維持する）新たなルー

ルを設定することとしている。これを踏まえて、更新・増設を行った

場合の解体等積立基準額については、当初設備相当分は解体等積立基

準額を維持し、増設分には最新の解体等積立基準額（当該増設に係る
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変更認定を受けた年度の認定案件に適用される額）を適用することと

した（按分計算により基準額算定）。 

 

【参考 19】2025年度の廃棄等費用の取扱い 

 

（4） 住宅用太陽光発電の 2025 年度の調達価格 

① 住宅用太陽光発電のシステム費用 

◼ 住宅用太陽光発電のシステム費用は新築案件・既築案件ともに概ね低

減傾向にある。 

◼ 新築案件について、設置年別に見ると、2023年設置の平均値は 28.8万

円/kW（中央値 28.8万円/kW）となり、2022年設置より 1.9万円/kW

（6.9%）、2021年設置より 1.7万円/kW（6.1％）増加した。平均値の内

訳は、太陽光パネルが約 51%、工事費が約 26%を占める（参考 20）。 
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【参考 20】住宅用太陽光発電のシステム費用の推移とその内訳 

  

◼ 2023年に設置された案件の中央値が、２年前（2021年）に設置された

案件の上位 51%水準に位置しているところ、2025年度の住宅用太陽光

のシステム費用の想定値を、2024年度の想定値（25.5万円/kW）から

引き上げ、2023年設置案件の上位 51%水準の 27.81万円/kWとすること

も考えられる（参考 21）。 

◼ 一方、効率的な事業実施を促す観点からは、トップランナー水準とし

て設定した想定値の達成は引き続き目指すべきである。また、2023年

度においてはモジュール価格が低下傾向にあることにも留意が必要で

ある。 

◼ よって、2025年度の住宅用太陽光のシステム費用の想定値は、事業用

太陽光（地上設置）と同様の考え方に基づき、2024年度の想定値

（25.5万円/kW）を据え置くこととし、今後のコスト動向を注視してい

くこととした。 
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【参考 21】住宅用太陽光発電のシステム費用のトップランナー分析 

  

② 住宅用太陽光発電の運転維持費 

◼ 運転維持費については、例年どおり、一般社団法人太陽光発電協会へ

のヒアリング調査を実施し、コストデータの収集を行った。ヒアリン

グの結果、５kWの設備を想定した場合、 

➢ 発電量維持や安全性確保の観点から３～５年ごとに１回程度の定期

点検が推奨されており、１回当たりの定期点検費用の相場は約 4.7

万円程度であること（昨年度のヒアリング調査では約 3.5万円程

度）、 

➢ パワコンについては、20年間で一度は交換され、34.5万円程度が

一般的な相場であること（昨年度のヒアリング調査では 29.2万円

程度であり、上昇の要因としては半導体不足、人件費増等が考えら

れる。）、 

が分かった。以上を kW当たりの年間運転維持費に換算すると、約

5,800円/kW/年となり、2024年度の想定値（3,000円/kW/年）を上回っ

た3（参考 22）。 

◼ ただし、モジュールの出力保証は 25年（無償）等、保証期間が長いも

のが多いことや、定期点検については、メーカーによっては１回のみ

 

 

3 なお、定期報告データ（2023 年１月～８月）の平均値は約 738 円/kW/年、ただし、報告の

92%が０円/kW/年。この原因としては、定期報告データに対象年に点検費用や修繕費用が発生

していない案件が多く存在する可能性が考えられる。 
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の実施が現実的といったことが示唆されていたこと、パワコン本体の

費用については、比較製品が異なる事や限られたサンプル数であるこ

とには留意が必要である。 

◼ このため、こうした点も踏まえ、2025年度の想定値は、3,000円/kW/

年を据え置くこととし、定期点検やパワコン本体の費用動向について

も今後もよく注視することとした。 

【参考 22】運転維持費に関する太陽光発電協会へのヒアリング結果 

 

③ 住宅用太陽光発電の設備利用率 

◼ 設備利用率について、2023年１月から 2023年８月の間に収集したシン

グル発電案件の平均値は 14.1%だった。これまでと同様に、過去４年間

に検討した数値の平均をとると 13.9％となり、想定値（13.7％）と同

水準（参考 23）。 

◼ これらを踏まえ、2025年度の設備利用率の想定値は、2024年度の想定

値 13.7%を据え置くこととした。 

【参考 23】過去４年間に検討した設備利用率 

 

④ 住宅用太陽光発電の余剰売電率・自家消費分の便益 

◼ 余剰売電比率について、2023年１月から 2023年８月の間に収集したシ

ングル発電案件を分析すると、平均値 70.0%（中央値 70.0%）であり、

想定値（70.0%）と同水準であった。このため、2025年度の想定値につ

いては、2024年度の想定値を据え置くこととした。 

◼ 2024年度の自家消費分の便益については、大手電力の直近 10年間

（2012年度（FIT制度開始）～2021年度）の家庭用電気料金単価に、

消費税率（10%）を加味して、26.46円/kWhと設定されている。 
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◼ 同様の考え方に基づき、2025年度の想定値については、大手電力の直

近 10年間（2013年度～2022年度）の家庭用電気料金単価の平均値

に、現行の消費税率（10％）を加味した 27.31円/kWhとした（参考

17）。 

⑤ 住宅用太陽光発電の調達期間終了後の売電価格 

◼ 住宅用太陽光発電の調達期間終了後の売電価格については、各小売電

気事業者が公表している買取メニューにおける売電価格をもとに、こ

れまで設定してきた。 

◼ 今回、2023年 11月末に確認できた買取メニューにおける売電価格を確

認したところ、その中央値は 10.0円/kWhであった（2022年 12月末時

点での確認でも 10.0円/kWh）。再エネ特措法上、調達価格の設定は

「再エネ電気の供給が『効率的に』実施される場合に通常要する費

用」等を基礎とすることとされており 、中央値より効率的な（高価格

な）水準を想定することもありうる。しかし、10円/kWh水準以上のメ

ニューは、当該小売電気事業者による電気供給とのセット販売であっ

たり、蓄電池併設等の条件付きであったりすることが比較的多いた

め、状況を注視することが重要。（参考 24） 

◼ こうした点を踏まえ、2025年度の想定値は、2024年度の想定値（10.0

円/kWh）を据え置くこととした。 

【参考 24】各小売電気事業者が公表している買取メニューの分布 

（2023年 11月末時点） 

 
 

（5） 新たな発電設備区分の創設に関する検討 

◼ 適地が限られる中、従来設置が進んでいなかった場所（耐荷重の小さ

い工場の屋根、ビル壁面等）への太陽光発電設備の導入について、技

術開発の進捗も踏まえつつ、事業開始から廃棄までの一連の事業サイ
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クルにおいて、安全性の確保や地域との共生が図られることを前提

に、その導入促進について検討することとしていた。 

◼ 軽量・柔軟等の特徴を兼ね備え、性能面（変換効率や耐久性等）でも

今後、既存電池に匹敵することが期待されるペロブスカイト太陽電池

については、現在、グリーンイノベーション基金を活用し、研究開発

段階から社会実装まで切れ目なく支援が行われている。こうした中

で、2025年の事業化を表明するなど、既に実用段階に近い開発状況に

ある企業も存在するとともに、開発の進展によりユーザー企業の関心

が高まっており、今後市場の広がりが期待されている。 

◼ また、2023年 12月 15日の GX実行会議において、次世代型太陽電池に

ついては、重点 22分野の１つとして位置づけられ、「分野別投資戦

略」が策定された。量産技術の確立、生産体制整備、需要の創出に三

位一体で取り組んでいく方針が掲げてられているところ。 

◼ 量産技術の確立については、2023年度中に、様々な業種・分野におけ

る導入・需要サイドと連携した大規模実証を対象とした公募が開始さ

れているほか、生産体制整備に向けては、2024年度当初予算案に、サ

プライチェーン構築のための生産拠点整備支援を盛り込み、投資の

「規模」と「スピード」でも競争し、諸外国に先駆け、早期の社会実

装を進めていくこととされている。 

◼ こうした中で、需要の創出に向けては、同戦略の中で、2025年からの

事業化を見据え、2020年代年央に、100MW/年規模、2030年を待たずに

GW級の量産体制を構築することを前提に、ペロブスカイト太陽電池の

導入目標を策定するとともに、その達成に向けた導入支援策について

検討することとされている。 

◼ こうした状況を踏まえ、ぺロブスカイト太陽電池の需要創出を促すた

め、本委員会において、次世代型太陽電池を念頭に置いた新たな発電

設備区分の創設の検討に着手することとした。その際には、例えば、

次のような点が論点になり得る。 

➢ 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、官民を挙げた GX投

資を促進していくことが重要な政策課題となっている。特に、今後

10年間で約 150兆円の GX投資を実現していくこととしており、ぺ

ロブスカイト等の次世代再エネ技術については、今般、「分野別投

資戦略」が策定をされている。FIT制度/FIP制度のあり方について
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も、こうした政府全体の政策の方向性と整合性を取りながら、検討

を進める必要があること。 

➢ FIT制度/FIP制度は、電気の需要家による国民負担（再エネ賦課

金）により、相対的にコストの高い再生可能エネルギーを支援する

ことでその導入を促進し、それによるスケールメリットによりコス

ト低減を実現し、将来的には、再生可能エネルギーの自立的な導入

拡大を目指すものである。次世代型太陽電池については、技術開発

が進展中の状況にあるが、例えば、GI基金の中間目標値において

は、2025年までに 20円/kWh以下を見通せる技術の実現を目指すこ

ととされている。この中で、将来の自立化に向けた道筋をどのよう

に描くかということ。また、将来の自立化を促すための制度のあり

方について、どのように考えるかということ。 

➢ 再生可能エネルギーの導入拡大に当たっては、事業開始から廃棄ま

での一連の事業サイクルを通じて、地域との共生が前提となる。従

来の太陽光発電に関して議論されてきた点も踏まえつつ、安全性の

確保、発電設備の適正な廃棄・リサイクルの担保を含めた事業規律

の確保のあり方、解体等積立基準額への反映について、どのように

考えるかということ。また、新たな発電設備区分の創設の検討に着

手するに当たって、他の審議会等に検討を要請すべき点があるかと

いうこと。例えば、発電設備の適正な廃棄・リサイクルの担保の観

点からは、環境省及び経済産業省が開催している「再生可能エネル

ギー発電設備の廃棄・リサイクルのあり方に関する検討会」におけ

る検討状況も踏まえる必要がある。 

◼ 以上の観点を前提とした上で、今後市場の広がりが期待されているこ

とや、2030年再エネ比率 36-38％の実現に資するものとする観点から

は、可能な限り早期に検討を進めていく必要がある。これに向けて、

今後、量産体制の構築状況や、自家消費率を含め想定される利用方法

等を見極めながら、実証事業等を通じてコストデータの収集・分析を

行い、区分設定や将来の自立化を見据えた価格設定のあり方につい

て、地上設置太陽光との価格差の早期の収斂を含め、来年度以降の調

達価格等算定委員会で議論を継続することとした。 

（6） 太陽光発電の 2025 年度に FIP 制度のみ認められる対象 

◼ FIP制度のみ認められる対象については、欧州諸国においても段階的に

FIP対象を拡大してきたことや、250-500kWの区分は 50kW以上の範囲
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において最も件数の多い区分であることを踏まえ、2023年度は 500kW

以上、2024年度は 250kW以上という形で、段階的に FIP制度のみ認め

られる対象の拡大を進めていくこととしており、2025年度について

は、昨年度の本委員会において、今後の動向も踏まえて検討すること

とした。 

◼ 現時点では、太陽光について、FIP新規認定・移行認定に関する一定の

進捗が確認されているところ（参考 25）。 

【参考 25】太陽光発電における FIP新規認定・移行認定の状況 

 

◼ 再エネの電力市場への統合を促すためには、引き続き FIP制度のみ認

められる対象の拡大を進めていくことが重要であり、50kW以上 250kW

未満の区分についても、さらなる導入に向けて同区分を FIP制度のみ

認められる対象とすることも考えられる。 

◼ 一方、50kW以上 250kW未満の区分のうち、FIP新規認定・移行認定容

量が同区分の認定容量全体に占める割合が限定的であることには留意

が必要である。 

◼ こうした状況を踏まえ、2025年度の FIP制度のみ認められる対象につ

いては、FIP認定の今後の状況や、FIP制度を活用する発電事業者の契

約先である小売電気事業者・アグリゲーターの動向等も勘案しなが

ら、来年度の本委員会において、50kW以上に拡大するか、または

250kW以上のまま据え置くこととするかについて改めて検討することと

した。 

◼ なお、自然変動電源（太陽光・風力）の FIP認定事業者には、FIP制度

開始当初において、発電計画の作成、インバランスの精算、プロファ

イリングリスク等に係る技術やノウハウの蓄積が必要となる点を踏ま

え、バランシングコストが交付されている。その額は、FIP制度が施行

される 2022年度の 1.0円/kWhから、３年目までは 0.05円/kWhずつ、
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４年目以降は 0.1円/kWhずつ低減させることとしている（すなわち、

2023年度は 0.95円/kWh、2024年度は 0.90円/kWhが交付）。 

◼ 再エネ電源の電力市場への統合を促進する観点から、FIP制度の活用を

促進していく必要があるが、2022年４月の制度開始からの一年半での

認定量は、新規認定・移行認定を合わせて約 300件（約１GW）にとど

まっており、一層の活用促進を促していく必要がある。 

◼ 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会での

議論も踏まえ、事業者に対しバランシングコストを低減するインセン

ティブを持たせながらも、FIP制度の更なる活用を促進する観点から、

バランシングコストの交付額の見直しの検討を進めることが重要であ

ることを本委員会としても確認した。 

（7） 屋根設置太陽光区分の取扱い 

① 屋根設置太陽光の外延及び確認方法（これまでの議論） 

◼ 2023年度下半期以降の事業用太陽光の調達価格・基準価格の検討に当

たって、地上設置／屋根設置の設置形態毎にコスト動向を分析し、両

者の価格差の早期の収斂を目指しつつ、それぞれの区分毎に調達価

格・基準価格の想定値を設定した。 

◼ その際、不当に屋根設置の区分等の認定取得が行われることがないよ

う、その外延を明確にし、適切に確認することとされた。 

◼ こうした中で、不適切な認定申請による再エネ電気の不適切な買取り

を防ぐため、下記に関する適切な資料等の提出・確認方法等を整理す

ることが必要となる。 

➢ 太陽光発電設備を設置する建物の構造等 

➢ 太陽光発電設備の支持物の構造等 

➢ 太陽光発電設備の設置場所（全量が申請のあった建築物の屋根に

設置されていること） 

◼ 上記を踏まえ、原則として、FIT/FIP認定申請時に以下の資料等の提出

を求めることとした。 
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➢ 建築基準法に基づく検査済証の写し4,5 

➢ 不動産登記法に基づく建物表題登記 4 

➢ パネル設置図面 

➢ 太陽光発電設備の全量が申請された建築物の屋根の上に設置されて

いることを示す外観写真 4 

◼ また、電気事業法に基づく使用前自己確認届出書（10kW以上 2,000kW

未満）や工事計画届出書（2,000kW以上）について、FIT/FIP制度にお

いて、当該届出書が不備なく提出されているかを確認（例：事業者か

らの届出書の写しの提出を確認するなど）することとした。 

◼ さらに、事業者の適切な対応を担保するため、以下のとおり対応する

こととした。 

➢ 必要書類の不備への対応について、検査済証の写し、建物表題登

記、外観写真については、FIT/FIP認定申請時に用意できない場

合、運転開始時までに提出することの誓約をもって提出に代える

ことを可能とするが、誓約に基づく関係資料の提出がないまま運

転を開始していることを確認した場合には、認定計画に従って事

業を実施する義務に違反していると認められ、認定の取消しを行

う。 

➢ 太陽光発電設備の屋根以外への設置への対応について、外観写真

からパネルの建物への設置状況を確認の上、パネルが一部でも建

物に設置されていない場合には、認定計画に従って事業を実施す

る義務に違反していると認められ、認定の取消しを行う。 

◼ また、立入検査等を必要に応じて実施し、認定申請時に提出された図

面や外観写真等をもとに、太陽光発電設備の全量が、申請のあった建

築物の屋根の上に設置されているか等を検査することとした。 

 

 

4 検査済証の写し、建物表題登記、外観写真については、申請時点では建物が建築中であると

いった事情がある場合、運転開始時までに提出することの誓約を求める。 

5 検査済証を保有していない者は、完了検査の日付、検査済証の交付者、番号及び交付年月日

が記載されている処分等の概要書等の提出をもって、建築検査証の提出に代えることを可能と

する。 
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◼ 上記の要件については、今後、実態を踏まえて、必要に応じて見直し

を実施することとした。 

② 建築基準法上の建築物の特例措置 

◼ 上記のとおり、屋根設置太陽光区分の対象については、太陽光発電設

備を設置する建物の構造等を確認するため、建築基準法に基づく検査

済証の写しの提出を求めている。 

◼ 一方で、畜舎等の構造等については、畜舎等の建築等及び利用の特例

に関する法律（以下「畜舎特例法」という。）において、畜舎等の建築

等及び利用に関する計画（以下「畜舎建築利用計画」という。）の認定

を受けた計画に基づいて建築等される畜舎等（以下「認定畜舎等」と

いう。）に関して建築基準法の特例を定めることとしている。 

◼ 畜舎特例法は、畜舎等の利用方法等に関する利用基準と畜舎等の構造

等に関する技術基準とを組み合わせることにより、両者が相まって畜

舎等の安全性を担保するもので、認定対象としてはＡ構造畜舎等とＢ

構造畜舎等の２区分がある。 

◼ 認定畜舎等については、建築基準法令は適用しないこととされている

が、建築物の安全性については、畜舎特例法において適切な基準が設

けられていること及び当該基準を満たしていると都道府県知事が認定

することをもって担保される。加えて、都道府県への定期的な利用状

況の報告や、畜産農家等に対する報告徴収や立入検査を通じて、認定

を受けた畜舎建築利用計画に基づく畜舎の利用がなされているかを確

認することとなっており、認定基準への違反が確認された場合には、

違反を是正するための措置命令の対象となる。また、都道府県による

家畜伝染病予防法等その他の法令に基づく現地調査の際にも違反が確

認されれば、畜舎特例法に基づく措置命令等の対象となる。 

◼ 以上を踏まえ、認定畜舎等のうち、建築基準法と同等の技術基準を満

たしているＡ構造畜舎等の屋根に設置する太陽光発電設備について

は、FIT/FIP制度における屋根設置太陽光区分の対象に含むこととし

た。なお、Ｂ構造畜舎等については、建築基準法より緩和された技術

基準を要件としているため、FIT/FIP制度における屋根設置太陽光区分

の対象には含めないこととした。 

◼ 具体的には、Ａ構造畜舎等に関する畜舎建築利用計画の認定通知書及

び申請書（副本）の提出をもって、検査済証の提出に代えることがで
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きることとした。 

◼ なお、令和５年３月 31日時点におけるＡ構造畜舎等に関する畜舎特例

法の認定件数が 129件(256棟、平均床面積は 843㎡）であるところ、

地方農政局経由で周知徹底を行うとともに、進捗状況についてフォロ

ーアップすることで、畜舎の屋根における太陽光発電設備の適切な設

置促進を図っていくこととした。 
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2．風力発電 

◼ 風力発電については、エネルギーミックス（2,360 万 kW）の水準に対して、

現時点の FIT前導入量＋FIT・FIP認定量は 1,590万 kW、導入量は 520万 kW。

洋上風力（着床式・浮体式）発電については、現時点では導入案件は少ない

ものの、今後の導入拡大が見込まれる。（参考 26～参考 28） 

【参考 26】風力発電の FIT・FIP認定量・導入量 

 
 
【参考 27】陸上風力発電（新設）の年度別・規模別の FIT・FIP認定量・導入量 
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【参考 28】陸上風力発電（リプレース）の年度別・規模別の FIT認定量・導入量 

 

◼ 買取価格は、陸上風力発電が 15円/kWh（2023年度入札における上限価格）、

着床式洋上風力発電（再エネ海域利用法適用外）が 24 円/kWh（2023 年度）

などであるが、海外の買取価格と比べて高い。（参考 29） 

【参考 29】風力発電（20,000kW）の各国の買取価格等 

 

◼ 陸上風力発電については、2021 年度から入札制を適用（対象：250kW 以上）

しており、第１回入札は、上限価格を 17.00 円/kWh（事前公表）、募集容量

を 1,000MWとして、2021年 10月に実施した。 



34 

◼ 応札件数・容量は 32件・936MWと、募集容量 1,000MWをわずかに下回り、応

札分は全件落札された。一方で、平均落札価格は 16.16円/kWhと、上限価格

17.00円/kWhを大きく下回っており、コスト低減が着実に進展していると評

価できる（参考 30）。 

【参考 30】陸上風力発電の第 1回入札（2021年 10月）の結果 

 

◼ 第２回入札は、対象 50kW以上（ただし、FIP区分は対象外）、上限価格を 16.00

円/kWh（事前公表）、募集容量を 1,300ＭＷとして、2022年 10月に実施。 

◼ 応札件数・容量は 30件・1,290ＭＷと、募集容量 1,300ＭＷをわずかに下回

り、応札分は全件落札された。 

◼ 一方で、平均落札価格は 15.60 円/kWh と、上限価格 16.00 円/kWh を下回っ

ており、コスト低減が着実に進展していると評価できる。（参考 31） 

◼ 第３回入札は、対象 50kW以上、上限価格を 15.00円/kWh（事前公表）、募集

容量を 1,000ＭＷとして、2023年 10月に実施。 

◼ 応札件数・容量は 50件・1,414ＭＷと、募集容量 1,000ＭＷを上回った。 

◼ また、平均落札価格は 14.08 円/kWh と、上限価格 15.00 円/kWh を大きく下

回っており、コスト低減が着実に進展していると評価できる。（参考 32） 

【参考 31】陸上風力発電の第２回入札（2022年 10月）の結果 
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（1） 陸上風力発電のコスト動向 

① 陸上風力発電（新設）の資本費 

◼ 陸上風力発電の想定値を算定するためのコスト分析（資本費、接続

費、運転維持費、設備利用率）では、50kW以上を対象に実施した。 

◼ 資本費の定期報告データは 168件。2023年度、2024年度及び 2025年

度の調達価格等における資本費の想定値 27.5万/kW、27.1万円/kW、

27.1万円/kWに対して、定期報告全体での中央値は 34.7万円/kW。た

だし、7,500kW以上（旧環境影響評価制度の第２種事業の対象）では

31.2万円/kW、より大規模な 30,000kW以上では 28.4万円/kW、さらに

大規模な 37,500kW以上（現行の環境影響評価制度の第２種事業の対

象）では、27.3万円/kWとなっており、大規模案件ほど低い資本費で

事業を実施できている傾向にある。（参考 33） 

【参考 33】陸上風力発電の規模別の資本費 

  

◼ 陸上風力発電の資本費を設置年別に分析すると、2022年に大きく低下

【参考 32】陸上風力発電の第３回入札（2023年 10月）の結果 
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し、その後に横ばいとなっているが、各設置年の件数が少なく、設置

年ごとのばらつきが大きいことに留意する必要がある。（参考 34） 

【参考 34】陸上風力発電の資本費及びその構成の設置年別推移 

 
 

◼ 定期報告データにより、接続費（資本費の内数）を設置年別に分析す

ると、平均値は 1.5万円/kW、中央値は 0.6万円/kWとなっており、高

額な案件が全体の平均値を引き上げていることを勘案して中央値を参

照すると、想定値（1.0万円/kW）を下回った。なお、7,500kW以上の

比較的大規模な案件に限定して分析しても、同様の傾向がみられた。

（参考 35） 
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【参考 35】陸上風力発電の接続費の推移 

  

② 陸上風力発電の運転維持費 

◼ 運転維持費の定期報告データは 460件であった。2021～2024年度の調

達価格等における想定値 0.93万円/kW/年に対して、定期報告データ全

体での中央値は 1.34万円/kW/年となっている。ただし、7,500kW以上

（旧環境影響評価制度の第２種事業の対象）では 1.11万円/kW/年、よ

り大規模な 30,000kW以上では 0.87万円/kW/年、さらに大規模な

37,500kW以上（現行の環境影響評価制度の第２種事業の対象）では

0.85万円/kW/年となっており、大規模案件ほど低い運転維持費で事業

を実施できている傾向にある。（参考 36） 

【参考 36】陸上風力発電の規模別の運転維持費 

 

③ 陸上風力発電の設備利用率 

◼ 設備利用率について設置年別・期間別に見ると、期間ごとの設備利用
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率は、その年々の風況等により、ばらつきがあるものの、設置年ごと

の設備利用率については、全体的に、設置年が近年になればなるほ

ど、大きくなる傾向にある。例えば、風車の大型化等によって、より

高効率で発電できる風車が増加していると考えられ、2025年度の想定

値 29.1%を超えるデータもいくつか見られる。（参考 37） 

◼ これまでの本委員会では、直近３年の各年に設置された案件の中央値

を平均した値に着目してきた。設置年別に直近３年間の設備利用率デ

ータの平均値・中央値に着目すると、2020年から 2022年までのそれぞ

れの年における設置案件の平均値を平均した値は 27.7%、中央値を平均

した値は 28.1%と、2025年度の想定値をやや下回るが、風力発電の設

備利用率についてはその年々の風況により、ばらつきがあることに留

意する必要がある。 

【参考 37】陸上風力発電の設置年別の設備利用率 

 
 

④ 陸上風力発電の kWh 当たり発電コスト 

◼ 陸上風力発電について案件ごとの kWh当たりコストを分析すると、各

設置年別の中央値は、概ね 10円台前半で推移していること分かった。

また、各案件の kWh当たりのコストをプロットすると、案件ごとのば

らつきは大きいものの、価格目標（８～９円/kWh）付近のコストで事

業を実施できている案件もある。（参考 38） 
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【参考 38】陸上風力発電の設置年別の kWh当たりの発電コスト 

 

⑤ 陸上風力発電（リプレース）のコスト動向 

◼ リプレース区分における資本費は 38.9万円/kWであり、2023年度の想

定値（26.5万円/kW）6よりも高かった。他方、件数が 10件に限定され

ているため、リプレース区分の資本費の検討にあたっては、引き続き

実態把握が必要。 

◼ 運転維持費の定期報告データは４件で、1.9万円/kW/年であり、想定値

（0.93万円/kW/年）を上回った。設備利用率のデータは１件で、平均

値・中央値は 31.5%であった。（参考 39） 

 

 

6 資本費は、電源線等の系統設備は基本的に全て流用可能であることから、同年度の陸上風力

発電（新設）の想定値から接続費を差し引いた値を採用しており、運転維持費・設備利用率

は、新設の場合と特段別異に取り扱う理由がないことから、同年度の陸上風力発電（新設）の

想定値と同じ値を採用している。 
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【参考 39】陸上風力発電の新設とリプレースの資本費の比較 

 

（2） 陸上風力発電（新設）の 2025 年度の入札上限価格及び調達価格等 

① 2026年度の入札上限価格の設定方法 

◼ これまでの本委員会で、向こう３年間の複数年度の上限価格を取りま

とめてきたことを踏まえ、2026年度の上限価格の設定方法について、

取りまとめることとした。上限価格の設定にあたっては、以下の点に

留意しつつ、慎重な検討を行う必要がある。 

➢ 価格の設定に当たっては、コストデータに加えて価格目標の達成も

見据える必要があること。 

➢ 今年度入札における平均落札価格は 14.08円/kWhと、上限価格

15.00円/kWhより一定程度下回っており、こうした落札案件におい

ては、効率的な費用水準が想定されること。 

➢ 20年間を超えて運転を継続する風車も出てきており、調達期間終

了後も長期に安定して稼働する電源となるよう、引き続き動向を把

握する必要があること。 

➢ 直近のコスト動向については物価や為替の変動、風車の供給不足等

の影響も見られるが、直近の原材料価格は高騰時に比べて低下傾向

にあり、日本の風力発電の LCOEも低下傾向に転じていること。 

◼ 陸上風力発電の価格目標である「固定価格買取制度からの電源自立化

に向けて、発電コストの水準が 2030年までに８～９円/kWhとなるこ
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と」は、2030年までに運転開始する案件の平均的な調達価格・基準価

格が 9.5～10.7円/kWhとなることに相当する7。 

◼ 高圧かつ環境影響評価法に基づく環境アセスメントの第２種事業の閾

値以下となる、50kW以上 37,500kW未満の陸上風力発電設備を対象に、

認定から運転開始までの所要年数を分析したところ、概ね１～５年程

度であった。したがって、価格目標の達成水準は、調達価格・基準価

格が、2030年度の１～５年前までに 9.5～10.7円/kWhとなることに相

当する（参考 40）。 

◼ また、調達価格・基準価格は、再エネ特措法上、再エネ電気の供給が

効率的に実施される場合に通常要すると認められる費用等を基礎と

し、価格目標その他の事情を勘案して定めると規定されている。 

◼ 定期報告データに着目すると、コストの低減傾向は注視が必要な状況

であるものの、入札における平均落札価格は下落していること（下落

率：第２回 3.5%、第３回 10%）等を踏まえ、引き続き価格目標の実現

に向けて、より一層のコスト低減を促していく必要がある。 

◼ 以上を踏まえ、上限価格設定に当たっては、第１回から第３回までの

陸上風力発電入札における平均落札価格の平均的な低減比率（6.6%）

も念頭に置きつつ、「固定価格買取制度からの電源自立化に向けて、発

電コストの水準が 2030年までに８～９円/kWhとなること」という価格

目標の達成に向けた道筋が見えるかたちで、上限価格を設定すること

とした。 

 

 

7 IRR６％を想定して調達価格・基準価格に換算した額であり、IRR の想定値に応じて変わ

る。最新の調達価格の想定値を使⽤した IRR３%及び IRR6%の場合の⽐率をもとに、機械的・

簡易的に計算した。 
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【参考 40】陸上風力発電の価格目標イメージと運転開始年度 

 

② 2026年度の入札対象範囲外の調達価格の設定方法 

◼ 2026 年度の入札対象範囲外の調達価格については、2022～2025 年度と

同様、入札上限価格と整合的になるように設定することが適切であるた

め、入札区分における上限価格と同様の考え方に基づき設定することと

した。 

③ 長期安定稼働が可能な電源のあり方について 

◼ RPS 移行案件を対象にヒアリングを行ったところ、定期的なメンテナン

ス等の取組により、前述のとおり 20 年間以上運転を継続している事業

者も一定数見られた。 

◼ こうした状況を踏まえ、調達期間終了後も長期に安定して稼働する電源

を目指し、陸上風力発電のあり方については、長期運転が可能となる条

件や事業者の取組、20年間以上運転を継続している設備における発電電

力量の変化といった点について、実態把握を進めることとした。 

（3） 陸上風力発電（リプレース）の 2024 年度の調達価格・基準価格 

◼ これまで、リプレース区分については、FIT認定の件数・容量が限定的

であり、入札がもたらす競争・価格低減のメカニズムが期待しにくい

ことから、入札制の対象としないこととしてきた。引き続き同様の傾

向にあることから、2024年度についても、入札制の対象としないこと

とした。 

◼ その上で、調達価格については、新設区分とは資本費と IRRのみ異な

るという考え方に基づき想定値を設定してきた。 
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◼ 資本費については、現時点までに得られている定期報告データは 10件

のみであるところ、引き続き実態把握に努めることとし、2024年度の

リプレース区分の資本費の想定値については、2023年度までと同様、

2024年度の入札対象範囲外の調達価格における資本費の想定値から接

続費（1.0万円/kW）を差し引く考え方にもとづき設定した。（参考

41） 

【参考 41】陸上風力発電（新設・リプレース）の想定値 

 

（4） 陸上風力発電の 2025年度に FIP制度のみ認められる対象 

◼ 昨年度の本委員会で、陸上風力発電については、入札結果や他の電源

の FIP対象等を踏まえ、50kW以上を 2024年度に FIP制度のみ認められ

る対象として設定した。 

◼ 2025年度についても、同様に陸上風力発電の電力市場への統合を促し

ていく観点から、50kW以上を FIP制度のみ認められる対象とした。 

◼ なお、陸上風力については、2024年１月時点で計 15件・約 363MWの

FIP認定、計 30件・約 1,121MWの認定申請が確認できている。 

◼ また、リプレース区分については、他の電源のリプレース区分等を踏

まえ、2024年度は 1,000kW以上を FIP制度のみ認められる対象とし

た。2025年度も同様とし、FIP制度の動向等に注視するとした。 

（5） 着床式／浮体式洋上風力発電（再エネ海域利用法適用外）の取扱い 

◼ また、洋上風力発電（再エネ海域利用法適用外）においては、条例や

港湾法に基づき海域占有許可を得た上で、小規模な洋上風力発電の導

入が進んでいる（参考 42）。 

◼ 洋上風力発電について、以下のとおり、資本費、運転維持費の定期報

告データおよび設備利用率のデータが得られた。ただし、一部実証機

によるものが含まれている点に留意が必要である。 

➢ 資本費の定期報告データは４件得られた。その平均値は 137.0万円
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/kWであり、想定値（56.5万円/kW）を上回った。 

➢ 運転維持費の定期報告データは１件で、2.5万円/kW/年であり、想

定値（2.25万円/kW/年）をやや上回った。 

➢ また、設備利用率のデータは１件で、26.1%であり、想定値

（30.0％）を下回った。 

【参考 42】港湾法・都道府県条例に基づく海域占用許可 

  

◼ また、洋上風力発電（再エネ海域利用法適用対象）については、参考

43にあるとおり、再エネ海域利用法に基づき、各区域における協議会

の進捗、促進区域指定基準への適合状況や都道府県からの情報提供を

踏まえ、促進区域の指定や公募の実施、事業者選定等を進めている。 
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【参考 43】再エネ海域利用法の施行等の状況 

 

◼ 秋田県男鹿市、潟上市及び秋田市沖、新潟県村上市及び胎内市沖、長

崎県西海市江島沖について、再エネ海域利用法に基づき、2022年９月

に促進区域に指定し、2022年 12月～2023年６月に公募を実施。当該

公募で提出された公募占用計画について、それぞれの区域ごとに学識

経験者及び専門家から構成される第三者委員会を設置し、秋田県知

事、新潟県知事、長崎県知事の意見も参考にしつつ評価を行い、事業

者を選定（2023年 12月 13日公表）。選定結果の詳細は参考 44のとお

り。選定事業者の供給価格（FIP制度適用のため基準価格）は３円

/kWh、３円/kWh、22.18円/kWh。なお、FIP制度適用に伴い、本公募で

は３円/kWhをゼロプレミアム水準とし、同水準以下の供給価格は一律

120点の価格点となる。 
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【参考 44】再エネ海域利用法に基づく公募の評価結果 

 

① 2025年度の着床式洋上風力発電（再エネ海域利用法適用外）の取扱い 

◼ 昨年度の本委員会では、着床式洋上風力発電（再エネ海域利用法適用

対象）における複数事業者の参加状況や評価結果を踏まえ、再エネ海

域利用法適用外を含め、国内の着床式洋上風力発電において、一定程

度の競争効果が見込まれることから、2024年度については、改めて入

札制を適用することとした。 

◼ 足元においても、国内の着床式洋上風力発電が競争的であることは変

わらないことから、2025年度についても、同様に入札制を適用するこ

ととした。 

② 2026年度の浮体式洋上風力発電（再エネ海域利用法適用外）の調達価

格・基準価格 

◼ 国内における浮体式洋上風力発電の FIT認定量・導入量はいずれも１

件・２MWのみとなっており、当該発電事業は、実証事業として導入さ

れ、実証事業終了後から現在まで、運転を継続しているものである。

国内外において、現時点では大規模な商用発電所の運転開始に至って

いない。 

◼ また、長崎県五島市沖における浮体式洋上風力発電（再エネ海域利用

法適用対象）の公募の選定事業者の供給価格は、2025年度までの浮体

式洋上風力発電の調達価格・基準価格と同じ 36円/kWhである。 

◼ 浮体式洋上風力発電については、上述の動向を踏まえ、将来的な浮体
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式洋上風力発電の普及拡大を見据えつつ、事業者の予見可能性を高め

ることが重要であることから、引き続き、2025年度の想定値を維持す

ることとした。 

◼ その上で、今後の浮体式洋上風力発電の取り扱いについては、技術開

発の支援や人材育成へ向けた取組、EEZへの導入拡大へ向けた具体的制

度の検討が進んでおり、導入の拡大及びコストの低減が期待できるこ

とを踏まえた検討を進めることとした。 

（6） 洋上風力発電の 2026年度に FIP制度のみ認められる対象 

◼ 咋年度の本委員会で、2025年度の着床式洋上風力発電については、再

エネ海域利用法適用対象の公募における複数事業者の参加状況・評価

結果や将来的なアジア市場等への展開を見据えた国内の環境整備等を

踏まえて、FIP制度のみ認められる対象とした。一方で、浮体式洋上風

力発電については、国内外においても、現時点では大規模な商用発電

所の運転開始に至っていないことを踏まえて、2025年度も FIP制度の

み認められる対象を設けないこととした。 

◼ 足元においても、こうした状況は変わらないことから、2026年度につ

いても、洋上風力発電の FIP制度のみ認められる対象は 2025年度と同

様とした。 
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3．地熱発電 

◼ 地熱発電については、エネルギーミックス（150万 kW）の水準に対して、2023

年３月末時点では、FIT前導入量＋FIT・FIP 認定量は 70万 kW、導入量は 60

万 kWである（参考 45、参考 46）。 

【参考 45】地熱発電の FIT・FIP認定量・導入量 

  
【参考 46】地熱発電の年度別・規模別の FIT・FIP認定量・導入量 
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◼ 2023年度の買取価格は、15,000kW以上で 26円/kWh、15,000kW未満で 40円

/kWhである。（参考 47） 

【参考 47】地熱発電（30,000kW）の各国の買取価格 

 

（1） 地熱発電のコスト動向 

① 地熱発電の資本費・運転維持費 

◼ 15,000kW未満の資本費の定期報告データは 61件、運転維持費の定期報

告データは 37件。 

◼ 資本費の平均値は 170万円/kW、中央値は 168万円/kWとなり、想定値

（123万円/kW）を上回った。また、運転維持費の平均値は 9.1万円

/kW/年、中央値は 7.3万円/kW/年となり、想定値（4.8万円/kW/年）を

上回った。一方で、中規模（1,000-7,500kW）案件では、導入件数が少

ないものの、平均値は 118万円/kWと想定値（123万円/kW）を下回っ

ており、効率的に設置ができていることが確認された。 

◼ 15,000kW以上の資本費及び運転維持費の定期報告データは１件。資本

費は 61万円/kWとなり、想定値（79万円/kW）を下回った。また、運

転維持費は 3.2万円/kW/年となり、想定値（3.3万円/kW/年）を下回っ

た。 

◼ リプレース区分の資本費の定期報告データは２件、運転維持費の定期
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報告データは１件（15,000kW未満・地下設備流用区分）。資本費の平均

値が 107万円/kWとなり、想定値（77万円/kW）を下回った。また、運

転維持費は 1.9万円/kW/年となり、想定値（4.8万円/kW/年）を下回っ

た。（参考 48） 

【参考 48】地熱発電の出力と資本費・運転維持費の関係 

 

◼ より詳細に資本費・運転維持費の規模別内訳を分析すると、資本費に

ついて、100kW未満は平均値 192万円/kW、100-1,000kWは平均値 154

万円/kWとなっている一方、データが少ない点に留意が必要であるが、

1,000-7,500kWは平均値 118万円/kW、15,000kW以上は 61万円/kWとな

っており、1,000kWを超えると特に低コストでの設置が可能となる。運

転維持費については、得られたデータが少ない点に留意が必要ではあ

るが、大気簿価によるコストの低減傾向はみられなかった。（参考 49） 

 



51 

【参考 49】地熱発電の規模別のコスト動向 

 

② 地熱発電の設備利用率 

◼ 15,000kW未満の設備利用率データは、ばらつきが大きいものの平均値

は 44.6％、中央値は 47.7％となっており、想定値（74.8％）を下回っ

た。一方で、1,000kW以上 15,000kW未満に着目すると、その設備利用

率データの平均値は 82.7％、中央値は 81.2％となっており、想定値を

上回った。15,000kW以上の設備利用率データは１件で、設備利用率は

78.6%であり、想定値（73.9％）を上回った。（参考 50） 

◼ なお、運転開始後の設備利用率の低下状況を確認するため、運転開始

後経過年数と設備利用率の関係を分析すると、運転開始年数の経過に

つれて、全体として、横ばいの傾向があった。 
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【参考 50】地熱発電の出力と設備利用率の関係 

 

 

（2） 地熱発電（新設）の 2026 年度の調達価格・基準価格 

◼ 地熱発電の 2026 年度の調達価格・基準価格については、15,000kW 以上

／未満の間の価格差による適切な事業規模での導入への影響等を勘案

しつつ、設定することが必要。 

◼ 地熱発電のコストデータ全体を見ると、発電コストは設備容量の拡大と

ともに逓減する傾向にある。このため、適切な規模での事業実施を促す

観点から、一定規模以上においては、容量の増加に応じて価格が連続的

に変化する形（フォーミュラ方式）による価格設定を行うこととした。 

① フォーミュラの始点 

◼ フォーミュラの始点となる出力については、他の制度での出力に関する

閾値（例： FIT制度／FIP制度の閾値（1,000kW）、電気事業制度におけ

る高圧／特別高圧の閾値（2,000kW））や、大規模化を促進すべき事業の

分布状況を参考とすることが考えられる。 

◼ 定期報告データの実績値と現行の 15,000kW 未満の規模における想定値

を比較すると、 

➢ 資本費について、1,000kW 未満はばらつきが大きい一方、1,000-

7,500kW は平均値 118 万円/kW、15,000kW 以上は 61 万円/kW となっ

ており、想定値を下回る低コストでの設置が可能となる。 
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➢ 設備利用率について、1,000kW 未満はばらつきが大きい一方、

1,000kW 以上 15,000kW 未満は平均値 82.7％、中央値は 81.2％とな

っており、想定値を上回る効率的な事業実施がみられる。 

➢ 運転維持費については、規模に応じたコストの違いはみられなかっ

た。 

◼ フォーミュラ方式を設ける範囲においては、出力の増加に応じて基準価

格が逓減するところ、より効率的な事業実施が可能となる 1,000kW以上

の発電設備に対しては、フォーミュラ方式の導入で、より適切な規模で

の事業実施を促す効果が期待される。 

◼ 加えて、1,000kW 以上／未満では、コスト動向だけではなく発電方式も

異なっており、大規模な地熱発電設備の多くはフラッシュ方式であると

ころ、フラッシュ方式は一般に約 1,000kW以上から活用されている発電

方式である。 

◼ 以上を踏まえ、フォーミュラ方式により大規模化を促す発電設備の出力

の始点については、1,000kW以上とした。 

② フォーミュラの形状 

◼ フォーミュラの形状については、発電コストは設備容量の拡大とともに

逓減する傾向にあることを踏まえ、設定する必要がある。 

◼ 形状を曲線とすることも考えられる一方、制度の分かりやすさの観点

や、曲線にすることで kWhあたりの価格に急激な変化が生じ、張り付

きの解消効果が薄れる懸念があることを踏まえ、始点から直線を引く

こととした。その上で、コスト動向や導入状況を踏まえ、必要に応じ

てフォーミュラの形状についても見直すこととした。（参考 51） 

【参考 51】フォーミュラの形状を曲線とした場合 

 
 

◼ また、直線の傾きについては、現行の 15,000kW 以上の区分におけるモ

デルプラント（30,000kWの設備）の想定値や、導入済の大規模地熱発電

設備（46,000kW）のコストデータを参考とすることが考えられる。現時

点で 15,000kW 以上のコストデータは１件のみであることを踏まえ、フ
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ォーミュラの始点における出力及び価格の点と、現行の 15,000kW 以上

の規模におけるモデルプラントの点（出力：30,000kW、調達価格・基準

価格：26円/kWh）を通るよう傾きを設定することとした。 

◼ なお、フォーミュラの始点となる出力を 1,000kW、小規模地熱発電の調

達価格・基準価格を、現行の 15,000kW 未満の想定値を据え置く形で設

定すると、フォーミュラの始点と導入済の大規模地熱発電設備

（46,000kW）のコストデータを結ぶ直線は、現行の 15,000kW 以上の区

分におけるモデルプラントの点（出力 30,000kW、価格 26 円/kWh）の近

傍を通る。 

◼ その上で、今後大規模地熱発電のコストデータが集積した場合は当該デ

ータを分析し、大規模地熱発電の特性を代表するような点を想定したう

えで、当該点と始点を結ぶ等、フォーミュラの形状について改めて検討

することとした。また、その際は、適切な事業規模での導入への影響を

考慮することとした。 

③ フォーミュラ方式を設ける範囲の前後の調達価格・基準価格 

◼ フォーミュラ方式を設ける範囲の前後、具体的には、小規模地熱発電（※

従前の 15,000kW未満区分）と大規模地熱発電（※従前の 15,000kW以上

区分）のそれぞれの調達価格・基準価格について、コストデータ等を踏

まえて設定する必要がある。 

◼ 定期報告データに着目すると、1,000kW 未満のコストデータはばらつき

が大きいものの、 

➢ 1,000kW以上の中規模案件では、資本費の平均値が 2025年度の調達

価格・基準価格における想定値を下回っているほか、設備利用率の

平均値・中央値がいずれも、2025年度の調達価格・基準価格におけ

る想定値を下回っており、効率的な事業実施ができている。 

➢ 1,000kW 未満においても費用効率的なデータが一定数存在している。 

➢ 昨年度の調査結果等を踏まえると、1,000kW 未満のうち特に設備利

用率が低い案件については、適切なメンテナンスの実施により設備

利用率の向上が期待できる。 

◼ 以上に加え、価格目標で中長期的な自立化を目指していることを踏まえ、

小規模地熱発電における想定値については、フォーミュラの始点である

1,000kW よりも小さい容量におけるデータのみに着目するのではなく、

現行の 15,000kW未満の想定値を据え置くこととし、今後、1,000kW以上

のデータや、1,000kW 未満における費用効率的なデータ等を参考に想定

値の見直しも含め検討していくこととした。 
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◼ また、大規模地熱発電における想定値については、導入済の１件の定期

報告データによれば、資本費・運転維持費は 2025 年度の基準価格にお

ける想定値を下回っており、設備利用率は想定値と同程度であるが、ま

だ報告数が１件のみと少ない。このため、2026 年度については現行の

15,000kW以上の想定値を維持しつつ、定期報告データ等の動向を注視す

ることとした。 

（3） 地熱発電（リプレース）の 2026 年度の調達価格・基準価格 

◼ 15,000kW 未満における地下設備流用区分の１件のみしか導入実績がな

いところ、リプレースの区分等の調達価格・基準価格における資本費は、

新設の区分等の調達価格・基準価格における資本費の想定値から、接続

費や地下設備の費用を差し引いた値を想定している。 

◼ また、今後、新設区分等における案件のリプレース区分への移行が想定

されるところ、リプレース区分への移行後に適切な規模での事業実施が

なされるような価格設定とすることが重要。 

◼ 以上を踏まえ、リプレース区分等の調達価格・基準価格（フォーミュラ

方式含む）については、接続費や地下設備の費用を勘案しつつ、以下の

とおり、新設の区分等と同様の考え方で、設定することとした。また、 

◼ 具体的には、 

➢ フォーミュラの始点は 1,000kW、フォーミュラの終点はフォーミュ

ラに基づき算出される基準価格が大規模地熱発電の基準価格を下回

らない範囲における出力の最大値に設定する。 

➢ 小規模地熱発電・大規模地熱発電ともに現行の想定値を据え置くこ

ととし、今後定期報告データをもとに新設の想定値を見直す際、合

わせて見直しを検討する。 

➢ フォーミュラの形状については、新設と同様、現行の 15,000kW以上

の区分におけるモデルプラント（30,000kWの設備）の想定値を用い

て算出した値を通るよう傾きを設定する。モデルプラントの想定値

については、新設のモデルプラントにおける資本費の想定値から、

全設備更新型については接続費用を、地下設備流用型については接

続費用に加えて地下設備の費用も差し引いた値を採用する。IRR は

事業リスクの低さを反映させ、全設備更新型については８％、地下

設備流用型については６％とする。 

◼ また、今後大規模地熱発電のコストデータが十分に集積した場合は、当

該データも参考にフォーミュラの形状について改めて検討することと

した。 
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（4） 地熱発電の 2025年度に FIP制度のみ認められる対象 

◼ これまでの本委員会では、以下の理由から、2025年度までの新規認定で

FIP制度のみ認められる地熱発電の対象を、1,000kW以上とした。 

➢ 資本費や運転維持費、設備利用率のデータが 1,000kW未満と

1,000kW以上で、分布の傾向が異なっていたこと 

➢ 地熱発電は、ベースロード電源であり出力が安定していることか

ら、発電予測が比較的容易、需要側が単体の電源から安定した電気

を調達しやすい、といった特徴があるため、FIP制度により、早期

に電力市場へ統合していくことが適切と考えられること 

◼ 上述のとおり、地熱発電は、自立化へのステップとして、早期に電力市

場へ統合していくことが適切である。一方で、定期報告データを用いて

規模別のコスト動向を分析したところ、1,000kW を超えると比較的低コ

ストでの事業実施が可能な傾向にあるが、1,000kW 未満についてはコス

ト水準が高く、資本費の分散も大きい。また、FIP制度の開始が 2022年

度であることも踏まえ、制度の動向についても注視していくことが重要。 

◼ 以上を踏まえ、新規認定で FIP制度のみ認められる地熱発電の対象につ

いて、2026年度についても、引き続き 1,000kW以上とした。 

◼ また、全設備更新や地下設備流用の区分等はいずれも認定・導入実績が

限られるが、地熱発電の電源特性は、新設も全設備更新も地下設備流用

も同様と考えられることから、2025年度までの新規認定で FIP制度のみ

認められる対象を 1,000kW以上とした。同様の考え方に基づき、2026年

度についても、引き続き 1,000kW以上とした。 
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4．中小水力発電 

◼ 中小水力発電については、エネルギーミックス（1,040万 kW）の水準に対し

て、2023年 3月末時点の FIT前導入量＋FIT・FIP認定量は 1,030 万 kW、導

入量は 990万 kW（参考 52～参考 54）。 

【参考 52】中小水力発電の FIT・FIP認定量・導入量 

  
【参考 53】中小水力発電（新設）の年度別・規模別の FIT・FIP認定量・導入量 
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【参考 54】中小水力発電（既設導水路活用型）の年度別・規模別の FIT・FIP認定量・

導入量 

 

◼ 2023 年度の買取価格は、200kW 以上 1,000kW 未満で 29 円/kWh などである

が、海外の買取価格と比べて高い。（参考 55） 

【参考 55】中小水力発電（200kW）の各国の価格 
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（1） 中小水力発電のコスト動向 

◼ 資本費の定期報告データは FIT制度開始後に運転開始した案件に限られ

るが、中小水力発電は FIT制度開始前から運転している案件が多数存在

することから、例年どおり、FIT 制度開始前に運転開始した案件に対し

て別途コストデータの調査を行った結果を加えて分析を行っている。 

① 中小水力発電の資本費 

◼ 200kW 未満の資本費の定期報告データは 497 件。既設導水路活用型に相

当する案件を除くと（473件）、平均値 293万円/kW、中央値 222万円/kW。

補助金案件が多く含まれる 100kW 未満及び異常値除外のため 300 万円

/kW 以上の高額案件を除くと、平均値 175 万円/kW、中央値 174 万円/kW

となる。想定値（100万円/kW）を上回っており、分散が大きい。 

◼ 200kW 以上 1,000kW 未満の定期報告データは 207 件。既設導水路活用型

に相当する案件を除くと（154 件）、平均値 135 万円/kW、中央値 109 万

円。異常値除外のため 300 万円/kW 以上の高額案件を除外すると、平均

値 120万円/kW、中央値 107万円/kWとなる。想定値（80万円/kW）を上

回っており、分散が大きい。 

◼ 1,000kW 以上 5,000kW 未満の資本費のデータは 110 件。既設導水路活用

型に相当する案件を除くと（52 件）、平均値 192 万円/kW、中央値 92 万

円/kW。想定値の設定時と同様に 300万円/kW以上の高額案件を除外する

と、平均値 93万円/kW、中央値 90万円/kWとなり、想定値（93万円/kW）

と概ね同水準となる。 

◼ 5,000kW 以上 30,000kW 未満の資本費のデータは 78 件。既設導水路活用

型に相当する案件を除くと（38件）、平均値 79万円/kW、中央値 43万円

/kW。想定値の設定時と同様に 300 万円/kW 以上の高額案件を除外する

と、平均値 52万円/kW、中央値 42万円/kWとなり、想定値（51万円/kW）

とは概ね同水準。（参考 56） 
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【参考 56】中小水力発電（新設）の出力と資本費の関係 

＜200kW未満＞ 

 

＜200kW以上 1,000kW未満＞ 

 

＜1,000kW以上 5,000kW未満＞ 

 

＜5,000kW以上 30,000kW未満＞ 

 

◼ 既設導水路活用型8については、200kW未満（22件）の平均値は 162万円

/kW、中央値は 169万円/kWとなり、想定値（50万円/kW）を上回る。ま

た、200kW以上 1,000kW未満（53件）の平均値は 75万円/kW、中央値は

70万円/kWとなり、想定値（40万円/kW）を上回る。 

◼ 1,000kW以上 5,000未満（58件）の平均値は 45万円/kW、中央値は 37万

円/kWとなり、想定値（46.5万円/kW）と概ね同水準。また、5,000kW以

上 30,000kW未満（40件）の平均値は 27万円/kW、中央値 22万円/kWと

なり、想定値（26万円/kW）とは概ね同水準（参考 57）。 

 

 

8 これらは想定値の設定時と同様に 300 万円/kW 以上の高額案件を除いたデータである。 
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【参考 57】中小水力発電（既設導水路活用型）の出力と資本費の関係 

＜200kW未満＞ 

 

＜200kW以上 1,000kW未満＞ 

 

＜1,000kW以上 5,000kW未満＞ 

 

＜5,000kW以上 30,000kW未満＞ 

 

② 中小水力発電の運転維持費 

◼ 200kW 未満の運転維持費の定期報告データは 461 件。平均値 5.9 万円

/kW/年、中央値 4.1 万円/kW/年となり、想定値（7.5 万円/kW/年）を下

回るが、想定値より高い案件も一定数存在する。 

◼ 200kW 以上 1,000kW 未満の運転維持費の定期報告データは 258 件。平均

値 3.7万円/kW/年、中央値 2.6万円/kW/年となり、想定値（6.9万円/kW/

年）を下回るが、想定値より高い案件も一定数存在する。 

◼ 1,000kW 以上 5,000kW 未満の運転維持費のデータは 110 件。平均値 2.2

万円/kW/年、中央値 2.0万円/kW/年となり、分散が大きいものの、想定

値（0.95万円/kW/年）を上回る案件も多数存在する。 

◼ 5,000kW 以上 30,000kW 未満の運転維持費のデータは 66 件。平均値 1.3

万円/kW/年、中央値 1.0 万円/kW/年となり、想定値（0.95 万円/kW/年）

をやや上回るが、分散が大きい。（参考 58） 
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【参考 58】中小水力発電の出力と運転維持費の関係 

＜200kW未満＞ 

 

＜200kW以上 1,000kW未満＞ 

 

＜1,000kW以上 5,000kW未満＞ 

 

＜5,000kW以上 30,000kW未満＞ 

 

③ 中小水力発電の設備利用率 

◼ 設備利用率は、全体としてばらつきが大きいものの、1,000kW 以上の各

区分では、想定値を上回る傾向が見られ、特に 1,000kW以上 5,000kW未

満の区分は、平均値 58.8％、中央値 61.3％と、想定値（45％）を上回

る。（参考 59） 
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【参考 59】中小水力発電の出力と設備利用率の関係 

＜200kW未満＞ 

 

＜200kW以上 1,000kW未満＞ 

 

＜1,000kW以上 5,000kW未満＞ 

 

＜5,000kW以上 30,000kW未満＞ 

 

 

◼ 令和３年度の本委員会において、中小水力４団体から、設備利用率は年

ごとの降雨量等により変化し、かつ、水力発電は保安規程等に基づきオ

ーバーホールなど数ヶ月にわたる停止が必要となることから、長期的な

データを基に調達価格・基準価格を算出する必要があるという意見があ

った。 

◼ こうした意見を踏まえ、これまでの運転開始からの全期間での運転維持

費の平均値・中央値を分析したところ、いずれの規模においても、直近

１年間の運転維持費の平均値・中央値と同水準となった。ただし、

1,000kW 以上 5,000kW 未満の区分では、平均値 2.3 万円/kW/年、中央値

2.0万円/kW/年と、直近１年間の平均値（2.2万円/kW/年）・中央値（2.0

万円/kW/年）と同様に想定値 0.95万円/kW/年を上回る。 

◼ また、設備利用率についても、運転開始からの全期間での平均値・中央

値を分析したところ、いずれの規模においても、直近１年間の設備利用

率の平均値・中央値と同水準となった。ただし、1,000kW 以上 5,000kW

未満の区分では平均値 56.0％、中央値 56.7％と、直近１年間の平均値

（58.8％）・中央値（61.3％）と同様に想定値 45％を上回る。（参考 60） 
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【参考 60】中小水力発電の全期間での運転維持費・設備利用率 

 

④ 中小水力発電のコスト調査 

◼ 中小水力発電のオーバーホール費用の動向の詳細を把握するため、2023

年９～10月に、稼働済の FIT認定設備 789件に対して、アンケート調査

を実施した（回答件数は 493件（回答率 62％））。 

◼ 回答結果に基づけば、オーバーホールの実施年については、設備の規模

によってばらつきが大きいが、６年～１６年に１回程度の実施が見込ま

れ、稼働停止期間は２～７ヶ月程度。また、オーバーホールの費用につ

いては、設備の規模や、既にオーバーホールを実施したことがある案件

の実績値とこれからオーバーホールを実施する予定の見込値の違いに

よって、ばらつきが大きい点に留意が必要である。（参考 61） 
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【参考 61】中小水力発電のコスト調査結果（オーバーホール） 

 

（2） 中小水力発電の 2026年度に FIP制度のみ認められる対象 

◼ これまでの本委員会では、以下の理由から、2025年度までの新規認定で

FIP制度のみ認められる中小水力発電の対象を、1,000kW以上とした。 

➢ 新設案件・既設導水路活用型案件ともに、1,000kWを超えると全体

として安価での事業実施が可能な傾向にあること 

➢ 中小水力発電は、ベースロード電源であり出力が安定していること

から、発電予測が比較的容易、需要側が単体の電源から安定した電

気を調達しやすい、といった特徴があり、FIP制度により、早期に

電力市場へ統合していくことが適切と考えられること 

◼ 上述のとおり、中小水力発電は、自立化へのステップとして、早期に電

力市場へ統合していくことが適切と考えられる。一方で、定期報告デー

タを用いて規模別のコスト動向を分析したところ、1,000kW を超えると

全体として安価での事業実施が可能な傾向にあるが、1,000kW 未満につ

いてはコスト水準が高く、資本費データの分散も大きい。また、1,000kW

未満の FIP認定件数は５件9と、小規模案件での FIP認定が存在し、今後

更なる増加も見込まれる一方、1,000kW以上の 16件 9と比べるとまだ少

数であり、引き続き FIP制度の動向についても注視することが重要。 

◼ 以上を踏まえ、新規認定で FIP制度のみ認められる中小水力発電の対象

 

 

9 2023 年 10 月１日時点 
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について、2026年度も、新設、既設導水路活用型いずれも 1,000kW以上

とした。 

（3） 中小水力発電の 2025年度以降の調達価格・基準価格 

① 200kW未満、200kW 以上 1,000kW 未満について 

◼ コストデータに基づけば、新設・既設導水路活用型ともに、 

➢ 資本費：平均値・中央値いずれも 2025年度の調達価格・基準価格

における想定値を上回る。ただし、分散も大きく、想定値を下回る

案件も一定数存在する。 

➢ 運転維持費：平均値・中央値いずれも 2025年度の調達価格・基準

価格における想定値を下回る。ただし、分散も大きく、想定値を上

回る案件も一定数存在する。なお、直近１年間と、運転開始からの

全期間での平均値・中央値は同水準。 

➢ 設備利用率：平均値・中央値は想定値と同水準またはやや下回る。

なお、直近１年間と、運転開始からの全期間での平均値・中央値は

同水準。 

◼ また、オーバーホールによる運転維持費や設備利用率への影響に関する

追加的なコスト調査の結果に基づけば、 

➢ オーバーホールの実施は規模によってばらつきが大きいが、６年～

10年に１回程度、また停止期間は２か月程度。調達期間・交付期

間中の 20年間で見たときには４ヶ月～７ヶ月程度。６年～10年に

１回の実施頻度を踏まえれば、既にオーバーホールを実施した設備

も一定数存在し、定期報告データに基づく設備利用率の実績値に

は、当該設備の実績も含まれていると考えられる。 

➢ オーバーホール１回あたりの費用(実績)は、中央値 7.1万円/kW/回

～8.4万円/kW/回であり、20年間で見たときには、0.7万円/kW～

1.3万円/kW程度。６年～10年に１回の実施頻度を踏まえれば、設

備利用率と同様に、定期報告データに基づく運転維持費の実績値に

オーバーホールにかかる費用も既に含まれているものと考えられ

る。 

◼ 以上から、設備利用率や運転維持費において、オーバーホール等の影響

も実績値に反映されていると考えられ、こうしたコスト動向も踏まえ、
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2026 年度の調達価格・基準価格における想定値は、引き続き 2025 年度

の想定値を維持することとした。 

◼ 今後は、資本費については想定値を下回る案件が一定数存在しており、

2023 年３月の仕様標準の公表等によっても更なるコスト効率化が見込

めること、運転維持費は想定値を下回っていること、また、価格目標で

中長期的な自立化を目指していることを踏まえ、エネルギーミックスに

向けた導入ペースの加速化等も勘案しつつ、想定値の引き下げ（設備利

用率については引き上げ）も検討することとした。 

② 1,000kW以上 5,000kW未満について 

◼ コストデータに基づけば、新設・既設導水路活用型ともに、 

➢ 資本費：平均値・中央値いずれも 2024年度の調達価格・基準価格

における想定値と概ね同水準。 

➢ 運転維持費：分散が大きいものの、平均値・中央値いずれも 2024

年度の調達価格・基準価格における想定値を上回る。なお、直近１

年間と、運転開始からの全期間での平均値・中央値は同水準。 

➢ 設備利用率：平均値・中央値いずれも 2025年度の調達価格・基準

価格における想定値を上回る。なお、直近１年間と、運転開始から

の全期間での平均値・中央値は同水準。 

◼ また、昨年度の本委員会では、オーバーホールによる運転維持費や設備

利用率への影響は、引き続き更なる実態把握に努めると取りまとめたこ

とも踏まえて、追加的なコスト調査を実施した。その結果に基づけば、 

➢ オーバーホールの実施は 10年に１回程度、また、停止期間は２～

３か月程度であり、調達期間・交付期間中の 20年間で見たときに

は４～５か月程度。10年に１回の実施頻度を踏まえれば、既にオ

ーバーホールを実施した設備も一定数存在し、定期報告データに基

づく設備利用率の実績値には、当該設備の実績も含まれていると考

えられる。 

➢ オーバーホール１回当たりの費用（実績）は、平均値 3.5万円/kW/

回、中央値 4.1万円/kW/回。調達期間・交付期間中の 20年間で見

たときには、平均値 0.35万円/kW/年、中央値 0.41万円/kW/年。実

施が 10年に１回程度であることを踏まえれば、既にオーバーホー

ルを実施した設備も一定数存在し、設備利用率と同様に定期報告デ
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ータに基づく運転維持費の実績値には、当該設備の費用も含まれて

いると考えられる。 

➢ また、オーバーホールを実施するタイミングは、設備の運転開始時

期や状況によっても異なるところ、実施時の年度には一時的に設備

利用率や運転維持費への影響が生じるものの、全期間を通じて見た

ときにはそうした影響を含めたうえで平準化されているものと考え

られる。 

◼ 以上から、2025年度の調達価格・基準価格における設備利用率の想定値

については、オーバーホール等の影響が平準化されたコストに着目する

こととし、FIT 制度開始以降における全期間での設備利用率の中央値

（56.7％）とすることとした。 

◼ また、2025年度の調達価格・基準価格における運転維持費の想定値につ

いても、設備利用率と同様の考え方に基づき、オーバーホール等の影響

が平準化されたコストに着目することとし、FIT 制度開始以降における

全期間での運転維持費の中央値（2.0万円/kW/年）とすることとした。 

◼ なお、今後も設備利用率や運転維持費のコスト動向については、オーバ

ーホールの実施状況等踏まえ検証していく必要がある。 

③ 5,000kW以上 30,000kW 未満について 

◼ コストデータに基づけば、新設・既設導水路活用型ともに、 

➢ 資本費：平均値・中央値いずれも 2024年度の調達価格・基準価格

における想定値と概ね同水準。 

➢ 運転維持費：平均値・中央値いずれも 2024年度の調達価格・基準

価格における想定値をやや上回る。ただし、分散も大きく、想定値

を下回る案件も一定数存在する。なお、直近１年間と、運転開始か

らの全期間での平均値・中央値は同水準。 

➢ 設備利用率：平均値・中央値いずれも 2024年度の調達価格・基準

価格における想定値を上回る。ただし、分散も大きく、想定値を下

回る案件も一定数存在する。なお、直近１年間と、運転開始からの

全期間での平均値・中央値は同水準。 

◼ また、1,000-5,000kW と同様、昨年度の本委員会で、オーバーホールに

よる運転維持費や設備利用率への影響は、引き続き更なる実態把握に努
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めると取りまとめたことも踏まえて、追加的なコスト調査を実施した。

その結果に基づけば、 

➢ オーバーホールの実施は 16年に１回程度、また、その停止期間は

７か月程度。 

➢ オーバーホール１回当たりの費用（実績）は、平均値 3.0万円/kW/

回、中央値 3.2万円/kW/回。 

➢ 実施時期が 16年に１回程度であることを踏まえると、多くの設備

についてはオーバーホール未実施であり、設備利用率や運転維持費

の実績値にはオーバーホールの影響が反映されていないことが考え

られる。 

➢ また、上記は回答件数３件に基づくデータであり、これからオーバ

ーホールの実施を見込んでいる案件で想定している費用（回答件数

21件）は、平均値 2.0万円/kW/回、中央値 1.3万円/kW/回と乖離

があることからも、更なる実態把握が必要と考えられる。 

◼ 以上を踏まえ、2025年度の調達価格・基準価格における想定値は、運転

維持費・設備利用率を含め、2024年度の想定値を維持することとし、引

き続き、更なる実態把握に努めることとした。 

（4） 長期安定稼働が可能な電源への支援のあり方 

◼ 中小水力発電は長期稼働が見込まれる電源であり、前回の事業者団体等

ヒアリングにおいても、事業者団体から、補修を適切に行えば 60年程度

は稼働可能であるとの説明があった。また、実態としても、40年程度運

転を継続した水力発電所は日本に複数存在している。 

◼ 関係審議会での議論も踏まえ、効率的かつ効果的に長期電源化に向けた

再投資等が行われる事業環境整備も含め、長期的な稼働が可能な電源の

実態に合わせた中小水力発電のあり方について検討することとした。 
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5．バイオマス発電 

◼ バイオマス発電については、FIT 制度開始前の導入量と 2023 年３月時点の

FIT・FIP認定量を合わせた容量は、バイオマス発電全体で 1,070万 kWとな

っており、エネルギーミックスの水準（800万 kW）を超えている。（参考 62

～参考 64） 

【参考 62】バイオマス発電の FIT・FIP認定量・導入量 

 
 

【参考 63】バイオマス発電の年度別・規模別の FIT・FIP認定量 
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【参考 64】バイオマス発電の年度別・規模別の FIT・FIP導入量 

 ◼  

◼ 2023年度の買取価格は、入札対象外の一般木材等（10,000kW未満）では 24

円/kWh であり、また一般木材等（10,000kW 以上）は入札対象となっている

が、海外では、大規模な一般木材等バイオマスは、支援対象でない場合が多

い。（参考 65、参考 66） 

【参考 65】バイオマス発電（5,000kW、ペレット使用）の各国の価格 
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【参考 66】諸外国におけるバイオマス発電の支援状況 

 

（1） バイオマス発電のコスト動向 

① 木質等バイオマス発電のコスト動向 

（資本費） 

◼ これまでに得られた一般木材等の資本費のコストデータは 66 件。平均

値は 43.0万円/kW、中央値は 42.3万円/kWとなり、想定値（41万円/kW）

とほぼ同水準となる。また、2,000kW未満ではばらつきが大きくなる。 

◼ 未利用材（2,000kW 以上）の資本費のコストデータは 43 件。平均値は

50.3 万円/kW、中央値は 48.2 万円/kW となり、想定値（41 万円/kW）を

やや上回る。 

◼ 未利用材（2,000kW 未満）の資本費のコストデータは 58 件。平均値は

135.9 万円/kW、中央値は 124.6 万円/kW となり、想定値（62 万円/kW）

を上回るが、分散が大きい。（参考 67） 
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【参考 67】一般木材等・未利用材バイオマス発電の資本費 

 

◼ 建築資材廃棄物の資本費のコストデータは７件。平均値は 60.3万円/kW、

中央値は 49.1 万円/kW となり、想定値（35 万円/kW）を上回る。また、

2,000kW 以上は 2,000kW 未満と比べて低コストとなっている。ただし、

コストデータが少ない点に留意が必要である。 

◼ なお、2018年度から入札対象となっているバイオマス液体燃料の資本費

のコストデータは６件。平均値は 41.4万円/kW、中央値は 13.9万円/kW

であった。（参考 68） 

【参考 68】建設資材廃棄物バイオマス発電の資本費 

 

（運転維持費） 

◼ これまでに得られた一般木材等の運転維持費のコストデータは 62 件。

平均値 4.0 万円/kW/年、中央値 3.4 万円/kW/年となり、想定値（2.7 万

円/kW/年）を上回るが、分散も大きい。 
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◼ 未利用材（2,000kW以上）の運転維持費のコストデータは 43件。平均値

5.4 万円/kW/年、中央値 4.8 万円/kW/年となり、想定値（2.7 万円/kW/

年）を上回る。 

◼ 未利用材（2,000kW未満）の運転維持費のコストデータは 45件。平均値

8.2 万円/kW/年、中央値 6.7 万円/kW/年となり、想定値（6.4 万円/kW/

年）を上回るが、分散も大きい。 

◼ 建設資材廃棄物の運転維持費のコストデータは 20 件。平均値 7.4 万円

/kW/年、中央値 5.4 万円/kW/年となり、想定値（2.7 万円/kW/年）を上

回る。（参考 69） 

◼ なお、2018年度から入札対象となっているバイオマス液体燃料の運転維

持費のコストデータは６件。平均値は 1.0万円/kW/年、中央値は 0.8万

円/kW/年であった。 

【参考 69】一般木材等・未利用材・建設資材廃棄物バイオマス発電の運転維持費 

 

（燃料費） 

◼ 未利用材（2,000kW 以上）の燃料費のコストデータは 110 件。平均値は

1,238円/GJ、中央値は 1,178円/GJとなり、想定値（1,200円/GJ）と概

ね同水準である。 

◼ 未利用材（2,000kW未満）の燃料費のコストデータは 56件。平均値は 992

円/GJ、中央値は 1,000円/GJとなり、想定値（900円/GJ）と概ね同水準

である。 

◼ 一般木材等の燃料費のコストデータは 232 件。平均値は 1,061 円/GJ、

中央値は 1,020円/GJとなり、想定値（750円/GJ）を上回る。 

◼ 建設資材廃棄物の燃料費のコストデータは 68 件。平均値は 368 円/GJ、
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中央値は 337円/GJとなり、想定値（200円/GJ）を上回る。（参考 70） 

◼ 想定値と若干のずれが見られる燃料種もあるものの、引き続き、燃料市

場の動向を注視する必要がある。 

◼ なお、2018年度から入札対象となっているバイオマス液体燃料の燃料費

のコストデータは４件。平均値は 2,844 円/GJ、中央値は 2,328 円/GJ。 

【参考 70】一般木材等・未利用材・建設資材廃棄物バイオマス発電の燃料費 

 
  

◼ 定期報告データより得られた燃料費の推移を分析したところ、燃料費は

直近１年間は全体的に上昇傾向にある（参考 71）。 

【参考 71】燃料費の推移 

 

（設備利用率） 

◼ 木質等バイオマス発電の設備利用率の分析の結果、未利用材（2,000kW以

上）・一般木材等（10,000kW以上）の設備利用率が高い傾向にある一方、

未利用材（2,000kW未満）・一般木材等（10,000kW未満）は比較的低い傾
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向にある。ただし、全体的に分散が大きい。（参考 72） 

◼ これは、小規模案件は主に国内から燃料調達を行っているところ、季節

変動等により、国内材の安定的な調達が必ずしも容易ではないことが一

要因と考えられる。 

【参考 72】一般木材等・未利用材・建設資材廃棄物バイオマス発電の設備利用率 

  

（これまでの入札結果） 

◼ 10,000kW以上の一般木材等バイオマス、全規模のバイオマス液体燃料は、

2018 年度より入札制に移行している。これまでの入札結果は、参考 73

のとおりである。 
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【参考 73】木質等バイオマス発電のこれまでの入札結果 

 

 

② 一般廃棄物その他バイオマス発電のコスト動向 

（資本費） 

◼ これまでに得られた資本費のコストデータは 115件。平均値は 108.2万

円/kW、中央値は 90.8万円/kWとなり、想定値（31万円/kW）を上回る。

現在の想定値は、制度開始当初の事業者団体からのヒアリングに基づい

て大規模な設備を想定しているため、10,000kW以上の設備（14件）に限

定すると、平均値は 39.5万円/kW、中央値は 38.9万円/kWとなり、想定

値（31万円/kW）と概ね同水準となる。 

◼ また、2,000kW以上の平均値は 98.1万円/kW、中央値は 90.3万円/kWで

ある一方、2,000kW未満の平均値は 132.3万円/kW、中央値は 103.3万円

/kWと特に高額となる。（参考 74） 
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【参考 74】一般廃棄物その他バイオマス発電の資本費 

 

（運転維持費） 

◼ これまでに得られた運転維持費のコストデータは 254 件。平均値は 6.3

万円/kW/年、中央値は 4.4万円/kW/年となり、想定値（2.2万円/kW/年）

を上回る。現在の想定値は、制度開始当初の事業者団体からのヒアリン

グに基づいて大規模な設備を想定しているため、10,000kW 以上の設備

（63 件）に限定すると、平均値は 2.9 万円/kW/年、中央値は 2.8 万円

/kW/年となり、想定値に近い水準となる。一方、2,000kW 未満はばらつ

きが大きい。（参考 75） 

【参考 75】一般廃棄物その他バイオマス発電の運転維持費 
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（設備利用率） 

◼ 一般廃棄物その他バイオマス発電の設備利用率について、平均値は

32.9%、中央値は 32.8％となり、想定値（46%）を下回っている。ただし、

分散も大きい。ごみ処理焼却施設などでは、ごみの受入状況などにより、

設備利用率に変動が生じ得る点に留意が必要である。（参考 76） 

【参考 76】一般廃棄物その他バイオマス発電の設備利用率 

 

 

③ メタン発酵バイオガス発電のコスト動向 

（資本費・運転維持費） 

◼ これまでに得られた資本費のコストデータは 209 件10。平均値は 261.5

万円/kW、中央値は 232.0万円/kWとなるが、2023年度の想定値（243万

円/kW）と概ね同水準。 

◼ また、これまでに得られた運転維持費のコストデータは 204件。平均値

は 12.1 万円/kW/年、中央値は 6.5 万円/kW/年となり、2023 年度の想定

値（18.4万円/kW/年）を下回った。（参考 77） 

◼ なお、昨年度と同様に、今後、案件の増加が期待される原料混合（特に

500kW未満）に着目すると、資本費の平均値は 319.5万円/kW、中央値は

260.4万円/kWとなり、運転維持費の平均値は 22.6万円/kW/年、中央値

 

 

10 209 件のうち 101 件が、過去に投資をしたメタン発酵バイオガス発電に必要な発酵槽を有効

利用したケースである点を勘案し、こうしたケースの案件に発酵槽の費用相当額（124.4 万円

/kW）を加えて分析している。 
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は 15.8万円/kW/年となる。 

【参考 77】メタン発酵バイオガス発電の資本費・運転維持費 

 

（設備利用率） 

◼ メタン発酵バイオガス発電の設備利用率の分析の結果、全体的には 2023

年度の想定値（70%）をやや下回るが、分散が大きい（参考 78）。 

【参考 78】メタン発酵バイオガス発電の設備利用率 

  

（2） バイオマス発電の 2025 年度に FIP制度のみ認められる対象等 

① 2025年度に FIP 制度のみ認められる対象 

◼ これまでの本委員会で、新規認定で FIP制度のみ認められるバイオマス

発電の対象については、以下の理由から、原則として 2022 年度は
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10,000kW以上、2023年度及び 2024年度は 2,000kW以上とした11。 

➢ バイオマス発電は、安定的に発電可能で調整しやすいことから、発

電予測が比較的容易、需要側が単体の電源から安定した電気を調達

しやすい、調整力としても活用しやすい、といった特徴があり、

FIP制度により、再エネの自立化へのステップとして、早期に電力

市場へ統合していくことが適切と考えられること 

➢ 特に 10,000kW以上の大規模設備では、一般木材等・一般廃棄物そ

の他バイオマスなどの複数の区分において、発電効率が高く、相対

的に低コストでの事業実施が可能であること 

➢ 定期報告データを用いて規模別のコスト動向を分析したところ、一

般木材等・未利用材・建設資材廃棄物・一般廃棄物その他バイオマ

スなどの複数の区分において、2,000kW以上／未満でコストデータ

の傾向が異なること 

◼ その上で、FIP 制度のみ認められるバイオマス発電の対象を、早期に

1,000kW以上とすることを目指すこととした。 

◼ 今年度の本委員会においては、早期に 1,000kW以上を FIP制度のみ認め

ることを目指す観点を踏まえ、1,000kW 以上 2,000kW 未満の発電設備に

おいて、卸電力取引市場の最小取引単位（現行では 50kWh/コマ（30分））

を安定的に超過する発電量を実現できるか否かに着目し分析を行った。 

◼ その結果、バイオマス発電全体で見ると、１時間あたりの平均発電量が

100kWh を超える月が 86%（平均値）を占めている状況となっているが、

ごみ処理焼却施設などの使用する燃料を事業者がコントロールするこ

とが困難な事業が平均値を押し下げている。こうしたごみ処理焼却施設

が含まれない区分等（一般木材等・未利用材・建設資材廃棄物・メタン

発酵バイオガス）では、１時間あたりの平均発電量が 100kWh を超える

月が 99%以上となっている12。 

◼ 上記のとおり、1,000kW 以上 2,000kW 未満の発電設備において、卸電力

 

 

11 なお、入札対象とされている液体燃料（全規模）については、全電源共通の FIP 利用の下限

も踏まえて、50kW 以上を FIP 対象とした。 

12 1,000-2,000kW の設備について、発電が停止している月のあった設備を除き、2022 年度の

各月における１時間あたりの平均発電量を分析した。 
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取引市場の最小取引単位を超えて安定的に発電できている設備が多数

存在している実態を踏まえると、2025年度の新規認定において、FIP制

度のみ認められるバイオマス発電の対象について、1,000kW 以上を基本

とすることとした13。 

◼ ただし、ごみ処理焼却施設については、上記の事業実態を踏まえた対応

をする必要があることから、FIP 制度のみ認められるバイオマス発電の

対象について、2,000kW以上を維持することとした。 

◼ また、FIP制度のみ認められる対象については、FIP制度において、卸電

力取引市場で収益を上げるだけでなく、特定の小売電気事業者（需要家）

と相対取引を実施することも可能であることも踏まえ、引き続き検討す

ることとした。 

② 2025年度の入札対象範囲 

◼ 2018 年度から入札対象となっている一般木質等（10,000kW 以上）およ

び液体燃料（全規模）については、十分な FIT認定量があることや、海

外ではより低コストで事業実施できていること等を踏まえて入札対象

とされていることを鑑み、引き続き、2025 年度も入札制の対象とした。 

（3） バイオマス発電（入札対象範囲外）の 2025年度の調達価格・基準価格 

◼ 昨年度の本委員会では、以下の点を踏まえ、2024年度のバイオマス発電

（入札対象範囲外）の調達価格・基準価格については、いずれも、2023

年度の調達価格・基準価格における想定値を維持することとした。 

➢ それぞれの資本費・運転維持費は、基本的に、平均値・中央値いず

れも 2023年度の調達価格における想定値を上回る又は同等の水準

となっている。また、設備利用率は、基本的に、平均値・中央値い

ずれも想定値を下回る又は同等の水準となっている。 

➢ 一方で、ばらつきが大きく想定値を下回る（設備利用率は上回る）

水準も確認できており、大規模案件に着目すると安価にできている

コストデータもある。また、基本的な方向性として価格目標で中長

期的な自立化を目指している状況にある。 

 

 

13 入札対象とされている液体燃料（全規模）については、全電源共通の FIP 利用の下限も踏ま

えて、50kW 以上が FIP 対象とされている。 
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◼ 今年度のコストデータも昨年度と同様の傾向であり、それぞれの資本

費・運転維持費は、基本的に、平均値・中央値いずれも 2024年度の調達

価格における想定値を上回る又は同等の水準、設備利用率は、基本的に、

平均値・中央値いずれも想定値を下回る又は同等の水準となっている。 

◼ また、ばらつきが大きく想定値を下回る（設備利用率は上回る）水準も

確認できていること、大規模案件では安価にできているコストデータも

あることといった状況についても昨年度と同様の傾向であり、引き続き

価格目標で中長期的な自立化を目指していること等を踏まえれば、調達

価格・基準価格の想定値を 2024年度よりも引き上げる（設備利用率は引

き下げる）ことは適当ではないと考えられる。 

◼ こうした点も踏まえ、2025 年度のバイオマス発電（入札対象範囲外）、

すなわち、一般木材等（10,000kW未満）、未利用材（2,000kW以上）、未

利用材（2,000kW未満）、建設資材廃棄物、一般廃棄物その他バイオマス、

メタン発酵バイオガスの各区分等の調達価格・基準価格については、い

ずれも、2024年度の調達価格・基準価格における想定値を維持すること

とした。 

（4） 2024年度の取扱い（持続可能性確認の取扱い等）  

① これまでの検討経緯 

◼ バイオマス発電の新規燃料については、2018 年度の本委員会において、

FIT 制度の対象とするか、対象とする場合にどの区分かについて、コス

ト動向・燃料の安定調達（量・持続可能性（合法性））の観点から検討し

た結果、持続可能性に関する専門的・技術的な検討において持続可能性

の確認方法が決定されたもののみを FIT制度の対象とし、この検討結果

やコスト動向を踏まえて、現行の区分で買取りを行うかどうかといった

点も含めて、本委員会で取扱いを検討することとした。 

◼ 上記を踏まえ、2019 年度、バイオマス持続可能性 WG が新たに設けられ

た。同 WGでは、FIT制度下におけるバイオマス燃料の持続可能性につい

て、「環境」・「社会・労働」・「ガバナンス」・「食料競合」等の観点につい

て、「確認手段（対象、主体、時期）」の視点も加え、専門的・技術的に

検討し、2019年 11月、「FIT制度下における持続可能性評価基準」、「個

別認証への適用」等について中間整理を取りまとめた。 

◼ 上記を踏まえながら、2019年度の本委員会において、業界団体から追加

的に要望のあった新規燃料も含めて、新規燃料の取扱いに関する議論を
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行った結果、①食料競合への懸念が認められる燃料については、それが

ないことが確認されるまでの間は、FIT 制度の対象としないこと、②ラ

イフサイクル GHG 排出量を含めた持続可能性基準を満たしたものを FIT

制度の対象とすることとし、それぞれ、本委員会とは別の場において専

門的・技術的な検討を行うこととした。 

◼ 上記を踏まえ、同 WG では、「食料競合」・「ライフサイクル GHG」、「新第

三者認証スキームの追加等」について、専門的・技術的に検討し、2020

年度に食料競合の判断基準、2021年度にライフサイクル GHG排出量基準

を整理。2022 年度には、同 WG で食料競合がないと判断された新規燃料

候補について、本委員会において燃料区分を整理した上で、さらに同 WG

でライフサイクル GHGを含む持続可能性の確認手段が整理されたことか

ら、2023年度からの新規燃料として認めることとした。 

◼ 2023 年度は、同 WG において、引き続き残された論点について専門的・

技術的な検討を実施。同 WGの結論を踏まえ、本委員会で、持続可能性確

認に係る経過措置や、廃棄物系区分バイオマスのライフサイクル GHG基

準の適用制度開始等について検討することとした。 

【参考 79】バイオマス持続可能性ワーキンググループからの報告 
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② バイオマス持続可能性 WG の取りまとめ 

◼ バイオマス持続可能性 WG で取りまとめられた以下内容について、本委

員会としても承認することとした。 

➢ 持続可能性確認に係る経過措置に関して、PKS 及びパームトランク

については、昨年度の報告のとおり、2024 年３月 31 日を経過措置

の期限とする。 

➢ 新規燃料の取扱いに関して、稲わら・麦わら・籾殻については、食

料生産への影響があること等を踏まえ、当面のところ、FIT/FIP 制

度の対象としないことする。但し、将来において FIT/FIP 制度の対

象から除外するとも決定せず、用途等について定量的な実態を踏ま

えて、今後必要に応じて慎重な検討をすることとする。 

➢ 2024年４月より、ライフサイクル GHGに関して、メタン発酵ガス発

電、建設資材廃棄物、廃棄物・その他バイオマス区分のバイオマス

については、発電に利用されない場合と比べて、追加的な加工・輸

送工程等が生じる場合に限り、その追加工程で排出される GHG を計

上することとする。具体的には、ライフサイクル GHG 基準に相当す

る輸送距離を既定値として定めた上で、調達先からのバイオマスの

輸送距離が、この既定値を下回るかにより確認することとする。 
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Ⅳ．入札制度  

1．太陽光発電 

（1） 2024年度の上限価格の事前公表／事前非公表 

◼ 入札制度の設計にあたっては、以下の２つの大きな方向性が考えられる。 

➢ 上限価格を非公表としたうえで、相対的に余裕のある募集容量の下

で、上限価格を意識した競争を促す。 

➢ 上限価格を公表としたうえで、募集容量を絞り、限られた容量の下

で、他の事業者との競争を促す。 

◼ 事業者の積極的な参入を促すため、2021年度より、上限価格を事前公表

する形で入札を実施している。引き続き、事業者の参入促進を促してい

く観点から、2024年度も上限価格を事前公表することとした。 

（2） 2024年度の入札対象範囲 

◼ 事業用太陽光発電については、2017年度の入札制の適用以降、順次、

その対象範囲を拡大してきた。引き続きコスト低減の加速を図る観点

から、入札対象範囲は可能な限り拡大していくことが望ましい一方

で、250kW以上／未満では資本費に一定の差異が見られることや、入札

準備に必要な経費は小規模案件ほど相対的に重い負担であることも踏

まえ、2024年度の入札対象範囲については、これまでと同様に、原則

250kW以上とした（参考 80）。 

◼ なお、昨年度の本委員会では、建物登記等の提出を求め、屋根設置を

適切に確認することを前提に、屋根設置の太陽光発電について、入札

制の適用を免除することとし、今後、当該特例に係るフォローアップ

を行い、必要に応じて見直しを検討することとした。 

◼ 2023年 10月から設けられた屋根設置区分においては、申請ベースであ

り期間の長さが異なることに留意が必要だが、2023年 10月１日から

12月 15日までの２ヶ月半で、607件・85MW（250kW以上に限ると 91

件・55MW）の認定申請があり、2022年度の年間の屋根設置太陽光の認

定件数・量（1,746件・121MW）と比べても堅調なペースでの申請がみ

られる。引き続き、地域と共生した太陽光発電の導入加速化を進める

ためには、同区分における導入を促進していくことが重要。 
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◼ こうした状況を踏まえ、2024年度の事業用太陽光発電の入札制におい

ては、2023年 10月から設けられた屋根設置区分に該当する案件につい

てのみ入札制の適用を免除することとした。 

【参考 80】事業用太陽光発電の資本費及びその構成（規模別） 

 

（3） 2024年度の入札実施回数 

◼ 事業用太陽光については、事業者の案件形成スケジュールと入札スケ

ジュールのタイムラグを可能な限り低減させるため、一昨年度より年

間４回の入札を実施しているところ。 

◼ 来年度については、2024年４月１日に改正再エネ特措法が施行され、

FIT/FIP認定要件として、説明会等による周辺地域の住民に対する事業

内容の事前周知を求めることとし、認定要件に従って事前周知がなさ

れない場合には、FIT/FIP認定を行わないこととなる。 

◼ この説明会の開催等に一定の時間を要することから、年度後半に入札

が集中する可能性も考えられるが、他方で、 

➢ 改正再エネ特措法の内容は、既に十分に周知されており、年度当初

に説明会の開催等を行うことも可能であること 

➢ 説明会の開催等は、入札参加時（事業計画提出時）ではなく

FIT/FIP認定申請までに求めること 

➢ 2022年４月の再エネ特措法改正により FIP制度を導入した際も、

年度後半に入札は集中しておらず、各回の入札量にばらつきがある
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こと 

➢ 仮に入札回数を減らす場合には、事業者の入札参加の機会が減少す

ること 

を踏まえ、2024年度の入札実施回数は、今年度と同様、年間４回とし

た。 

（4） 2024年度の入札募集容量 

◼ 今年度の入札について、昨年度の本委員会では、FIT/FIPで区分を分け

ることなく、250kW以上全体で単一の入札枠の中で競争することとし

た。具体的には、昨年度の入札３回の落札容量（全体）の平均値であ

る 105MWを、今年度初回の募集容量とした。 

◼ 同様に、今年度の入札３回の落札容量（全体）に着目すると、合計

279MW、平均 93MW。今年度第１回目の入札では、募集容量（105MW）を

上回る入札（120MW）があったことを考慮すると、初回入札の募集容量

は、落札容量の平均値ではなく入札容量の平均値等を採用することも

考えられる。一方、今年度第２回目の入札では、募集容量 111MWに対

して入札容量は 69MWと、各回の入札にはばらつきがあることから、募

集容量を拡大することで価格の競争性が失われる可能性があることに

も留意が必要である。 

◼ また、2024年度の事業用太陽光については、入札対象は 250kW以上の

FIP電源のみとなる。 

◼ こうした状況を踏まえ、2024年度については、今年度に引き続き

250kW以上全体で単一の入札枠の中で競争することとし、今年度の入札

３回の落札容量（全体）の平均値である 93MWを、来年度初回の募集容

量とした。 

◼ なお、今年度については、FIT・FIP案件に加えて、需要家主導による

太陽光発電導入促進補助金（令和４年度補正予算 255億円（の内数）・

令和５年度当初予算 105億円）により合計 140MWの案件を採択（今年

度内又は来年度内の運転開始予定）。来年度についても、同様に、令和

５年度補正予算 160億円（の内数）と令和６年度当初予算 100億円

（案）により、一定容量の需要家主導型太陽光発電の案件の採択が見

込まれる。 

◼ 今年度の事業用太陽光の入札においては、前回の入札における入札容
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量を踏まえて、以下のとおり、募集容量を機動的に見直すこととして

いる。（参考 81） 

➢ 今回入札で入札容量が募集容量を上回った場合には、次回入札の募

集容量は、今回入札の募集容量に今回入札の非落札容量の 40%を加

えた容量 

➢ 今回入札で入札容量が募集容量を下回った場合には、次回入札の募

集容量は、今回入札の入札容量（ただし、年度初回入札の募集容量

を下限とする） 

◼ 来年度の入札においても、同様に、こうした募集容量の機動的な見直

しの仕組みにより、競争性の確保と太陽光導入の加速化を図ることと

した。 

◼ その際、入札参加資格を得たものの落札できなかった案件の内、次回

入札に再度参加する案件は、過去実績では 40％程度であったところ、

直近の入札では、容量ベースで 70%程度となっていることも考慮し、入

札容量が募集容量を上回った場合における次回入札時の募集容量の引

き上げ幅を 70％とすることも考えられる。一方で、募集容量の引き上

げにより価格競争を損なわれないよう配慮する必要もある。 

◼ 上記を踏まえ、2024年度の入札においては、今回入札の非落札容量の

うち次回入札の募集容量に加える容量を、次回入札に再度参加が見込

まれる割合の過去実績（40％程度）と直近実績（70％程度）の中間と

なる 55％とした。 

【参考 81】募集容量の機動的な見直しの例 

 

（5） 2024年度の入札上限価格 

◼ 昨年度の本委員会では、今年度の入札上限価格については、2023年度
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の事業用太陽光発電（入札対象範囲外の地上設置）の調達価格・基準

価格 9.5円/kWhと、2024年度の事業用太陽光発電（入札対象範囲外の

地上設置）の調達価格・基準価格 9.2円/kWhの間を刻む形で、第 16回

から第 19回にかけて、9.50円/khW、9.43円/kWh、9.35円/kWh、9.28

円/kWhと設定した。 

◼ 来年度の入札上限価格についても、2025年度の事業用太陽光発電（入

札対象範囲外の地上設置）の調達価格・基準価格の諸元を前提に、今

年度と同様の考え方に基づき、2024年度の事業用太陽光発電（入札対

象範囲外の地上設置）の調達価格・基準価格 9.2円/kWhと、2025年度

の事業用太陽光発電（入札対象範囲外の地上設置）の調達価格・基準

価格の間を刻む形で設定した。（参考 82） 

【参考 82】2024年度の事業用太陽光発電の入札の上限価格のイメージ 
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2．陸上風力発電 

（1） 2024年度の入札対象範囲 

◼ 陸上風力発電については、入札制を導入することで事業者間の競争に

よるコスト低減を促していくという基本方針の中で、250kW以上を入札

対象とした場合に 50～250kWの区分において入札制度の適用を回避す

る可能性があること、50kW以上を FIP制度のみ認められる対象として

いること等を踏まえ、2023年度の入札対象を 50kW以上とした。 

◼ 引き続き、陸上風力発電については、入札制の下で事業者間の競争に

よるコスト低減を促していくことが重要であること、今年度の入札結

果が順調であったこと等を踏まえ、2024年度の入札対象についても

50kW以上とした。 

（2） 2024年度の入札上限価格の事前公表／事前非公表 

◼ 上限価格の事前公表／非公表については、事業者の価格予見性の向上

のため、引き続き、事前公表とした。 

（3） 2024年度の入札募集容量・入札実施回数 

◼ 2023年度の入札制の募集容量の設定にあたっては、エネルギーミック

スの実現に向けた導入加速化にも配慮しつつ、2022年度の入札では上

限価格付近の応札が一定数確認されたことも踏まえ、他の応札者との

競争が働くよう、応札容量が上回ることが想定されるような募集容量

を設定した。 

◼ 具体的には、以下の実績も踏まえ、2023年度の初回入札の募集容量を

1.0GWとした上で、初回入札で入札容量が 1.3GWを超える場合には、同

年度内に追加の入札を実施することとした。 

➢ 直近５年間の年間認定量（2018-2022年度）14の平均が 1.5GW/年、

最低水準が 1.0GW/年程度 

➢ これまでの年間認定量（2012-2022年度）14の平均が 1.2GW/年、ま

た、直近の入札容量が 1.3GW/年 

 

 

14 2021,2022 年度については、入札容量 
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◼ また、2023年度の入札における募集容量は 1.0GWであったところ、応

札容量は 1,414MWと、募集容量を上回った。 

◼ 2024年度の入札制の募集容量及び追加入札の設定については、これま

で同様に、エネルギーミックスの実現に向けた導入加速化にも配慮し

つつ、他の応札者との競争が働くよう、今年度と同様に、参考 83のと

おりとした。 

【参考 83】2024年度の陸上風力発電の入札のイメージ 
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3．着床式洋上風力発電（再エネ海域利用法適用外） 

（1） 2024年度の入札上限価格の事前公表／事前非公表 

◼ 入札制度の設計にあたっては、以下の２つの大きな方向性が考えられ

る。 

➢ 上限価格を非公表としたうえで、相対的に余裕のある募集容量の下

で、上限価格を意識した競争を促す。 

➢ 上限価格を公表としたうえで、募集容量を絞り、限られた容量の下

で、他の事業者との競争を促す。 

◼ 再エネ海域利用法適用外の着床式洋上風力の認定件数・容量は 11件・

771MW（2024年１月時点）であり、これまでには認定案件のない年度も

存在する。来年度についても、複数事業者の入札参加がない可能性も

考えられる。こうした中でも入札による競争効果を促すため、上限価

格を事前非公表として、上限価格を意識した競争を促すこととした。 

（2） 2024年度の入札募集容量 

◼ 上述のとおり、複数事業者の入札参加がない可能性も考えられるもの

の、これまでには設備容量 187MWの認定案件もあることから、こうし

た案件と同程度の規模の案件が落札できる可能性も維持するため、

190MWを募集容量とした。 
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4．バイオマス発電 

（1） 2024年度の入札上限価格・募集容量 

◼ 昨年度の本委員会で、2024年度のバイオマス発電の入札対象範囲につい

ては、十分な FIT認定量があることや海外ではより低コストで事業実施

できていること等を踏まえて、2018～2023 年度と同様に、一般木質等

（10,000kW以上）および液体燃料（全規模）と取りまとめたところ。 

◼ この上限価格については、これまでの入札において、入札容量が募集容

量を大きく下回る傾向であることから、引き続き、事前非公表として、

上限価格を意識した競争を促すこととした。 

◼ また、募集容量については、これまでの入札において、入札容量が募集

容量を大きく下回る傾向であるものの、入札参加申込容量は第５回及び

第６回を除いて各回とも 100MW を超えており、この中には、設備容量

112MW の大規模案件を予定する事業計画も存在することから、こうした

大規模案件が落札できる可能性も維持するため、120MW を据え置くこと

とも考えられる。 

◼ 一方、委員から基本となる募集容量は小さくしつつ、大規模設備の入札

があった場合には、一定規模まで募集容量を拡大するといった考え方も

あり得るとの意見があった。 

◼ 直近２回の入札件数が０件であることを踏まえれば、事業者間の価格競

争を促し、費用効率的な案件の導入を促進する観点を踏まえた募集容量

の設定が重要となる。また、潜在的に想定される大規模案件の規模より

募集容量を小さく設定したとしても、大規模設備の入札があった場合に

は募集容量を一定程度拡大するという措置を講じることで、大規模案件

の導入が阻害されるおそれはない。 

◼ こうしたことを踏まえ、2024年度のバイオマス発電の入札制における募

集容量について以下のとおり見直しを行うこととした。（参考 84） 

➢ 基本となる募集容量については、過去に落札のあった入札回の落札

容量（第１回：35MW、第３回：2MW、第４回：51MW）の平均値（29.3MW）

を踏まえ、30MWとする。 

➢ そのうえで、バイオマス発電の入札に限り、30MWを超える入札があ

った場合には、低価なものから順に並べた際に 30MWのラインにまた

がっている入札者の入札容量が全て落札されるように、募集容量を
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拡大する（この結果、当該入札者は、入札容量全体について落札で

きることとなる。）。ただし、拡大する募集容量の上限は、過去に設

備容量 112MW の大規模案件を予定する事業計画も存在したことを踏

まえ 110MW を上限（すなわち、30MW に加えた全体の上限は 140MW）

とする。 

◼ なお、バイオマス発電の入札については、入札件数が０件の状況が続い

ている中で、案件の組成状況を踏まえた今後のあり方について、来年度

の本委員会で改めて制度の検討をすることとした。 

【参考 84】2024年度のバイオマス発電の入札のイメージ 
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5．入札実施スケジュール 

（1） 2024度の入札実施スケジュール 

◼ 2024度の入札実施スケジュールについて、 

➢ 太陽光発電は計４回（第 20回、第 21回、第 22回、第 23回）。 

➢ 陸上風力発電は１回（第４回）。ただし、1.3GWを超える入札容量

があった場合には、同年度内に追加の入札を実施する。 

➢ 着床式洋上風力発電（再エネ海域利用法適用外）は１回（第３

回）。 

➢ バイオマス発電は１回（第７回）。 

の入札を実施する。詳細は参考 85のとおりとした。 

【参考 85】2024年度の入札実施スケジュール 

 

 

 

 



97 

6．説明会の開催等の FIT/FIP認定要件化に伴う入札対象案件の取扱い 

◼ 地域と共生した再生可能エネルギーの最大限の導入に向けて、2024年４月

１日に施行される改正再エネ特措法においては、FIT/FIP認定要件とし

て、説明会等による周辺地域の住民に対する事業内容の事前周知を求める

こととし、認定要件に従って事前周知がなされない場合には、FIT/FIP認

定を行わないこととなる。 

◼ 措置の詳細については、昨年５月以降、再エネ長期電源化・地域共生 WGに

おいて議論が重ねられ、同年 11月に取りまとめがなされたところ。この中

では、住宅用太陽光・屋根設置の電源を除き、入札対象案件かどうかにか

かわらず、FIT/FIP認定要件として説明会等による事前周知を求めること

としている。 

◼ 2023年度の入札対象案件については、法施行（2024年４月１日）の時点で

既に落札されているものであることを踏まえ、事業の予見性を確保するた

め、FIT/FIP認定の取得が 2024年度となる場合であっても、FIT/FIP認定

要件として説明会等による事前周知を求めないこととした。 

◼ 2024年度の入札対象案件については、再エネ長期電源化・地域共生 WGで

議論されているとおり、入札対象外案件と同様に、入札参加時（事業計画

提出時）ではなく FIT/FIP認定申請までに、説明会等による事前周知を求

める（ただし、仮に落札した場合であっても、認定申請までの間に必要な

説明会開催又は事前周知を行わなかった場合は、事業者の帰責性によら

ず、落札者決定を取り消す）こととした。 

◼ なお、再エネ長期電源化・地域共生 WGでは、周辺地域の住民への影響が大

きい場合として、次の１）～３）の場合には、FIT/FIP認定申請前のタイ

ミングのみならず、それぞれの場合に応じ複数回のタイミングで説明会の

開催を求めることを整理しており、この点については、入札対象案件につ

いても変わらない。 

１）FIT/FIP認定の申請要件として取得を求める許認可（森林法に基づく

許可等）が必要となる場合 

➢ （ア）許認可申請前、（イ）FIT/FIP認定申請前の２つの時期にお

いて求める。 

２）環境影響評価法又は条例に基づく環境アセスメントの対象となる場合 

➢ （ア）配慮書作成前、（イ）FIT/FIP認定申請前、（ウ）評価書の公告

～工事着手の３つの時期において求める。 
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３）条例において、自然環境・景観の保護等を目的として、再エネ発電事

業の実施に当たっての開発や、再エネ発電設備等の工作物の設置に当

たって許認可・届出等を求めている場合 

➢ （ア）FIT/FIP認定申請前、（イ）許認可取得等～工事着手の２つの

時期において求める。 

◼ ただし、１）の場合において法施行の日より前に許認可申請がなされてい

る場合の（ア）の説明会等、２）の場合において法施行の日より前に配慮

書が作成されている場合の（ア）の説明会等については、事業の予見可能

性を確保するため、経過措置として、当該時期における説明会の開催等は

求めない（（イ）以降の説明会の開催等は求める）こととした。 
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7．計画策定プロセスに伴う対応 

◼ 適正な入札実施を担保するため、入札参加者に対して第１次保証金（500

円/kW）を、落札者の確実な事業実施を担保するため、落札者に対して第２

次保証金（5,000円/kW）を、求めることとしている。加えて、落札後も、

速やかな事業実施を促す観点から、入札結果公表後から７か月以内の認定

取得を求めることとしている。 

◼ また、入札において、電源接続案件一括検討プロセスの対象となったこと

を理由に辞退した案件が、別の入札にて落札した場合、前者の入札におい

て事業リスクをとって、早期の案件形成を試みている点を踏まえ、一定の

条件の下、入札で没収となった保証金の額と同額の保証金を免除とするこ

ととしている。 

◼ 広域系統整備計画の策定プロセスに影響を及ぼし得る案件の系統接続申請

については、計画策定プロセスにおける検討結果により接続の可否や費用

が変わることから、2022年８月以降、各一般送配電事業者より「暫定的回

答」が出されることとなっている。実際に、今年度の陸上風力発電の入札

においては、系統接続申請に対する暫定的回答の対象となり、接続の可否

や費用が確定する時期が見通せないため、事業計画の提出後、入札への参

加を辞退した事例が見られた。（参考 86） 

【参考 86】計画策定プロセスの概要 

 

◼ 一方、系統接続について暫定的回答しか得られておらず、期日までの接続

契約の見込みが明らかでない中で、入札に参加しているという案件につい

ては、電源接続案件一括検討プロセスと同様に、系統接続に係る事業リス

クをとって、早期の案件形成を試みているものとも評価できる。 

◼ こうした点も踏まえ、 
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➢ 電源接続案件一括検討プロセスと同様に、これまでの入札において、

計画策定プロセスを理由に接続申請への回答が「暫定的回答」となっ

た案件のうち、期日までに系統接続申請に係る正式な回答を一般送配

電事業者から得られないことを理由に辞退した結果として保証金が没

収となった案件と同一の案件であって、 

➢ 期日までの接続契約が見込まれることが確認できた場合には、 

これまでの入札で没収となった保証金の額と同額の保証金を免除とするこ

ととし、エネルギーミックスの実現に向けて、案件形成の加速化を図るこ

ととした。 
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Ⅴ. 地域活用要件  

1．低圧事業用太陽光発電 

（1） 温対法に基づく地域脱炭素化促進事業制度と地域活用要件について 

◼ 昨年度の本委員会において、地域活用要件については、地域共生・地

域活用を適切に担保するとの要件趣旨や、事業規律の強化15に向けた議

論の進捗に加え、温対法に基づき、市町村が、再エネ促進区域や再エ

ネ事業に求める環境保全・地域貢献の取組を自らの計画に位置づけ、

適合する事業計画を認定する地域脱炭素化促進事業制度等の関連制度

の動向等も踏まえつつ、今後、適用の際の条件に関する更なる議論・

検討を進めることとした。 

◼ また、令和４年４月より、地域脱炭素化促進事業制度が開始されてい

るところ、令和４年度地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調

査（令和４年 12月１日時点）によると、これまで、16市町村で促進区

域が設定されている。また、その他約 100市町村にて促進区域の設定

を検討中である。 

◼ 低圧太陽光発電における自家消費要件については、小規模事業用太陽光

発電事業が地域において信頼を獲得し、長期安定的に事業運営を進める

ために、需給が近接した形（自家消費）を前提とした屋根置き設備等の

支援に重点化しながら、地域に密着した形での事業実施を求めることが

必要であることを踏まえて設定されている。温対法の地域脱炭素化促進

事業制度に基づき自治体が設定する促進区域では、地域における信頼獲

得や長期安定的な事業運営といった地域活用要件設定の目的が適切に

担保される可能性がある。 

◼ 他方、地域脱炭素化促進事業計画の認定要件は各市町村によって異な

る点や、事業計画の認定件数はまだ少ないといった点には留意が必要

である。 

◼ こうした点を踏まえ、今後、地域脱炭素化促進事業制度の運用状況を

踏まえつつ、促進区域における事業計画の認定状況（件数、運用及び

認定された事業の地域共生に関する動向等）やベストプラクティスの

 

 

15 本年４月より、改正再エネ特措法に基づき説明会の開催等が FIT/FIP 認定要件化され、より

一層、事業規律を強化していく。 
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横展開等を通じて、地域活用要件設定の趣旨が適切に担保されること

が確認できる場合には、自家消費要件に代わる要件として認めること

を検討することとした。 

◼ なお、2023年度の地域活用要件の対象となっている電源・規模の認定

設備を所有する事業者を対象に、地域共生に資する取組等に関する調

査を実施したところ、833件（調査対象の 20.1%）から回答があった。

地域活用要件に対する意見・要望としては、屋根に太陽光を設置する

際に電力消費量が少ないため自家消費要件を満たすことが難しいとい

った意見や、太陽光についても地域内消費を要件として認めるべきで

あるとの意見が寄せられた。また、地方公共団体が地域の再エネ由来

電気をより活用するような制度の設計や、地方公共団体のニーズを事

業者が把握できるような仕組みを求める声も寄せられた。 

 

（2） 営農型区分の地域活用要件に関する対応 

① 営農型区分の動向 

◼ 低圧太陽光発電（10-50kW）については、2020年度より、以下の両方を

FIT認定の要件として求めている。 

➢ 再エネ発電設備の設置場所で少なくとも 30%の自家消費等を実施す

ること。 

➢ 災害時に自立運転を行い、給電用コンセントを一般の用に供するこ

と。 

◼ 営農型太陽光発電（農地転用許可の期間が３年間を超えるもの）につ

いては、近隣に電力需要が存在しない可能性も鑑み、「農林水産行政の

分野における厳格な要件確認」を経たものとして、自家消費を行わな

い案件であっても、災害時活用を条件に、FIT制度の対象として位置付

けている。 

◼ この場合、農地転用の制度運用上、FIT認定がなければ農地転用許可を

得ることが実質的に難しいとの指摘を踏まえ、農地転用許可がなされ

ることを条件に FIT認定を行い、FIT認定後３年以内に農地転用許可を

得ることを求めている。 

◼ また、今年度より、昨年度の本委員会での議論を踏まえ、FIT認定申請
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時点において、管轄の農業委員会に対して提出した農地転用許可申請

書の写し等の提出を求め、農地転用許可申請が既に行われていること

を確認している。 

◼ 今年度の認定件数は 13件（この他申請中案件が 30件あり）となって

おり、昨年度の認定件数から大きく減少している。（参考 87） 

【参考 87】低圧営農型太陽光区分の認定等状況 

・ 2020年度：3,559件 

・ 2021年度：4,070件 

・  2022年度：   942件 

・  2023年度：    13件（この他申請中案件が 30件あり） 

◼ なお、FIT認定後３年を経過してもなお農地一時転用許可証の提出がな

い案件については、事実関係を確認の上、今後、厳格な対応を適切に

措置していく。 

② 営農型区分の調査結果を踏まえた対応 

◼ 認定案件の動向についてフォローアップを行うため、2023年 11月時点

で農地転用許可証を未提出の事業者（6,252件）に対し、農地転用許可

証の取得状況に関する書面調査を実施。調査票を送付した 6,252件の

うち、1,177件（19%）が回答。 

◼ 営農型太陽光発電における農業委員会への農地転用許可申請書の提出

を準備中の案件（866件）について、想定以上に時間を要している手

続・内容として、地域との調整等や営農計画策定に必要なデータ収

集、農業委員会との調整との回答があった。（参考 88） 
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【参考 88】想定以上に時間を要している手続・内容 

  

◼ 事業者における地域との調整や営農計画策定に係る課題については、

発電に重きを置き営農がおろそかになることのないよう、農林水産省

において支柱部分の一時転用許可基準等を省令に明記し、適切な取組

に誘導しつつ手続きの円滑化を図ることとしているほか、初期検討や

計画策定等の一助となるよう、優良事例の横展開等を図ることとして

いる。こうした取組を通じて、発電事業者及び発電設備下部の農地に

係る営農者に対して適切な営農型太陽光発電の実施を促し、地域との

共生を担保しながら導入を拡大していく。 

◼ 今後、発電事業者及び農業委員会双方の観点から農業委員会との調整

に係る実態把握を進め双方の営農型太陽光発電への理解の醸成を促し

ながら、営農者自身による営農型太陽光発電の実施を含め、営農型太

陽光発電の導入の拡大に向けた取組を進めることとした。 

 

2．陸上風力発電・地熱発電・中小水力発電・バイオマス発電 

◼ 陸上風力発電については、昨年度の本委員会で、太陽光発電と比べて立地

制約が大きいことを踏まえ、地熱発電・中小水力発電・バイオマス発電と

同様の要件を設定することとした。 

◼ 立地制約などの事業環境に大きな変化がないことを踏まえ、陸上風力発電・

地熱発電・中小水力発電・バイオマス発電については、2025年度においても

引き続き現行の自家消費型・地域消費型／地域一体型の要件を適用し、今後

の動向を注視することとした。 
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Ⅵ. その他電源共通事項  

1．調達価格等の設定における発電側課金の考慮（新規認定） 

（1） 考慮の方向性 

◼ 発電側課金に関しては、既認定 FIT/FIP16については調達期間等の終了

後から発電側課金の対象とし、2024年度以降に新規に認定を取得した

FIT/FIPについては調達価格・基準価格等の算定において考慮する形で

導入することとされている。 

◼ 新規 FIT/FIP（2024年度以降、新たに FIT/FIP認定を受ける案件）の

調達価格・基準価格等の算定における発電側課金の考慮にあたって

は、これまでの関係審議会における議論も踏まえ、昨年度の本委員会

において以下の方向性で検討を進めることとしたところ。 

➢ 発電側課金により発電事業者の費用負担が増えることを踏まえ、発

電側課金を「事業を効率的に実施する場合に通常要すると認められ

る費用」として扱う。 

➢ その際、調達価格や入札の上限価格が全国大で設定されてきている

ことから、エリア別ではなく全国平均での発電側課金による費用負

担の増加分を想定し、調達価格等の算定において考慮する。なお、

発電側課金による費用負担の増加分の想定にあたっては、発電側課

金での割引制度が意図する系統利用の効率化を促進する効果が発揮

されるよう、割引制度の適用は考慮しないこととする。17 

◼ 発電側課金の具体的な単価について規定した各一般送配電事業者の託

送供給等約款が、電力・ガス取引監視等委員会における審査を経て、

2024年１月 17日に経済産業大臣により認可された。これを踏まえ、調

達価格等の算定において追加的に考慮する費用負担の増加分について

検討する必要がある。 

◼ なお、既認定 FIT／FIPについて認定出力が増加した場合には、適用さ

れる価格が最新価格等に変更されることとなる。既認定 FIT／FIPは、

 

 

16 発電側課金の導入前年度（2023 年度）の入札で落札した場合（再エネ海域利用法は 2023 年

度までに公募を開始した場合）を含む。 

17 発電設備の立地地点に応じて発電側課金の割引制度の適用額も異なるため、案件によっては

課金額が全国平均での発電側課金による追加的な費用負担の増加分を下回ることもあり得る。 
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調達期間等の終了後から発電側課金の対象とされることから、こうし

た価格変更の場合には、発電側課金による費用負担の増加分を勘案し

ていない調達価格等を別途設定し適用することが適当と考えられる。 

（2） 調達価格等の算定において考慮する対象 

◼ 発電側課金については、系統に接続し、かつ、系統側に逆潮させてい

る電源全てを課金対象とすることを基本とする一方、最大受電電力が

10kW未満と小規模な電源であり、実際の逆潮が 10kW未満の場合は、当

分の間、課金対象外となっている。 

◼ こうした取り扱いを踏まえ、2024年度以降の新規認定 FIT/FIPについ

ても、認定出力ではなく最大受電電力が 10kW以上の場合のみ、調達価

格等の算定において考慮することが適切である。18 

◼ また、発電側課金は、系統への逆潮 kWに対応する kW課金と、発電設

備の利用状況に対応する kWh課金の２つの方法で課金される。調達価

格等の算定においては、kW課金と kWh課金それぞれについて、全国平

均での費用負担増加分を考慮することとした。 

（3） 具体的な額の算定方法  

◼ kW課金については、認定出力及び設備利用率をもとに買取電力量を設

定19したうえで、kWhあたりの単価に換算した額を、調達価格等におい

て考慮することとした。その際、kW課金については、発電側の逆潮 kW

（G）が需要側の託送契約 kW（L）を上回る分（G-L）を対象として課金

されるため、認定出力に、全国における再生可能エネルギー発電設備

が設置されている場所の G-L率（G-Lと Gの比率）の平均値を乗じた額

を課金対象出力と想定することとした。 

◼ 全国の再生可能エネルギー発電設備 55万件程度を対象に調査を行った

 

 

18 認定申請時に最大受電電力の値及び当該値を確認できる書類の提出を求めることで、費用負

担の増加分を考慮する対象か否かを判断する。また、非バイオマス燃料を混焼させるバイオマ

ス設備は、非バイオマス部分も含めた最大受電電力が 10kW 以上である場合に発電側課金の対

象となるが、具体的な費用負担増加分の考慮に当たっては、バイオマス部分のみを対象とす

る。 

19 調達価格等の算定において自家消費率を考慮している住宅用太陽光及び屋根設置太陽光につ

いては、自家消費率の想定値も考慮することが適切である。 
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ところ、 G-L率の平均値は参考 89の通りであった。 

【参考 89】各電源種の区分ごとの G-L率の平均値 

 

◼ 各電源種における G-L率の平均値は概ね同水準である一方、太陽光発

電では事業用と住宅用で大きな差異が見られたことから、G-L率につい

ては、電源種ごとの平均値（住宅用太陽光：8.3％、事業用太陽光：

95.0％、風力：97.5％、地熱：90.0％、中小水力：92.0％、バイオマ

ス：69.6％）を、想定値として設定することとした。 

◼ また、設備利用率については、事業形態・エリア特性・出力制御の有

無等によって発電設備ごとに差異はあるものの、調達価格や入札の上

限価格が全国大で設定されてきていることや、効率的な事業実施を促

す観点から、想定値を用いることとした。20 

◼ kWh課金については、全国平均の単価を調達価格等において考慮するこ

ととした。 

◼ また、発電側課金も消費税の課税対象であることを踏まえ、発電側課

金による費用負担増加分として見込まれる額に、消費税及び地方消費

税の税率を乗じた額を加えた額を発電側課金相当額として考慮する。 

◼ これらを踏まえ、発電側課金相当額は以下の式により算出することと

した（参考 90）。 

【参考 90】発電側課金相当額の算出式 

 

 

◼ このほか、発電側課金による費用負担の増加分を調達価格等において

考慮する際は、下記のとおりとした。 

 

 

20 また、緊急時の作業停止や設備故障時における出力制御など、送配電設備起因かつ出力制御

の予見性がない場合は、kW 課金の割引が手当てされる。 
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➢ 調達期間・交付期間中に発電側課金の単価が改定となった場合につ

いては、当該単価に基づき全国平均での費用負担増加分を再度算出

し、単価が変更となった時点以降は新しい費用負担増加分の相当額

を調達価格等において考慮する。 

➢ 最大受電電力を超過して逆潮した場合に発電事業者が一般送配電事

業者へ支払うこととなる契約超過金については、最大受電電力を超

過した逆潮を抑止するという制度趣旨に鑑み、調達価格等の算定に

おいては考慮しない。 

➢  FIP電源が一時調達契約による供給を行う場合も、発電側課金相

当額は最終的には一般送配電事業者への支払いに充当されることを

踏まえ、一時調達価格の算出にあたり百分の八十を乗じるのは基準

価格から発電側課金相当額を除いた部分に限定することとする。 
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Ⅶ. 調達価格等に関する結論  

 以上を踏まえ、2024年度以降の交付対象区分等、基準価格等、特定調達対象

区分等、調達価格等、入札を実施する交付対象区分等及び特定調達対象区分等

並びに解体等積立基準額に関する本委員会の意見を、別紙のとおり取りまとめ

た。 
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万
円

/k
W

 
0

.3
万

円
/k

W
 

2
0

2
4

年
度

の
想

定
値

を
据

え
置

き
2

0
2

4
年

度
の

想
定

値
を

据
え

置
き

2
0

2
4

年
度

の
想

定
値

を
据

え
置

き

運
転

維
持

費
0

.5
万

円
/k

W
/年

0
.5

万
円

/k
W

/年
0

.5
万

円
/k

W
/年

2
0

2
4

年
度

の
想

定
値

を
据

え
置

き
2

0
2

4
年

度
の

想
定

値
を

据
え

置
き

2
0

2
4

年
度

の
想

定
値

を
据

え
置

き

設
備

利
用

率
2

1
.3

％
1

8
.3

％
1

4
.5

％
2

0
2

4
年

度
の

想
定

値
を

据
え

置
き

2
0

2
4

年
度

の
想

定
値

を
据

え
置

き
2

0
2

4
年

度
の

想
定

値
を

据
え

置
き

自
家

消
費

比
率

-
-

3
0

%
-

-
2

0
2

4
年

度
の

想
定

値
を

据
え

置
き

自
家

消
費

分
の

便
益

-
-

1
8

.5
9

円
/k

W
h

-
-

1
9

.5
6

円
/k

W
h

運
転

年
数

2
5

年
間

2
5

年
間

2
0

年
間

2
5

年
間

2
5

年
間

2
0

年
間

調
達

期
間

終
了

後
の

売
電

価
格

1
0

.1
円

/
k
W

h
1

0
.1

円
/k

W
h

-
1

1
.6

円
/k

W
h

1
1

.6
円

/k
W

h
-

IR
R

（
税

引
前

）
（

法
人

税
等

の
税

引
前

の
内

部
収

益
率

）

4
%

4
%

4
%

2
0

2
4

年
度

の
想

定
値

を
据

え
置

き
2

0
2

4
年

度
の

想
定

値
を

据
え

置
き

2
0

2
4

年
度

の
想

定
値

を
据

え
置

き

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2

※
太

陽
光

パ
ネ

ル
を

更
新

・
増

設
す

る
際

は
、

当
初

設
備

相
当

分
は

調
達

価
格

/
基

準
価

格
を

維
持

し
、

増
出

力
相

当
分

に
は

最
新

の
調

達
価

格
/
基

準
価

格
を

適
用

（
按

分
計

算
に

よ
り

価
格

算
定

）



④
太

陽
光

発
電

（
地

上
設

置
5

0
0

k
W

以
上

）
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

2
0

2
5

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

入
札

制
供

給
価

格
上

限
額

は
表

⑤
の

と
お

り
（

事
前

公
表

）
入

札
制

入
札

制

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

令
和

６
年

度
以

降
（

2
0

2
4

年
度

以
降

）
の

調
達

価
格

等
に

つ
い

て

③
太

陽
光

発
電

（
地

上
設

置
2

5
0

k
W

以
上

5
0

0
k
W

未
満

）
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能
（

参
考

）
2

0
2

4
年

度
2

0
2

5
年

度

F
 I
 T

調
達

価
格

入
札

制
供

給
価

格
上

限
額

は
表

⑤
の

と
お

り
（

事
前

公
表

）

F
 I
 P

基
準

価
格

9
.5

円
/
k
W

h
入

札
制

入
札

制

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

3

⑤
太

陽
光

発
電

（
2

0
2

4
年

度
（

第
2

0
回

～
第

2
3

回
）

入
札

制
（

地
上

設
置

2
5

0
k
W

以
上

）
）

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

第
1

6
回

第
1

7
回

第
1

8
回

第
1

9
回

供
給

価
格

上
限

額
9

.5
0

円
9

.4
3

円
9

.3
5

円
9

.2
8

円

2
0

2
4

年
度

第
2

0
回

第
2

1
回

第
2

2
回

第
2

3
回

供
給

価
格

上
限

額
9

.2
0

円
9

.1
3

円
9

.0
5

円
8

.9
8

円

※
太

陽
光

パ
ネ

ル
を

更
新

・
増

設
す

る
際

は
、

当
初

設
備

相
当

分
は

調
達

価
格

/
基

準
価

格
を

維
持

し
、

増
出

力
相

当
分

に
は

最
新

の
調

達
価

格
/
基

準
価

格
を

適
用

（
按

分
計

算
に

よ
り

価
格

算
定

）



⑥
解

体
等

積
立

基
準

額
（

太
陽

光
（

1
0

k
W

以
上

）
）

：
認

定
年

度
（

注
３

）
（

参
考

）
調

達
価

格
・

基
準

価
格

解
体

等
積

立
基

準
額

（
注

４
）

2
0

1
2

年
度

4
0

円
/k

W
h

1
.6

2
円

/
k
W

h
2

0
1

3
年

度
3

6
円

/k
W

h
1

.4
0

円
/
k
W

h
2

0
1

4
年

度
3

2
円

/k
W

h
1

.2
8

円
/
k
W

h
2

0
1

5
年

度
2

9
円

/k
W

h
、

2
7

円
/k

W
h

1
.2

5
円

/
k
W

h
2

0
1

6
年

度
2

4
円

/k
W

h
1

.0
9

円
/
k
W

h

2
0

1
7

年
度

入
札

対
象

外
2

1
円

/k
W

h
0

.9
9

円
/
k
W

h
第

１
回

入
札

対
象

落
札

者
ご

と
0

.8
1

円
/
k
W

h

2
0

1
8

年
度

入
札

対
象

外
1

8
円

/k
W

h
0

.8
0

円
/
k
W

h
第

２
回

入
札

対
象

（
落

札
者

な
し

）
－

第
３

回
入

札
対

象
落

札
者

ご
と

0
.6

3
円

/
k
W

h

2
0

1
9

年
度

入
札

対
象

外
1

4
円

/k
W

h
0

.6
6

円
/
k
W

h
第

４
回

入
札

対
象

落
札

者
ご

と
0

.5
4

円
/
k
W

h
第

５
回

入
札

対
象

落
札

者
ご

と
0

.5
2

円
/
k
W

h

2
0

2
0

年
度

1
0

k
W

以
上

5
0

k
W

未
満

1
3

円
/k

W
h

1
.3

3
円

/
k
W

h
5

0
k
W

以
上

2
5

0
k
W

未
満

1
2

円
/k

W
h

0
.6

6
円

/
k
W

h
2

5
0

k
W

以
上

落
札

者
ご

と
0

.6
6

円
/
k
W

h

2
0

2
1

年
度

1
0

k
W

以
上

5
0

k
W

未
満

1
2

円
/k

W
h

1
.3

3
円

/
k
W

h
5

0
k
W

以
上

1
1

円
/k

W
h

0
.6

6
円

/
k
W

h

2
0

2
2

年
度

1
0

k
W

以
上

5
0

k
W

未
満

1
1

円
/k

W
h

1
.3

3
円

/
k
W

h
5

0
k
W

以
上

1
0

円
/k

W
h

0
.6

6
円

/
k
W

h

2
0

2
3

年
度

1
0

k
W

以
上

5
0

k
W

未
満

1
0

円
/k

W
h

1
.3

3
円

/
k
W

h
5

0
k
W

以
上

9
.5

円
/k

W
h

0
.6

4
円

/
k
W

h

2
0

2
4

年
度

地
上

設
置

・
1

0
k
W

以
上

5
0

k
W

未
満

1
0

円
/k

W
h

0
.6

0
円

/
k
W

h
地

上
設

置
・

5
0

k
W

以
上

9
.2

円
/k

W
h

0
.6

2
円

/
k
W

h
屋

根
設

置
・

1
0

k
W

以
上

1
2

円
/k

W
h

1
.1

2
円

/
k
W

h

2
0

2
5

年
度

地
上

設
置

・
1

0
k
W

以
上

5
0

k
W

未
満

表
②

の
と

お
り

0
.6

0
円

/
k
W

h
地

上
設

置
・

5
0

k
W

以
上

表
②

～
⑤

の
と

お
り

0
.6

2
円

/
k
W

h
屋

根
設

置
・

1
0

k
W

以
上

表
②

の
と

お
り

1
.1

2
円

/
k
W

h
（

注
３

）
簡

易
的

に
認

定
年

度
を

記
載

し
て

い
る

が
、

想
定

さ
れ

る
廃

棄
等

費
用

を
積

み
立

て
る

観
点

か
ら

、
実

際
に

は
、

適
用

さ
れ

る
調

達
価

格
・

基
準

価
格

に
対

応
す

る
解

体
等

積
立

基
準

額
が

適
用

さ
れ

る
こ

と
と

す
る

。
  
な

お
、

参
考

と
し

て
記

載
し

て
い

る
調

達
価

格
に

つ
い

て
は

「
＋

消
費

税
」

を
省

略
し

て
い

る
。

入
札

対
象

の
調

達
価

格
/
基

準
価

格
は

落
札

者
ご

と
。

（
注

４
）

太
陽

光
パ

ネ
ル

を
更

新
・

増
設

す
る

際
は

、
当

初
設

備
相

当
分

は
解

体
等

積
立

基
準

額
を

維
持

し
、

増
出

力
相

当
分

に
は

最
新

の
解

体
等

積
立

基
準

額
を

適
用

（
按

分
計

算
に

よ
り

基
準

額
算

定
）

令
和

6
年

度
以

降
（

2
0

2
4

年
度

以
降

）
の

調
達

価
格

等
に

つ
い

て
4



⑦
陸

上
風

力
発

電
（

新
設

（
5

0
k
W

未
満

）
）

：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

2
0

2
6

年
度

F
 I
 T

調
達

価
格

（
注

５
）

1
5

円
/
k
W

h
1

4
円

/
k
W

h
1

3
円

/
k
W

h
1

2
円

/
k
W

h

資
本

費
2

7
.5

万
円

/
k
W

2
7

.1
万

円
/
k
W

2
0

2
4

年
度

の
想

定
値

を
据

え
置

き
ー

運
転

維
持

費
0

.9
3

万
円

/
k
W

2
0

2
3

年
度

の
想

定
値

を
据

え
置

き
0

.8
5

万
円

/
k
W

/
年

ー

設
備

利
用

率
2

8
.0

%
2

0
2

3
年

度
の

想
定

値
を

据
え

置
き

2
9

.1
%

ー

IR
R

（
税

引
前

）
（

法
人

税
等

の
税

引
前

の
内

部
収

益
率

）
７

％
6

%
2

0
2

4
年

度
の

想
定

値
を

据
え

置
き

ー

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

（
注

５
）

自
家

消
費

/地
域

消
費

・
地

域
一

体
型

の
地

域
活

用
要

件
を

満
た

す
も

の
の

み
、

F
IT

制
度

を
適

用
。

た
だ

し
、

沖
縄

・
離

島
等

供
給

エ
リ

ア
は

、
地

域
活

用
要

件
を

求
め

な
い

こ
と

と
す

る
。

⑧
陸

上
風

力
発

電
（

新
設

（
5

0
k
W

以
上

）
）

：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

2
0

2
6

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

入
札

制
供

給
価

格
上

限
額

は
1

5
円

/
k
W

h
追

加
入

札
の

供
給

価
格

上
限

額
は

１
４

．
０

８
円

/
k
W

h
（

陸
上

風
力

第
 3

 回
入

札
の

加
重

平
均

落
札

価
格

）

入
札

制
供

給
価

格
上

限
額

は
1

4
円

/k
W

h
追

加
入

札
の

供
給

価
格

上
限

額
は

、
第

４
回

入
札

の
加

重
平

均
落

札
価

格
ま

た
は

2
0

2
5

年
度

入
札

の
供

給
価

格
上

限
額

の
い

ず
れ

か
高

い
額

（
事

前
公

表
）

入
札

制
供

給
価

格
上

限
額

は
1

3
円

/
k
W

h

入
札

制
供

給
価

格
上

限
額

は
1

2
円

/
k
W

h

資
本

費
2

7
.5

万
円

/
k
W

2
7

.1
万

円
/
k
W

2
0

2
4

年
度

の
想

定
値

を
据

え
置

き
ー

運
転

維
持

費
0

.9
3

万
円

/
k
W

/
年

2
0

2
3

年
度

の
想

定
値

を
据

え
置

き
0

.8
5

万
円

/
k
W

/
年

ー

設
備

利
用

率
2

8
.0

%
2

0
2

3
年

度
の

想
定

値
を

据
え

置
き

2
9

.1
%

ー

IR
R

（
税

引
前

）
（

法
人

税
等

の
税

引
前

の
内

部
収

益
率

）
7

%
6

%
2

0
2

4
年

度
の

想
定

値
を

据
え

置
き

ー

交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

令
和

6
年

度
以

降
（

2
0

2
4

年
度

以
降

）
の

調
達

価
格

等
に

つ
い

て
5

※
2

0
2

4
年

度
の

追
加

入
札

は
、

第
４

回
入

札
に

お
い

て
入

札
容

量
が

１
．

３
G

W
を

超
え

た
場

合
に

実
施

。



⑩
着

床
式

洋
上

風
力

発
電

（
再

エ
ネ

海
域

利
用

法
適

用
外

）
：

⑪
浮

体
式

洋
上

風
力

発
電

（
再

エ
ネ

海
域

利
用

法
適

用
外

）
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

2
0

2
4

年
度

2
0

2
5

年
度

F
 I
 T

調
達

価
格

入
札

制
供

給
価

格
上

限
額

は
2

4
円

/k
W

h

F
 I
 P

基
準

価
格

入
札

制
供

給
価

格
上

限
額

は
2

4
円

/k
W

h
入

札
制

供
給

価
格

上
限

額
は

事
前

非
公

表
入

札
制

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

2
0

2
6

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

F
 I
 T

調
達

価
格

3
6

円
/
k
W

h
3

6
円

/
k
W

h
3

6
円

/
k
W

h
3

6
円

/
k
W

h

F
 I
 P

基
準

価
格

3
6

円
/
k
W

h
3

6
円

/
k
W

h
3

6
円

/
k
W

h
3

6
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

⑨
陸

上
風

力
発

電
（

リ
プ

レ
ー

ス
）

：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

2
0

2
4

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

F
 I
 T

調
達

価
格

（
注

６
）

1
3

円
/
k
W

h
1

2
円

/
k
W

h

F
 I
 P

基
準

価
格

1
3

円
/
k
W

h
1

2
円

/
k
W

h

資
本

費
2

6
.5

万
円

/
k
W

2
6

.1
万

円
/
k
W

運
転

維
持

費
0

.9
3

万
円

/
k
W

/
年

0
.9

3
万

円
/
k
W

/
年

設
備

利
用

率
2

8
.0

%
2

8
.0

%

IR
R

（
税

引
前

）
（

法
人

税
等

の
税

引
前

の
内

部
収

益
率

）
5

%
4

%

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

令
和

6
年

度
以

降
（

2
0

2
4

年
度

以
降

）
の

調
達

価
格

等
に

つ
い

て
6

※
 着

床
式

・
浮

体
式

と
も

に
、

F
IP

制
度

の
み

認
め

ら
れ

る
対

象
は

再
エ

ネ
海

域
利

用
法

適
用

対
象

も
同

様
。

（
注

６
）

自
家

消
費

/地
域

消
費

・
地

域
一

体
型

の
地

域
活

用
要

件
を

満
た

す
も

の
の

み
、

F
IT

制
度

を
適

用
。

た
だ

し
、

沖
縄

・
離

島
等

供
給

エ
リ

ア
は

、
地

域
活

用
要

件
を

  
求

め
な

い
こ

と
と

す
る

。
1

,0
0

0
k
W

以
上

に
つ

い
て

は
、

F
IP

制
度

の
み

認
め

ら
れ

る
対

象
と

し
、

F
IT

制
度

が
認

め
ら

れ
る

対
象

と
し

な
い

。



⑫
地

熱
発

電
（

1
,0

0
0

k
W

未
満

）
新

設
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

2
0

2
6

年
度

F
 I
 T

調
達

価
格

（
注

７
）

4
0

円
/
k
W

h
4

0
円

/
k
W

h
4

0
円

/
k
W

h
4

0
円

/
k
W

h

F
 I
 P

基
準

価
格

4
0

円
/
k
W

h
4

0
円

/
k
W

h
4

0
円

/
k
W

h
4

0
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

⑬
地

熱
発

電
（

1
,0

0
0

k
W

未
満

）
全

設
備

更
新

型
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

2
0

2
6

年
度

F
 I
 T

調
達

価
格

（
注

７
）

3
0

円
/
k
W

h
3

0
円

/
k
W

h
3

0
円

/
k
W

h
3

0
円

/
k
W

h

F
 I
 P

基
準

価
格

3
0

円
/
k
W

h
3

0
円

/
k
W

h
3

0
円

/
k
W

h
3

0
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

⑭
地

熱
発

電
（

1
,0

0
0

k
W

未
満

）
地

下
設

備
流

用
型

：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

2
0

2
6

年
度

F
 I
 T

調
達

価
格

（
注

７
）

1
9

円
/
k
W

h
1

9
円

/
k
W

h
1

9
円

/
k
W

h
1

9
円

/
k
W

h

F
 I
 P

基
準

価
格

1
9

円
/
k
W

h
1

9
円

/
k
W

h
1

9
円

/
k
W

h
1

9
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

令
和

6
年

度
以

降
（

2
0

2
4

年
度

以
降

）
の

調
達

価
格

等
に

つ
い

て

（
注

７
）

1
,0

0
0

k
W

未
満

に
つ

い
て

は
、

自
家

消
費

/地
域

消
費

・
地

域
一

体
型

の
地

域
活

用
要

件
を

満
た

す
も

の
の

み
、

F
IT

制
度

を
適

用
。

 
 た

だ
し

、
沖

縄
・

離
島

等
供

給
エ

リ
ア

は
、

地
域

活
用

要
件

を
求

め
な

い
こ

と
と

す
る

。

7



⑮
地

熱
発

電
（

1
,0

0
0

k
W

以
上

3
0

,0
0

0
k
W

未
満

）
新

設
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

2
0

2
6

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

（
1

5
,0

0
0

k
W

未
満

）
4

0
円

/
k
W

h
4

0
円

/
k
W

h
4

0
円

/
k
W

h
出

力
に

応
じ

て
価

格
が

連
続

的
に

変
化

※
F

 I
 P

基
準

価
格

（
1

5
,0

0
0

k
W

以
上

）
2

6
円

/
k
W

h
2

6
円

/
k
W

h
2

6
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

⑯
地

熱
発

電
（

1
,0

0
0

k
W

以
上

3
0

,0
0

0
k
W

未
満

）
全

設
備

更
新

型
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

2
0

2
6

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

（
1

5
,0

0
0

k
W

未
満

）
3

0
円

/
k
W

h
3

0
円

/
k
W

h
3

0
円

/
k
W

h
出

力
に

応
じ

て
価

格
が

連
続

的
に

変
化

※
F

 I
 P

基
準

価
格

（
1

5
,0

0
0

k
W

以
上

）
2

0
円

/
k
W

h
2

0
円

/
k
W

h
2

0
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

⑰
地

熱
発

電
（

1
,0

0
0

k
W

以
上

3
0

,0
0

0
k
W

未
満

）
地

下
設

備
流

用
型

：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

2
0

2
6

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

（
1

5
,0

0
0

k
W

未
満

）
1

9
円

/
k
W

h
1

9
円

/
k
W

h
1

9
円

/
k
W

h
出

力
に

応
じ

て
価

格
が

連
続

的
に

変
化

※
F

 I
 P

基
準

価
格

（
1

5
,0

0
0

k
W

以
上

）
1

2
円

/
k
W

h
1

2
円

/
k
W

h
1

2
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

令
和

6
年

度
以

降
（

2
0

2
4

年
度

以
降

）
の

調
達

価
格

等
に

つ
い

て
8

※
1

,0
0

0
kW
未
満
の
調
達
価
格
・
基
準
価
格
を

a 
円

/k
W

h
、

3
0

,0
0

0
kW
以
上
の
基
準
価
格
を

b
 円

/k
W

h
と
す
る
と
、
出
力

x 
kW
の
際
の
価
格
は
以
下
の
式
で
算
出
。

 （
小
数
点
第
３
位
以
下
は
切
り
捨
て
）

b
 -

a
1

,0
0

0
（b

–
a）

2
9

,0
0

0
2

9
,0

0
0

＋
－

x
a

基
準
価
格
（円

/k
W

h
）＝



⑱
地

熱
発

電
（

3
0

,0
0

0
k
W

以
上

）
新

設
：

⑲
地

熱
発

電
（

3
0

,0
0

0
k
W

以
上

）
全

設
備

更
新

型
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

2
0

2
6

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

2
6

円
/
k
W

h
2

6
円

/
k
W

h
2

6
円

/
k
W

h
2

6
円

/
k
W

h

交
付

期
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

2
0

2
6

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

2
0

円
/
k
W

h
2

0
円

/
k
W

h
2

0
円

/
k
W

h
2

0
円

/
k
W

h

交
付

期
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

⑳
地

熱
発

電
（

3
0

,0
0

0
k
W

以
上

）
地

下
設

備
流

用
型

：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

2
0

2
6

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

1
2

円
/
k
W

h
1

2
円

/
k
W

h
1

2
円

/
k
W

h
1

2
円

/
k
W

h

交
付

期
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

1
5

年
間

令
和

6
年

度
以

降
（

2
0

2
4

年
度

以
降

）
の

調
達

価
格

等
に

つ
い

て
9



㉑
水

力
（

2
0

0
k
W

未
満

）
 新

設
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

2
0

2
6

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

F
 I
 T

調
達

価
格

（
注

８
）

3
4

円
/
k
W

h
3

4
円

/
k
W

h
3

4
円

/
k
W

h
3

4
円

/
k
W

h

F
 I
 P

基
準

価
格

3
4

円
/
k
W

h
3

4
円

/
k
W

h
3

4
円

/
k
W

h
3

4
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

㉒
水

力
（

2
0

0
k
W

未
満

）
既

設
導

水
路

活
用

型
：

㉔
水

力
（

2
0

0
k
W

以
上

1
,0

0
0

k
W

未
満

）
既

設
導

水
路

活
用

型
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

2
0

2
6

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

F
 I
 T

調
達

価
格

（
注

８
）

2
5

円
/
k
W

h
2

5
円

/
k
W

h
2

5
円

/
k
W

h
2

5
円

/
k
W

h

F
 I
 P

基
準

価
格

2
5

円
/
k
W

h
2

5
円

/
k
W

h
2

5
円

/
k
W

h
2

5
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

2
0

2
6

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

F
 I
 T

調
達

価
格

（
注

８
）

2
1

円
/
k
W

h
2

1
円

/
k
W

h
2

1
円

/
k
W

h
2

1
円

/
k
W

h

F
 I
 P

基
準

価
格

2
1

円
/
k
W

h
2

1
円

/
k
W

h
2

1
円

/
k
W

h
2

1
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

㉓
水

力
（

2
0

0
k
W

以
上

1
,0

0
0

k
W

未
満

）
 新

設
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

（
参

考
）

2
0

2
5

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

2
0

2
6

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

F
 I
 T

調
達

価
格

（
注

８
）

2
9

円
/
k
W

h
2

9
円

/
k
W

h
2

9
円

/
k
W

h
2

9
円

/
k
W

h

F
 I
 P

基
準

価
格

2
9

円
/
k
W

h
2

9
円

/
k
W

h
2

9
円

/
k
W

h
2

9
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

令
和

6
年

度
以

降
（

2
0

2
4

年
度

以
降

）
の

調
達

価
格

等
に

つ
い

て

（
注

８
）

 1
,0

0
0

k
W

未
満

に
つ

い
て

は
、

自
家

消
費

/地
域

消
費

・
地

域
一

体
型

の
地

域
活

用
要

件
を

満
た

す
も

の
の

み
、

F
IT

制
度

を
適

用
。

た
だ

し
、

沖
縄

・
離

島
等

供
給

エ
リ

ア
は

、
地

域
活

用
要

件
を

求
め

な
い

こ
と

と
す

る
。

1
0



㉕
水

力
（

1
,0

0
0

k
W

以
上

5
,0

0
0

k
W

未
満

）
新

設
：

㉖
水

力
（

1
,0

0
0

k
W

以
上

5
,0

0
0

k
W

未
満

）
既

設
導

水
路

活
用

型
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

2
0

2
5

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

1
5

円
/
k
W

h
1

5
円

/
k
W

h
1

4
円

/
k
W

h

資
本

費
4

6
.5

万
円

/
k
W

4
6

.5
万

円
/
k
W

4
6

.5
万

円
/
k
W

運
転

維
持

費
0

.9
5

万
円

/
k
W

/
年

0
.9

5
万

円
/
k
W

/
年

2
.0

万
円

/
k
W

/
年

設
備

利
用

率
4

4
.8

%
4

4
.8

%
5

6
.7

%

IR
R

（
税

引
前

）
（

法
人

税
等

の
税

引
前

の
内

部
収

益
率

）
7

%
7

%
7

%

交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

2
0

2
5

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

2
7

円
/
k
W

h
2

7
円

/
k
W

h
2

3
円

/
k
W

h

資
本

費
9

3
万

円
/
k
W

9
3

万
円

/
k
W

9
3

万
円

/
k
W

運
転

維
持

費
0

.9
5

万
円

/
k
W

/
年

0
.9

5
万

円
/
k
W

/
年

2
.0

万
円

/
k
W

/
年

設
備

利
用

率
4

4
.8

%
4

4
.8

%
5

6
.7

%

IR
R

（
税

引
前

）
（

法
人

税
等

の
税

引
前

の
内

部
収

益
率

）
7

%
7

%
7

%

交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

令
和

6
年

度
以

降
（

2
0

2
4

年
度

以
降

）
の

調
達

価
格

等
に

つ
い

て
1

1



令
和

6
年

度
以

降
（

2
0

2
4

年
度

以
降

）
の

調
達

価
格

等
に

つ
い

て
1

2

㉗
水

力
（

5
,0

0
0

k
W

以
上

3
0

,0
0

0
k
W

未
満

）
新

設
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

2
0

2
5

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

1
6

円
/
k
W

h
1

6
円

/
k
W

h
1

6
円

/
k
W

h

交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

㉘
水

力
（

5
,0

0
0

k
W

以
上

3
0

,0
0

0
k
W

未
満

）
既

設
導

水
路

活
用

型
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

2
0

2
5

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

9
円

/
k
W

h
9

円
/
k
W

h
9

円
/
k
W

h

交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間



㉙
バ

イ
オ

マ
ス

（
一

般
木

材
等

（
2

,0
0

0
k
W

未
満

）
）

：

㉛
バ

イ
オ

マ
ス

（
一

般
木

材
等

（
1

0
,0

0
0

k
W

以
上

）
・

液
体

燃
料

）
：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

2
0

2
5

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

F
 I
 T

調
達

価
格

2
4

円
/
k
W

h
（

注
９

）
2

4
円

/
k
W

h
（

注
９

）
2

4
円

/
k
W

h
（

注
９

）

F
 I
 P

基
準

価
格

2
4

円
/
k
W

h
2

4
円

/
k
W

h
2

4
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

2
0

2
4

年
度

2
0

2
5

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

入
札

制
供

給
価

格
上

限
額

は
1

7
.8

円
/k

W
h

（
事

前
非

公
表

）

入
札

制
供

給
価

格
上

限
額

は
事

前
非

公
表

入
札

制

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

令
和

6
年

度
以

降
（

2
0

2
4

年
度

以
降

）
の

調
達

価
格

等
に

つ
い

て

㉚
バ

イ
オ

マ
ス

（
一

般
木

材
等

（
2

,0
0

0
k
W

以
上

1
0

,0
0

0
k
W

未
満

）
）

：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

2
0

2
5

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

2
4

円
/
k
W

h
2

4
円

/
k
W

h
2

4
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

（
注

９
）

2
0

2
4

年
度

ま
で

は
、

自
家

消
費

/地
域

消
費

・
地

域
一

体
型

の
地

域
活

用
要

件
を

満
た

す
も

の
の

み
、

F
IT

制
度

を
適

用
。

た
だ

し
、

沖
縄

・
離

島
等

供
給

エ
リ

ア
は

、
地

域
活

用
要

件
を

求
め

な
い

こ
と

と
す

る
。

2
0

2
5

年
度

は
、

1
,0

0
0

k
W

未
満

（
廃

棄
物

の
焼

却
施

設
に

設
置

さ
れ

る
も

の
は

2
,0

0
0

k
W

未
満

）
で

あ
っ

て
自

家
消

費
/地

域
消

費
・

地
域

一
体

型
の

地
域

活
用

要
件

を
満

た
す

も
の

の
み

、
F
IT

制
度

を
適

用
。

た
だ

し
、

沖
縄

・
離

島
等

供
給

エ
リ

ア
は

、
地

域
活

用
要

件
を

求
め

な
い

こ
と

と
す

る
。

1
,0

0
0

k
W

以
上

（
廃

棄
物

の
焼

却
施

設
に

設
置

さ
れ

る
も

の
は

2
,0

0
0

k
W

以
上

）
に

つ
い

て
は

、
F
IP

制
度

の
み

認
め

ら
れ

る
対

象
と

し
、

F
IT

制
度

が
認

め
ら

れ
る

対
象

と
し

な
い

。

1
3



㉜
バ

イ
オ

マ
ス

（
未

利
用

材
（

2
,0

0
0

k
W

未
満

）
）

：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
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択
可

能

2
0

2
5

年
度

※
F
IT

/
F
IP

が
選

択
可

能

F
 I
 T

調
達

価
格

4
0

円
/
k
W

h
（

注
1

0
）

4
0

円
/
k
W

h
（

注
1

0
）

4
0

円
/
k
W

h
（

注
1

0
）

F
 I
 P

基
準

価
格

4
0

円
/
k
W

h
4

0
円

/
k
W

h
4

0
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

㉝
バ

イ
オ

マ
ス

（
未

利
用

材
（

2
,0

0
0

k
W

以
上

）
）

：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

2
0

2
5

年
度

F
 I
 P

基
準

価
格

3
2

円
/
k
W

h
3

2
円

/
k
W

h
3

2
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

令
和

6
年

度
以

降
（

2
0

2
4

年
度

以
降

）
の

調
達

価
格

等
に

つ
い

て

（
注

1
０

）
2

0
2

4
年

度
ま

で
は

、
自

家
消

費
/地

域
消

費
・

地
域

一
体

型
の

地
域

活
用

要
件

を
満

た
す

も
の

の
み

、
F
IT

制
度

を
適

用
。

た
だ

し
、

沖
縄

・
離

島
等

供
給

エ
リ

ア
は

、
地

域
活

用
要

件
を

求
め

な
い

こ
と

と
す

る
。

2
0

2
5

年
度

は
、

1
,0

0
0

k
W

未
満

（
廃

棄
物

の
焼

却
施

設
に

設
置

さ
れ

る
も

の
は

2
,0

0
0

k
W

未
満

）
で

あ
っ

て
自

家
消

費
/地

域
消

費
・

地
域

一
体

型
の

地
域

活
用

要
件

を
満

た
す

も
の

の
み

、
F
IT

制
度

を
適

用
。

た
だ

し
、

沖
縄

・
離

島
等

供
給

エ
リ

ア
は

、
地

域
活

用
要

件
を

求
め

な
い

こ
と

と
す

る
。

1
,0

0
0

k
W

以
上

（
廃

棄
物

の
焼

却
施

設
に

設
置

さ
れ

る
も

の
は

2
,0

0
0

k
W

以
上

）
に

つ
い

て
は

、
F
IP

制
度

の
み

認
め

ら
れ

る
対

象
と

し
、

F
IT

制
度

が
認

め
ら

れ
る

対
象

と
し

な
い

。

1
4



㉞
バ

イ
オ

マ
ス

（
建

設
資

材
廃

棄
物

）
：

㉟
バ

イ
オ

マ
ス

（
一

般
廃

棄
物

そ
の

他
バ

イ
オ

マ
ス

）
：

㊱
バ

イ
オ

マ
ス

（
メ

タ
ン

発
酵

バ
イ

オ
ガ

ス
発

電
）

：

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

2
0

2
5

年
度

F
 I
 T

調
達

価
格

1
3

円
/
k
W

h
（

注
1

1
）

1
3

円
/
k
W

h
（

注
1

1
）

1
3

円
/
k
W

h
（

注
1

2
）

F
 I
 P

基
準

価
格

1
3

円
/
k
W

h
1

3
円

/
k
W

h
1

3
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

（
注

1
1

）
2

0
2

4
年

度
ま

で
は

、
2

,0
0

0
k
W

未
満

で
あ

っ
て

自
家

消
費

/
地

域
消

費
・

地
域

一
体

型
の

地
域

活
用

要
件

を
満

た
す

も
の

の
み

、
F
IT

制
度

を
適

用
。

た
だ

し
、

沖
縄

・
離

島
等

供
給

エ
リ

ア
は

、
地

域
活

用
要

件
を

求
め

な
い

こ
と

と
す

る
。

2
,0

0
0

k
W

以
上

に
つ

い
て

は
、

F
IP

制
度

の
み

認
め

ら
れ

る
対

象
と

し
、

F
IT

制
度

が
認

め
ら

れ
る

対
象

と
し

な
い

。

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

2
0

2
5

年
度

F
 I
 T

調
達

価
格

1
7

円
/
k
W

h
（

注
1

1
）

1
7

円
/
k
W

h
（

注
1

1
）

1
7

円
/
k
W

h
（

注
1

2
）

F
 I
 P

基
準

価
格

1
7

円
/
k
W

h
1

7
円

/
k
W

h
1

7
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

令
和

6
年

度
以

降
（

2
0

2
4

年
度

以
降

）
の

調
達

価
格

等
に

つ
い

て
1

5

（
参

考
）

2
0

2
3

年
度

（
参

考
）

2
0

2
4

年
度

2
0

2
5

年
度

F
 I
 T

調
達

価
格

3
5

円
/
k
W

h
（

注
1

1
）

3
5

円
/
k
W

h
（

注
1

1
）

3
5

円
/
k
W

h
（

注
1

2
）

F
 I
 P

基
準

価
格

3
5

円
/
k
W

h
3

5
円

/
k
W

h
3

5
円

/
k
W

h

調
達

期
間

/交
付

期
間

2
0

年
間

2
0

年
間

2
0

年
間

（
注

1
2

）
2

0
2

5
年

度
は

、
1

,0
0

0
k
W

未
満

（
廃

棄
物

の
焼

却
施

設
に

設
置

さ
れ

る
も

の
は

2
,0

0
0

k
W

未
満

）
で

あ
っ

て
自

家
消

費
/
地

域
消

費
・

地
域

一
体

型
の

地
域

活
用

要
件

を
満

た
す

も
の

の
み

、
F
IT

制
度

を
適

用
。

た
だ

し
、

沖
縄

・
離

島
等

供
給

エ
リ

ア
は

、
地

域
活

用
要

件
を

求
め

な
い

こ
と

と
す

る
。

1
,0

0
0

k
W

以
上

（
廃

棄
物

の
焼

却
施

設
に

設
置

さ
れ

る
も

の
は

2
,0

0
0

k
W

以
上

）
に

つ
い

て
は

、
F
IP

制
度

の
み

認
め

ら
れ

る
対

象
と

し
、

F
IT

制
度

が
認

め
ら

れ
る

対
象

と
し

な
い

。



（
参

考
）

令
和

6
年

度
（

2
0

2
4

年
度

）
に

新
規

認
定

を
取

得
し

た
案

件
の

発
電

側
課

金
相

当
額

（
１

）
太

陽
光

発
電

設
備

1
0

k
W

未
満

地
上

設
置

1
0

k
W

以
上

5
0

k
W

未
満

地
上

設
置

5
0

k
W

以
上

入
札

対
象

範
囲

外
屋

根
設

置
1

0
k
W

以
上

地
上

設
置

2
5

0
k
W

以
上

0
.3

8
円

/k
W

h
0

.8
2

円
/k

W
h

0
.9

1
円

/k
W

h
1

.4
3

円
/k

W
h

0
.9

1
円

/k
W

h

（
２

）
風

力
発

電
設

備

陸
上

風
力

5
0

k
W

未
満

陸
上

風
力

5
0

k
W

以
上

着
床

式
洋

上
風

力
浮

体
式

洋
上

風
力

0
.7

0
円

/k
W

h
0

.7
0

円
/k

W
h

0
.6

8
円

/k
W

h
0

.6
8

円
/k

W
h

（
３

）
地

熱
発

電
設

備

1
5

,0
0

0
k
W

未
満

1
5

,0
0

0
k
W

以
上

0
.4

3
円

/k
W

h
0

.4
3

円
/k

W
h

（
５

）
バ

イ
オ

マ
ス

発
電

設
備

2
0

0
k
W

未
満

2
0

0
k
W

以
上

1
,0

0
0

k
W

未
満

1
,0

0
0

k
W

以
上

5
,0

0
0

k
W

未
満

5
,0

0
0

k
W

以
上

3
0

,0
0

0
k
W

未
満

0
.4

7
円

/k
W

h
0

.4
7

円
/k

W
h

0
.5

3
円

/k
W

h
0

.5
3

円
/k

W
h

（
４

）
水

力
発

電
設

備

一
般

木
材

等
2

,0
0

0
k
W

未
満

一
般

木
材

等
2

,0
0

0
k
W

以
上

1
0

,0
0

0
k
W

未
満

一
般

木
材

等
1

0
,0

0
0

k
W

以
上

液
体

燃
料

0
.3

9
円

/k
W

h
0

.3
9

円
/k

W
h

0
.3

9
円

/k
W

h
0

.3
9

円
/
k
W

h

未
利

用
材

2
,0

0
0

k
W

未
満

未
利

用
材

2
,0

0
0

k
W

以
上

建
設

資
材

廃
棄

物
一

般
廃

棄
物

そ
の

他
バ

イ
オ

マ
ス

メ
タ

ン
発

酵
バ

イ
オ

ガ
ス

0
.3

9
円

/k
W

h
0

.3
9

円
/k

W
h

0
.3

8
円

/k
W

h
0

.4
6

円
/k

W
h

0
.4

0
円

/k
W

h

1
6

※
リ

プ
レ

ー
ス

に
お

い
て

も
同

一
の

発
電

側
課

金
相

当
額

が
適

用
と

な
る

。



太
陽
光

2
0

2
4
年
度

F
I
T

(入
札
対
象
外

)

（
参
考
）

F
I
T
/
F
I
P
・
入
札
の
対
象
（
太
陽
光
・
風
力
）
の
イ
メ
ー
ジ

5
0
k
W

０
k
W

2
5
0
k
W

注
１
）
事
業
用
太
陽
光
は
、
一
定
の
条
件
を
満
た
す
場
合
に
は

5
0
k
W
未
満
で
あ
っ
て
も

F
IP
制
度
が
認
め
ら
れ
る
。

注
２
）
リ
プ
レ
ー
ス
は
入
札
対
象
外
。
特
に

1
,0

0
0
k
W
未
満
は
、
F
IT

/F
IP
が
選
択
可
能
。

注
３
）
浮
体
式
洋
上
風
力
に
つ
い
て
は
、
F
IT

/F
IP
が
選
択
可
能
。

※
沖
縄
地
域
・
離
島
等
供
給
エ
リ
ア
は
い
ず
れ
の
電
源
も
地
域
活
用
要
件
な
し
で

F
IT
を
選
択
可
能
と
す
る
。

F
I
P
（
入
札
）

 F
I
P

(入
札
対
象
外

)

5
0
k
W

０
k
W

※
選
択
可
能

F
I
P
（
入
札
）

5
0
k
W

０
k
W

F
I
P
（
入
札
）

1
0
k
W

陸
上
風
力

2
0

2
4
年
度

2
0

2
5
年
度

F
I
T
（
地
域
活
用
要
件
あ
り
）
注

2
）

F
I
T
（
地
域
活
用
要
件
あ
り
）

F
I
T
（
住
宅
用
）

1
7

注
4
）

注
1
）

F
I
P

着
床
式

洋
上
風
力

2
0

2
4
年
度

2
0

2
5
年
度

2
0

2
6
年
度注

3
）

※
屋
根
設
置
区
分
は
入
札
免
除



バ
イ
オ
マ
ス

（
一
般
木
質
等
）

2
0

2
4
年
度

2
0

2
5
年
度

（
参
考
）

F
I
T
/
F
I
P
・
入
札
の
対
象
（
地
熱
・
中
小
水
力
・
バ
イ
オ
マ
ス
）
の
イ
メ
ー
ジ

5
0
k
W

０
k
W

1
,0

0
0
k
W

注
1
）
地
熱
・
中
小
水
力
発
電
の
リ
プ
レ
ー
ス
は
新
設
と
同
様
の
取
扱
い
。

 
  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
※
沖
縄
地
域
・
離
島
等
供
給
エ
リ
ア
は
い
ず
れ
の
電
源
も
地
域
活
用
要
件
な
し
で

F
IT
を
選
択
可
能
と
す
る
。

※
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
（
液
体
燃
料
を
除
く
）
の
う
ち
、
廃
棄
物
の
焼
却
施
設
に
設
置
さ
れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
5
0
k
W
以
上

2
,0

0
0
k
W
未
満
の
範
囲
に
お
い
て

F
IT
（
地
域
活
用
要
件
あ
り
）
か

F
IP
（
入
札
対
象
外
）
を
選
択
可
能
。

5
0
k
W

０
k
W

F
I
P
（
入
札
）

バ
イ
オ
マ
ス

（
液
体
燃
料
）

2
0

2
4
年
度

2
0

2
5
年
度

F
I
T
（
地
域
活
用
要
件
あ
り
）

F
I
P
（
入
札
対
象
外
）

F
I
P

（
入
札
対
象
外
）

※
選
択
可
能

地
熱
・

中
小
水
力

2
0

2
4
～

2
0

2
6
年
度

5
0
k
W

０
k
W

F
I
T
（
地
域
活
用
要
件
あ
り
）

F
I
P
（
入
札
対
象
外
）

2
,0

0
0
k
W

1
0
,0

0
0
k
W

F
I
P

（
入
札
対
象
外
）

5
0
k
W

０
k
W

F
I
T
（
地
域
活
用
要
件
あ
り
）

F
I
P
（
入
札
対
象
外
）

2
,0

0
0
k
W

1
0
,0

0
0
k
W

F
I
P

（
入
札
対
象
外
）

F
I
P
（
入
札
）

※
選
択
可
能

注
1
）

バ
イ
オ
マ
ス

（
そ
の
他
）

2
0

2
4
年
度

2
0

2
5
年
度

※
選
択
可
能

1
8

F
I
T
（
地
域
活
用
要
件
あ
り
）

F
I
P
（
入
札
対
象
外
）

F
I
P

（
入
札
対
象
外
）

F
I
P
（
入
札
）

※
選
択
可
能

1
,0

0
0
k
W

F
I
T
（
地
域
活
用
要
件
あ
り
）

F
I
P
（
入
札
対
象
外
）

F
I
P

（
入
札
対
象
外
）

※
選
択
可
能

1
,0

0
0
k
W





 

          

（
裏
綴
じ
） 





備
考

表
中
の
［

］
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

１

こ
の
告
示
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

こ
の
告
示
の
施
行
前
に
実
施
さ
れ
た
入
札
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
規
定
を
適
用
す
る
。

36



る
も
の
と
す
る

す
る
も
の
と
す
る

。
。

(
2
)

［略

］

(
2
)

［略

］

(
3
)
入
札
実
施
機
関
は

(
2
)
の
説
明
を
求
め
ら
れ

(
3
)
入
札
実
施
機
関
は

(
2
)
の
説
明
を
求
め
ら
れ

、
、

た
と
き
は

原
則
と
し
て

落
札
者
決
定
の
取
消

た
と
き
は

原
則
と
し
て

落
札
者
決
定
の
取
消

、
、

、
、

し
の
理
由
に
つ
い
て
説
明
を
求
め
る
こ
と
が
で
き

し
の
理
由
に
つ
い
て
説
明
を
求
め
る
こ
と
が
で
き

る
最
終
日
か
ら
起
算
し
て
５
日
以
内
に

説
明
を

る
最
終
日
か
ら
起
算
し
て
５
日
以
内
に

説
明
を

、
、

求
め
た
者
に
対
し

回
答
す
る
も
の
と
す
る

説
求
め
た
者
に
対
し

回
答
す
る
も
の
と
す
る

説
、

。
、

。

明
を
求
め
た
者
が

「１
落
札
者
決
定
の
取
消
事

明
を
求
め
た
者
が

「１
落
札
者
決
定
の
取
消
し

由

」に
規
定
す
る
事
由
に
該
当
し
な
い
と
認
め
ら

事
由

」に
規
定
す
る
事
由
に
該
当
し
な
い
と
認
め

れ
る
場
合
に
お
い
て
は

(
1
)
の
通
知
を
取
り
消

ら
れ
る
場
合
に
お
い
て
は

(
1
)
の
通
知
を
取
り

、
、

し
そ
の
旨
を
併
せ
て
回
答
す
る
も
の
と
す
る

消
し

そ
の
旨
を
併
せ
て
回
答
す
る
も
の
と
す
る

、
。

、

。
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電
事
業
が
施
行
規
則
第
４
条
の
２
の
２
に
規
定
す

る
要
件
に
該
当
し

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー発
電

、

事
業
の
実
施
に
関
す
る
事
項
の
内
容
を
周
知
さ
せ

る
た
め
の
措
置
が
必
要
と
な
る
場
合
は

同
令
第

、

４
条
の
２
の
３
に
規
定
す
る
措
置
を
同
条
第
２
項

第
７
号
イ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
時
期
に
実
施
し

な
か
っ
た
こ
と
。

(
1
0
)

(
1
6
)

［略

］

(
9
)

(
1
5
)

［略

］

～
～

２
落
札
者
決
定
の
取
消
通
知

２
落
札
者
決
定
の
取
消
し
通
知

(
1
)
入
札
実
施
機
関
は

「１
落
札
者
決
定
の

(
1
)
入
札
実
施
機
関
は

「１
落
札
者
決
定
の

、
、

取
消
事
由

」の
規
定
に
基
づ
き
落
札
者
決
定
を
取

取
消
し
事
由

」の
規
定
に
基
づ
き
落
札
者
決
定
を

り
消
し
た
場
合
は

当
該
落
札
に
係
る
認
定
事
業

取
り
消
し
た
場
合
は

当
該
落
札
に
係
る
認
定
事

、
、

者
に
対
し

様
式
第
２
に
よ
り
そ
の
旨
を
通
知
す

業
者
に
対
し

様
式
第
２
に
よ
り
そ
の
旨
を
通
知

、
、

34



落
札
に
係
る
認
定
事
業
者
が

「第
７

１
落
札

落
札
に
係
る
認
定
事
業
者
が

「第
７

落
札
者
決

者
決
定
の
取
消
事
由

」に
規
定
す
る
事
由
に
該
当
し

定
の
取
消
し
等

」に
規
定
す
る
落
札
者
決
定
の
取
消

た
場
合

当
該
落
札
に
係
る
認
定
は
失
効
す
る
も
の

し
事
由
に
該
当
し
た
場
合

当
該
落
札
に
係
る
認
定

、
、

と
す
る

は
失
効
す
る
も
の
と
す
る

。
。

第
７

落
札
者
決
定
の
取
消
し
等

第
７

落
札
者
決
定
の
取
消
し
等

１
落
札
者
決
定
の
取
消
事
由

１
落
札
者
決
定
の
取
消
し
事
由

落
札
に
係
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー発
電
設
備
に

落
札
に
係
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー発
電
設
備
に

係
る
認
定
事
業
者
が

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
事

係
る
認
定
事
業
者
が

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
事

、
、

由
に
該
当
す
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は

当
該
落
札

由
に
該
当
す
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は

当
該
落
札

、
、

に
係
る
落
札
者
決
定
を
取
り
消
す
こ
と
と
す
る

に
係
る
落
札
者
決
定
を
取
り
消
す
こ
と
と
す
る

。
。

(
1
)

(
8
)

［略

］

(
1
)

(
8
)

［略

］

～
～

(
9
)
当
該
落
札
に
係
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー発

［新
設

］

33



期
に
実
施
し
な
か

っ
た
こ
と
。

1
3

［略

］

［略

］

［略

］

1
2

［略

］

［略

］

［略

］

～
～

1
8

1
7

備
考

［略

］

備
考

［略

］

イ

［略

］

イ

［略

］

(
5
)

・(
6
)

［略

］

(
5
)

・(
6
)

［略

］

３

・４

［略

］

３

・４

［略

］

第
６

落
札
者
の
認
定
の
申
請

第
６

落
札
者
の
認
定
の
申
請

１

・２

［略

］

１
・２

［略

］

３
落
札
に
係
る
認
定
の
失
効

３
落
札
に
係
る
認
定
の
失
効

32



す
る
要
件
に
該
当

し
再
生
可
能
エ

、

ネ
ル
ギ

ー発
電
事

業
の
実
施
に
関
す

る
事
項
の
内
容
を

周
知
さ
せ
る
た
め

の
措
置
が
必
要
と

な
る
場
合
は

同
、

令
第
４
条
の
２
の

３
に
規
定
す
る
措

置
を
同
条
第
２
項

第
７
号
イ
か
ら
ホ

ま
で
に
掲
げ
る
時

31



該
当
し
た
場
合
に
同
条
の
規
定
に
基
づ
き
国
庫

該
当
し
た
場
合
に
同
条
の
規
定
に
基
づ
き
国
庫

納
付
す
べ
き
額

（以
下

「没
収
額

」と
い
う

納
付
す
べ
き
額

（以
下

「没
収
額

」と
い
う

。
。

）は
そ
れ
ぞ
れ
次
の
表
の
と
お
り
と
す
る

）は
そ
れ
ぞ
れ
次
の
表
の
と
お
り
と
す
る

。
。

保
証
金

没
収
事
由

没
収
額

保
証
金

没
収
事
由

没
収
額

の
種
類

の
種
類

１

［略

］

［略
］

［略

］

１

［略

］

［略

］

［略

］

～
～

1
1

1
1

1
2
第
２
次

当
該
落
札
に
係
る

全
額

［新
設

］

保
証
金

再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ

ー発
電
事
業
が

施
行
規
則
第
４
条

の
２
の
２
に
規
定

30



が
変
わ
る
可
能
性
の
あ
る
も
の
に
限
る

）

。

の
回
答
と
し
て
暫
定
的
な
回
答
が
行
わ
れ
た

も
の
の
正
式
な
回
答
を
得
ら
れ
な
い
こ
と

認
定
取
得
期
限
ま
で
の
接
続
同
意
が
見
込
ま

れ
る
こ
と

(
4
)
保
証
金
の
没
収
に
関
す
る
事
項

(
4
)
保
証
金
の
没
収
に
関
す
る
事
項

ア
没
収
事
由
及
び
没
収
額

ア
没
収
事
由
及
び
没
収
額

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー電
気
の
利
用
の
促
進

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー電
気
の
利
用
の
促
進

に
関
す
る
特
別
措
置
法
に
基
づ
く
入
札
実
施
機

に
関
す
る
特
別
措
置
法
に
基
づ
く
入
札
実
施
機

関
に
関
す
る
省
令

（平
成
2
9
年
経
済
産
業
省
令

関
に
関
す
る
省
令

（平
成
2
9
年
経
済
産
業
省
令

第
５
号

）第
５
条
に
規
定
す
る
入
札
実
施
指
針

第
５
号

）第
５
条
に
規
定
す
る
入
札
実
施
指
針

に
定
め
る
事
由

（以
下

「没
収
事
由

」と
い
う

に
定
め
る
事
由

（以
下

「没
収
事
由

」と
い
う

）は
次
の
表
の
と
お
り
と
し

没
収
事
由
に

）は
次
の
表
の
と
お
り
と
し

没
収
事
由
に

。
、

。
、
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２
次
保
証
金
か
ら
免
除
す
る

接
続
同
意
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
が
確
認
で
き
た

。

(
ｱ
)
当
該
案
件
が
電
源
接
続
案
件
一
括
検
討

場
合
に
は

こ
れ
ま
で
の
入
札
に
お
い
て
没
収

、

プ
ロ
セ
ス
の
対
象
と
な
っ
た
こ
と

既
に
電

と
な
っ
た
第
１
次
保
証
金
又
は
第
２
次
保
証
金

源
接
続
案
件
一
括
検
討
プ
ロ
セ
ス
に
参
加
し

の
額
と
同
額
を
第
１
次
保
証
金
又
は
第
２
次
保

て
お
り
当
該
プ
ロ
セ
ス
に
お
い
て
認
定
取
得

証
金
か
ら
免
除
す
る
。

期
限
ま
で
の
接
続
同
意
が
見
込
ま
れ
る
こ
と

(
ｲ
)
当
該
案
件
に
つ
い
て

系
統
ア
ク
セ
ス

、

業
務

（電
気
事
業
法
第
2
8
条
の
４
に
規
定
す

る
広
域
的
運
営
推
進
機
関
が
策
定
す
る
広
域

系
統
整
備
計
画
の
内
容
に
よ
り
入
札
参
加
者

か
ら
の
事
前
相
談

接
続
検
討
又
は
契
約
申

、

込
み
へ
の
広
域
的
運
営
推
進
機
関

一
般
送

、

配
電
事
業
者
又
は
配
電
事
業
者
の
回
答
内
容

28



１

［略

］

１

［略

］

２
保
証
金

２
保
証
金

［略
］

［略

］

(
1
)

・(
2
)

［略

］

(
1
)

・(
2
)

［略

］

(
3
)
保
証
金
の
免
除

(
3
)
保
証
金
の
免
除

ア

［略

］

ア

［略

］

イ
こ
れ
ま
で
の
入
札
に
お
い
て
次
に
掲
げ
る
理

イ
こ
れ
ま
で
の
入
札
に
お
い
て
当
該
案
件
が
電

由
に
よ
り
辞
退
が
な
さ
れ
た
結
果
と
し
て
保
証

源
接
続
案
件
一
括
検
討
プ
ロ
セ
ス
の
対
象
と
な

金
が
没
収
と
な
っ
た
案
件
と
同
一
の
案
件
で
あ

っ
た
こ
と
を
理
由
に
辞
退
が
な
さ
れ
た
結
果
と

る
場
合
で
あ
っ
て

当
該
理
由
に
応
じ
て
そ
れ

し
て
保
証
金
が
没
収
と
な
っ
た
案
件
と
同
一
の

、

ぞ
れ
次
に
定
め
る
要
件
が
確
認
で
き
た
と
き
は

案
件
で
あ
る
場
合
で
あ
っ
て

既
に
電
源
接
続

、

没
収
と
な
っ
た
第
１
次
保
証
金
又
は
第
２
次

案
件
一
括
検
討
プ
ロ
セ
ス
に
参
加
し
て
お
り
当

、保
証
金
の
額
と
同
額
を
第
１
次
保
証
金
又
は
第

該
プ
ロ
セ
ス
に
お
い
て
認
定
取
得
期
限
ま
で
の
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W
以
上
の
太
陽
光
発
電
設
備

出
力
2
,
0
0
0
k
W
以
上
の

以
上
の
太
陽
光
発
電
設
備

出
力
2
,
0
0
0
k
W
以
上
の

、
、

陸
上
風
力
発
電
設
備

着
床
式
洋
上
風
力
発
電
設
備

陸
上
風
力
発
電
設
備

着
床
式
洋
上
風
力
発
電
設
備

、
、

及
び
出
力
1
0
,
0
0
0
k
W
以
上
の
一
般
木
材
等
バ
イ
オ
マ

及
び
出
力
1
0
,
0
0
0
k
W
以
上
の
一
般
木
材
等
バ
イ
オ
マ

ス
に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備
は

比
較
的
大
規

ス
に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備
は

比
較
的
大
規

、
、

模
な
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら

地
域
住
民
及
び
そ
の

模
な
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら

地
域
住
民
及
び
そ
の

、
、

周
辺
環
境
に
対
す
る
配
慮
は
不
可
欠
で
あ
る

よ
っ

周
辺
環
境
に
対
す
る
配
慮
は
不
可
欠
で
あ
る

よ
っ

。
。

て
地
域
と
の
共
生
を
図
る
た
め
の
取
組
を
求
め
る

て
地
域
と
の
共
生
を
図
る
た
め
の
取
組
を
求
め
る

、
、

こ
と
と
し

次
に
掲
げ
る
事
項
を
入
札
参
加
資
格
に

こ
と
と
し

次
に
掲
げ
る
事
項
を
入
札
参
加
資
格
に

、
、

関
す
る
基
準
に
加
え
る
こ
と
と
す
る

関
す
る
基
準
に
加
え
る
こ
と
と
す
る

。
。

(
1
)

・(
2
)

［略

］

(
1
)

・(
2
)

［略

］

２

［略

］

２

［略

］
第
５

入
札
の
実
施
等

第
５

入
札
の
実
施
等

26



認
定
の
申
請
ま
で
の
取
得
を
求
め
る
も
の
と
し

認
定
の
申
請
ま
で
の
取
得
を
求
め
る
も
の
と
し

、
、

、
、

入
札
の
参
加
に
当
た
っ
て
事
業
計
画
が
適
合
す
べ
き

入
札
の
参
加
に
当
た
っ
て
事
業
計
画
が
適
合
す
べ
き

基
準
か
ら
除
く
こ
と
と
す
る

基
準
か
ら
除
く
こ
と
と
す
る

。
。

ま
た

施
行
規
則
第
４
条
の
２
の
２
に
規
定
す
る

、

要
件
に
該
当
し

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー発
電
事
業

、

の
実
施
に
関
す
る
事
項
の
内
容
を
周
知
さ
せ
る
た
め

の
措
置
が
必
要
と
な
る
場
合
に
あ
っ
て
は

当
該
措

、

置
の
実
施
に
係
る
基
準
を
入
札
の
参
加
資
格
に
関
す

る
基
準
と
せ
ず

同
令
第
４
条
の
２
の
３
第
２
項
第

、

７
号
イ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
時
期
に

同
条
に
規

、

定
す
る
措
置
を
実
施
す
る
こ
と
を
求
め
る
も
の
と
す

る
。さ
ら
に

入
札
対
象
区
分
等
の
う
ち
出
力
2
,
0
0
0
k

ま
た

入
札
対
象
区
分
等
の
う
ち
出
力
2
,
0
0
0
k
W

、
、
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第
４

入
札
参
加
資
格
等

第
４

入
札
参
加
資
格
等

１
入
札
参
加
資
格
に
関
す
る
基
準

１
入
札
参
加
資
格
に
関
す
る
基
準

入
札
参
加
資
格
に
関
す
る
基
準
は

事
業
計
画
が

入
札
参
加
資
格
に
関
す
る
基
準
は

事
業
計
画
が

、
、

施
行
規
則
第
５
条
及
び
第
５
条
の
２

（同
条
第
１

施
行
規
則
第
５
条
及
び
第
５
条
の
２

（同
条
第
１

、
、

号
及
び
第
４
号
を
除
く

）並
び
に
法
第
９
条
第
４

号
及
び
第
４
号
を
除
く

）並
び
に
法
第
９
条
第
４

。
。

項
第
４
号
に
規
定
す
る
認
定
に
係
る
基
準
に
適
合
す

項
第
４
号
に
規
定
す
る
認
定
に
係
る
基
準
に
適
合
す

る
も
の
で
あ
る
こ
と
と
す
る

な
お

施
行
規
則
第

る
も
の
で
あ
る
こ
と
と
す
る

な
お

施
行
規
則
第

。
、

。
、

５
条
の
２
第
１
号
に
規
定
す
る
接
続
の
同
意
に
係
る

５
条
の
２
第
１
号
に
規
定
す
る
接
続
の
同
意
に
係
る

基
準
に
つ
い
て
は

当
該
同
意
を
得
る
た
め
に
一
定

基
準
に
つ
い
て
は

当
該
同
意
を
得
る
た
め
に
一
定

、
、

の
期
間
を
要
す
る
こ
と
を
考
慮
し

入
札
の
参
加
に

の
期
間
を
要
す
る
こ
と
を
考
慮
し

入
札
の
参
加
に

、
、

当
た
っ
て
事
業
計
画
が
適
合
す
べ
き
基
準
か
ら
除
く

当
た
っ
て
事
業
計
画
が
適
合
す
べ
き
基
準
か
ら
除
く

こ
と
と
す
る

ま
た

同
条
第
４
号
に
規
定
す
る
許

こ
と
と
す
る

ま
た

同
条
第
４
号
に
規
定
す
る
許

。
、

。
、

可
等
の
処
分
の
事
前
取
得
に
係
る
基
準
に
つ
い
て
は

可
等
の
処
分
の
事
前
取
得
に
係
る
基
準
に
つ
い
て
は
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入
札
参
加
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
電
気
通

入
札
参
加
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
電
気
通

信
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
を
い
う

信
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
を
い
う

。
。

以
下
同
じ

）を
使
用
す
る
方
法
を
含
む

）し
な

以
下
同
じ

）を
使
用
す
る
方
法
を
含
む

）し
な

。
。

。
。

け
れ
ば
な
ら
な
い

同
一
の
入
札
の
回
に
お
い
て

け
れ
ば
な
ら
な
い

同
一
の
入
札
の
回
に
お
い
て

。
、

。
、

入
札
対
象
区
分
等
に
該
当
す
る
複
数
の
発
電
設
備
に

入
札
大
正
区
文
頭
に
該
当
す
る
複
数
の
発
電
設
備
に

つ
い
て
入
札
し
よ
う
と
す
る
入
札
参
加
希
望
者
は

つ
い
て
入
札
し
よ
う
と
す
る
入
札
参
加
希
望
者
は

、
、

発
電
設
備
ご
と
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

ま
発
電
設
備
ご
と
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

ま
。

。

た
落
札
し
た
場
合
に
速
や
か
に
認
定
を
受
け
る
こ

た
落
札
し
た
場
合
に
速
や
か
に
認
定
を
受
け
る
こ

、
、

と
が
で
き
る
よ
う

入
札
参
加
希
望
者
は
入
札
実
施

と
が
で
き
る
よ
う

入
札
参
加
希
望
者
は
入
札
実
施

、
、

機
関
に
提
出
し
た
書
類
と
同
様
の
書
類
を
経
済
産
業

機
関
に
提
出
し
た
書
類
と
同
様
の
書
類
を
経
済
産
業

大
臣
に
も
提
出
す
る
こ
と
と
す
る

大
臣
に
も
提
出
す
る
こ
と
と
す
る

。
。

２
・
３

［略

］

２
・
３

［略

］
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を
減
じ
て
得
た
期
間
を
交
付
期
間
又
は
調
達
期
間

と
す
る
。

(
2
)

(
4
)

［略

］

(
2
)

(
4
)

［略

］

～
～

７

［略
］

７

［略

］

第
３

入
札
参
加
資
格
の
審
査
の
た
め
の
再
生
可
能
エ
ネ

第
３

入
札
参
加
資
格
の
審
査
の
た
め
の
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ

ー発
電
事
業
計
画
等

ル
ギ

ー発
電
事
業
計
画
等

１
事
業
計
画
の
提
出
方
法

１
事
業
計
画
の
提
出
方
法

入
札
参
加
希
望
者
は

施
行
規
則
第
４
条
の
規
定

入
札
参
加
希
望
者
は

施
行
規
則
第
４
条
の
規
定

、
、

に
基
づ
き

「２
事
業
計
画
の
提
出
期
間

」に
規

に
基
づ
き

「２
事
業
計
画
の
提
出
期
間

」に
規

、
、

定
す
る
期
間
内
に

事
業
計
画
及
び
添
付
書
類
を
入

定
す
る
期
間
内
に

事
業
計
画
及
び
添
付
書
類
を
入

、
、

札
実
施
機
関
に
対
し
て
提
出

（電
子
情
報
処
理
組
織

札
実
施
機
関
に
対
し
て
提
出

（電
子
情
報
処
理
組
織

（入
札
実
施
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と

（入
札
実
施
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と

、
、
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(
1
)
太
陽
光
発
電
設
備
に
係
る
交
付
期
間
又
は
調

(
1
)
太
陽
光
発
電
設
備
に
係
る
交
付
期
間
又
は
調

達
期
間

達
期
間

入
札
対
象
で
な
い
事
業
用
太
陽
光
発
電
設
備
と

入
札
対
象
で
な
い
事
業
用
太
陽
光
発
電
設
備
と

同
様

2
0
年
間
と
す
る

た
だ
し

法
第
９
条
第

同
様

2
0
年
間
と
す
る

た
だ
し

認
定
を
受
け

、
。

、
、

。
、

４
項
の
規
定
に
基
づ
く
認
定

（以
下
単
に

「認
定

た
日
か
ら
起
算
し
て
３
年

（認
定
の
申
請
の
際
現

」と
い
う

）を
受
け
た
日
か
ら
起
算
し
て
３
年

に
当
該
設
備
に
係
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー発
電

。

（認
定
の
申
請
の
際
現
に
当
該
設
備
に
係
る
再
生

事
業
計
画
に
つ
い
て
環
境
影
響
評
価
を
行
っ
て
い

可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー発
電
事
業
計
画
に
つ
い
て
環
境

た
場
合
に
あ
っ
て
は

５
年

）を
経
過
し
た
日
を

、

影
響
評
価
を
行
っ
て
い
た
場
合
に
あ
っ
て
は

５
運
転
開
始
期
限
日
と
し

こ
の
日
よ
り
後
に
再
生

、
、

年

）を
経
過
し
た
日
を
運
転
開
始
期
限
日
と
し

可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー電
気
の
供
給
を
開
始
し
た
場
合

、

こ
の
日
よ
り
後
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー電
気
の

に
は

2
0
年
間
か
ら
運
転
開
始
期
限
日
を
超
過
し

、

供
給
を
開
始
し
た
場
合
に
は

2
0
年
間
か
ら
運
転

た
期
間
に
相
当
す
る
期
間
を
減
じ
て
得
た
期
間
を

、

開
始
期
限
日
を
超
過
し
た
期
間
に
相
当
す
る
期
間

交
付
期
間
又
は
調
達
期
間
と
す
る
。
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落
札
者
が
入
札
し
た
額

（円
/
k
W
h

）と
す
る

（当
該

落
札
者
が
入
札
し
た
額

（円
/
k
W
h

）
（調

達
価
格
は

落
札
者
が
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
で
あ
る
場
合
に

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
に
相
当
す
る
額
を
加
え
て

お
け
る
調
達
価
格
は

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
に

得
た
額

）と
す
る

、
。

相
当
す
る
額
を
加
え
て
得
た
額

適
格
請
求
書
発
行

、

事
業
者
で
な
い
場
合
に
お
け
る
調
達
価
格
は

消
費

、

税
及
び
地
方
消
費
税
に
相
当
す
る
額
を
含
む
も
の
と

す
る

ま
た

当
該
落
札
者
が
施
行
規
則
第
３
条
の

。
、

８
第
２
項
に
規
定
す
る
発
電
側
託
送
供
給
料
金
の
支

払
者
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
基
準
価
格
又
は
調
達
価

格
は

同
項
に
規
定
す
る
発
電
側
託
送
供
給
料
金
に

、

相
当
す
る
額
を
加
え
た
額
と
す
る

）

。
。

６
入
札
対
象
区
分
等
に
係
る
交
付
期
間
又
は
調
達
期

６
入
札
対
象
区
分
等
に
係
る
交
付
期
間
又
は
調
達
期

間
間
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回
9

.

0
5
円

第
2
3
回
8

.

9
8
円

陸
上
風
力
発
電
設

回
9

.

3
5
円

第
1
9
回
9

.

2
8
円

陸
上
風
力
発
電
設

、
、

、
、

備

（第
４
回

）に
つ
い
て
は

1
4

.

0
0
円
と
し

追
備

（第
３
回

）に
つ
い
て
は

1
5

.

0
0
円
と
し

追
、

、
、

、

加
入
札
を
実
施
す
る
場
合
は

第
４
回
入
札
の
加
重

加
入
札
を
実
施
す
る
場
合
は

第
３
回
入
札
の
加
重

、
、

平
均
落
札
価
格
又
は
1
3

.

0
0
円
の
い
ず
れ
か
高
い
額

平
均
落
札
価
格
又
は
1
4

.

0
0
円
の
い
ず
れ
か
高
い
額

と
す
る

着
床
式
洋
上
風
力
発
電
設
備

（第
３
回

）

と
す
る

着
床
式
洋
上
風
力
発
電
設
備

（第
２
回

）

。
。

及
び
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備

（第
７
回

）に
つ
い
て

及
び
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備

（第
６
回

）に
つ
い
て

は
非
公
表
と
し

各
回
の
入
札
募
集
開
始
の
日
ま

は
非
公
表
と
し

各
回
の
入
札
募
集
開
始
の
日
ま

、
、

、
、

で
に
設
定
す
る
こ
と
と
す
る

で
に
設
定
す
る
こ
と
と
す
る

。
。

５
基
準
価
格
又
は
調
達
価
格
の
額
の
決
定
の
方
法

５
基
準
価
格
又
は
調
達
価
格
の
額
の
決
定
の
方
法

事
業
者
の
予
見
可
能
性
を
高
め
る
観
点
か
ら

落
事
業
者
の
予
見
可
能
性
を
高
め
る
観
点
か
ら

落
、

、

札
者
が
入
札
し
た
額
に
基
づ
い
て
基
準
価
格
又
は
調

札
者
が
入
札
し
た
額
に
基
づ
い
て
基
準
価
格
又
は
調

達
価
格
を
決
定
す
る
こ
と
と
す
る

し
た
が
っ
て

達
価
格
を
決
定
す
る
こ
と
と
す
る

し
た
が
っ
て

。
、

。
、

入
札
に
基
づ
く
基
準
価
格
又
は
調
達
価
格
の
額
は

入
札
に
基
づ
く
基
準
価
格
又
は
調
達
価
格
の
額
は

、
、

19



マ
ス
に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備
及
び
バ
イ
オ

マ
ス
に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備
及
び
バ
イ
オ

マ
ス
液
体
燃
料
に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備

マ
ス
液
体
燃
料
に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備

第
７
回
に
お
け
る
入
札
量
は
3
0
M
W
と
す
る

た
第
６
回
に
お
け
る
入
札
量
は
1
2
0
M
W
と
す
る

。
。

だ
し

供
給
価
格
上
限
額
を
超
え
な
い
供
給
価

、

格
の
入
札
参
加
者
を
低
価
の
者
か
ら
順
に
並
べ

た
際
に
出
力
の
合
計
が
3
0
M
W
を
上
回
っ
た
場
合

に
は

最
も
低
価
の
者
か
ら
そ
の
最
初
に
上
回

、

っ
た
者
ま
で
の
出
力
の
合
計
量

（当
該
合
計
量

が
1
4
0
M
W
を
上
回
る
場
合
に
あ
っ
て
は

1
4
0
M
W

、

）と
す
る
。

４
供
給
価
格
上
限
額

４
供
給
価
格
上
限
額

供
給
価
格
上
限
額
は

太
陽
光
発
電
設
備
に
つ
い

供
給
価
格
上
限
額
は

太
陽
光
発
電
設
備
に
つ
い

、
、

て
は

第
2
0
回
9

.

2
0
円

第
2
1
回
9

.
1
3
円

第
2
2

て
は

第
1
6
回
9

.

5
0
円

第
1
7
回
9

.

4
3
円

第
1
8

、
、

、
、

、
、
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前
回
入
札
に
お
け
る
応
札
量

合
前
回
入
札
に
お
け
る
応
札
量

ウ
前
回
入
札
に
お
い
て

応
札
量
が
9
3
M
W
を

ウ
前
回
入
札
に
お
い
て

応
札
量
が
1
0
5
M
W

、
、

上
回
り

か
つ
入
札
量
を
上
回
っ
た
場
合

を
上
回
り

か
つ
入
札
量
を
上
回
っ
た
場

、
、

前
回
入
札
に
お
け
る
入
札
量
に

応
札
量
と

合
前
回
入
札
に
お
け
る
入
札
量
に

応
札

、
、

落
札
量
の
差
分
の
量
の
5
5
％
を
加
え
た
量

量
と
落
札
量
の
差
分
の
量
の
４
割
を
加
え
た

量

(
2
)
陸
上
風
力
発
電
設
備

(
2
)
陸
上
風
力
発
電
設
備

第
４
回
に
お
け
る
入
札
量
は
1
,
0
0
0
M
W
と
す
る

第
３
回
に
お
け
る
入
札
量
は
1
,
0
0
0
M
W
と
す
る

た
だ
し

追
加
入
札
を
実
施
す
る
場
合
に
は

た
だ
し

追
加
入
札
を
実
施
す
る
場
合
に
は

。
、

、
。

、
、

入
札
量
は

第
４
回
入
札
に
お
い
て
落
札
さ
れ
な

入
札
量
は

第
３
回
入
札
に
お
い
て
落
札
さ
れ
な

、
、

か
っ
た
容
量
の
4
0
％
の
量
と
す
る

か
っ
た
容
量
の
４
割
の
量
と
す
る

。
。

(
3
)

［略

］

(
3
)

［略

］

(
4
)
出
力
1
0
,
0
0
0
k
W
以
上
の
一
般
木
材
等
バ
イ
オ

(
4
)
出
力
1
0
,
0
0
0
k
W
以
上
の
一
般
木
材
等
バ
イ
オ

17



に
属
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は

特
定
調
達
対
象
区
分

、

等
の
う
ち
入
札
対
象
区
分
等
に
該
当
す
る
も
の
と
す

る
）

。
。

３
入
札
量

３
入
札
量

［略

］

［略

］

(
1
)
太
陽
光
発
電
設
備

(
1
)
太
陽
光
発
電
設
備

第
2
0
回
に
お
け
る
入
札
量
は
9
3
M
W
と
し

第
2
1

第
1
6
回
に
お
け
る
入
札
量
は
1
0
5
M
W
と
し

第
1

、
、

回
か
ら
第
2
3
回
ま
で
の
入
札
量
は

以
下
の
と
お

7
回
か
ら
第
1
9
回
ま
で
の
入
札
量
は

以
下
の
と

、
、

り
と
す
る

お
り
と
す
る

。
。

ア
前
回
入
札
に
お
い
て

応
札
量
が
9
3
M
W
を

ア
前
回
入
札
に
お
い
て

応
札
量
が
1
0
5
M
W

、
、

下
回
っ
た
場
合

9
3
M
W

を
下
回
っ
た
場
合

1
0
5
M
W

イ
前
回
入
札
に
お
い
て

応
札
量
が
9
3
M
W
を

イ
前
回
入
札
に
お
い
て

応
札
量
が
1
0
5
M
W

、
、

上
回
り

か
つ
入
札
量
を
下
回
っ
た
場
合

を
上
回
り

か
つ
入
札
量
を
下
回
っ
た
場

、
、
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出
力
1
0
,
0
0
0
k
W
以
上
の
一
般
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
及
び

る
も
の
を
除
く

以
下
同
じ

）及
び
バ
イ
オ
マ
ス

。
。

農
産
物
の
収
穫
に
伴
っ
て
生
じ
る
バ
イ
オ
マ
ス
の
う

液
体
燃
料
に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備
と
す
る
。

ち
固
体
で
あ
る
も
の

（以
下

「一
般
木
材
等
バ
イ
オ

ま
た

特
定
調
達
対
象
区
分
等
の
う
ち
入
札
対
象
区

、

マ
ス

」と
い
う

）に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備

分
等
は

出
力
2
5
0
k
W
以
上
の
太
陽
光
発
電
設
備

（

。
、

（石
炭
を
原
料
と
す
る
燃
料
を
混
焼
さ
せ
る
も
の
を

建
築
物
の
屋
根
に
設
け
る
場
合
を
除
く

）

出
力

。
、

除
く

以
下
同
じ

）並
び
に
農
産
物
の
収
穫
に
伴

5
0
k
W
以
上
の
陸
上
風
力
発
電
設
備

着
床
式
洋
上
風

。
。

、

っ
て
生
じ
る
バ
イ
オ
マ
ス
の
う
ち
液
体
で
あ
る
も
の

力
発
電
設
備

出
力
1
0
,
0
0
0
k
W
以
上
の
一
般
木
材
等

、

（以
下

「バ
イ
オ
マ
ス
液
体
燃
料

」と
い
う

）に
バ
イ
オ
マ
ス
に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備
及
び
バ

。

よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備
と
す
る

（た
だ
し

再
イ
オ
マ
ス
液
体
燃
料
に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備

、

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー発
電
設
備
の
設
置
場
所
が
沖
縄

と
す
る
。

県
又
は
離
島
等

（電
気
事
業
法

（昭
和
3
9
年
法
律
第

1
7
0
号

）第
２
条
第
１
項
第
８
号
イ
に
規
定
す
る
離

島
等
を
い
い

沖
縄
県
に
属
す
る
も
の
を
除
く

）

、
。
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オ
マ
ス
液
体
燃
料
に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備
は

規
模
に
関
わ
ら
ず
十
分
な
競
争
環
境
が
整
っ
た
状

、況
に
あ
る
。

交
付
対
象
区
分
等
の
う
ち
入
札
対
象
区
分
等
は

し
た
が
っ
て

交
付
対
象
区
分
等
の
う
ち
入
札
対

、
、

出
力
2
5
0
k
W
以
上
の
太
陽
光
発
電
設
備

（建
築
物
の

象
区
分
等
は

出
力
5
0
0
k
W
以
上
の
太
陽
光
発
電
設

、

屋
根
に
設
け
る
場
合
を
除
く

）

出
力
5
0
k
W
以
上

備

（建
築
物
の
屋
根
に
設
け
る
場
合
を
除
く

）

。
、

。
、

の
陸
上
風
力
発
電
設
備

着
床
式
洋
上
風
力
発
電
設

出
力
5
0
k
W
以
上
の
陸
上
風
力
発
電
設
備

着
床
式
洋

、
、

備

（海
洋
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー発
電
設
備
の
整
備

上
風
力
発
電
設
備

（促
進
法
第
十
三
条
第
二
項
第
十

に
係
る
海
域
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律

平
成

号
に
規
定
す
る
選
定
事
業
者
が
提
出
し
た
促
進
法
第

（

3
0
年
法
律
第
8
9
号

以
下

促
進
法

と
い
う

十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
公
募
占
用
計
画
に
係
る

。
「

」
。
）

第
1
3
条
第
２
項
第
1
0
号
に
規
定
す
る
選
定
事
業
者
が

も
の
を
除
く

以
下
同
じ

）

出
力
1
0
,
0
0
0
k
W
以

。
。

、

提
出
し
た
促
進
法
第
1
4
条
第
１
項
に
規
定
す
る
公
募

上
の
一
般
木
材
等
バ
イ
オ
マ
ス
に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス

占
用
計
画
に
係
る
も
の
を
除
く

以
下
同
じ

）

発
電
設
備

（石
炭
を
原
料
と
す
る
燃
料
を
混
焼
さ
せ

。
。

、

14



収
穫
に
伴
っ
て
生
じ
る
バ
イ
オ
マ
ス
の
う
ち
固
体
で

あ
る
も
の

（以
下

「一
般
木
材
等
バ
イ
オ
マ
ス

」と

い
う

）に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備
並
び
に
農

。

産
物
の
収
穫
に
伴
っ
て
生
じ
る
バ
イ
オ
マ
ス
の
う
ち

液
体
で
あ
る
も
の

（以
下

「バ
イ
オ
マ
ス
液
体
燃
料

」と
い
う

）に
よ
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備
の
本

。

制
度
に
お
け
る
認
定
量
は

2
0
3
0
年
度
に
見
込
ん
だ

、

導
入
水
準
の
２
倍
程
度
に
ま
で
達
し
て
い
る

こ
の

。

う
ち

一
般
木
材
等
バ
イ
オ
マ
ス
に
よ
る
バ
イ
オ
マ

、

ス
発
電
設
備
は

特
に
大
規
模
事
業
者
間
の
競
争
に

、

よ
る
コ
ス
ト
低
減
が
見
込
ま
れ
る
一
方

地
域
分
散

、

型
エ
ネ
ル
ギ

ー源
と
な
り
得
る
比
較
的
小
規
模
な
案

件
に
配
慮
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る

ま
た

バ
イ

。
、

13



ま
た

陸
上
風
力
発
電
設
備
に
つ
い
て
は

案
件

、
、

の
大
規
模
化
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
方
法
の
改
善
等
に
よ

る
今
後
の
コ
ス
ト
低
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
大
き
い
電

源
と
考
え
ら
れ
る
。

加
え
て

着
床
式
洋
上
風
力
発
電
設
備
に
つ
い
て

、

は
海
洋
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

発
電
設
備
の
整
備

、
ー

に
係
る
海
域
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律

平
成

（

三
十
年
法
律
第
八
十
九
号

以
下

促
進
法

と
い

。
「

」

う
に
基
づ
く
公
募
に
お
け
る
複
数
事
業
者
の
参

。
）

加
状
況
や
評
価
結
果
を
踏
ま
え
る
と

国
内
の
洋
上

、

風
力
発
電
に
お
い
て
も

一
定
程
度
の
強
壮
効
果
が

、

見
込
ま
れ
る
。

さ
ら
に

一
般
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
及
び
農
産
物
の

、

12



等
を
勘
案
し
て
競
争
が
可
能
と
考
え
ら
れ
る
範
囲
で

で
き
る
だ
け
多
く
の
事
業
者
を
入
札
対
象
と
す
る

、必
要
が
あ
る
と
こ
ろ

出
力
2
5
0
k
W
以
上
の
太
陽
光

、

発
電
設
備
は
事
業
用
太
陽
光
発
電
設
備
の
F
I
T
に
お

け
る
認
定
容
量
の
う
ち
約
７
割
を
占
め
て
い
る

ま
。

た
平
成
3
0
年
度
ま
で
は
出
力
2
,
0
0
0
k
W
以
上

令
、

、

和
元
年
度
は
出
力
5
0
0
k
W
以
上

令
和
２
年
度
か
ら

、

令
和
４
年
度
ま
で
は
出
力
2
5
0
k
W
以
上
を
入
札
対
象

範
囲
と
し
て
い
た
こ
と
を
踏
ま
え
つ
つ

入
札
対
象

、

範
囲
は
段
階
的
に
拡
大
す
る
こ
と
も
重
要
で
あ
る
。

一
方
で

新
た
な
エ
ネ
ル
ギ

ーミ
ッ
ク
ス
の
実
現
に

、

向
け
て

地
域
と
共
生
可
能
な
形
で
の
太
陽
光
発
電

、

の
導
入
加
速
化
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

11



実
施
と
す
る

た
だ
し

陸
上
風
力
発
電
設
備
に

風
力
発
電
設
備
に
つ
い
て
は

応
札
量
が
1
,
3
0
0
M

。
、

、

つ
い
て
は

応
札
量
が
1
,
3
0
0
M
W
を
超
え
た
場
合

W
を
超
え
た
場
合
に
は

同
年
度
内
に
追
加
入
札

、
、

に
は

同
年
度
内
に
追
加
入
札
を
行
う
こ
と
と
す

を
行
う
こ
と
と
す
る

、
。

る
。

(
4
)

［略

］

(
4
)

［略

］

２
入
札
対
象
区
分
等

２
入
札
の
対
象
と
す
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー発
電

設
備
の
区
分
等

事
業
用
太
陽
光
発
電
設
備

（出
力
1
0
k
W
以
上
の
太

陽
光
発
電
設
備

）は
F
I
T
創
設
後

他
電
源
と
比

、
、

べ
導
入
が
大
幅
に
進
ん
で
お
り

F
I
T
に
お
け
る
認

、

定
件
数
の
う
ち
約
９
割
を
占
め

か
つ

今
後

発
、

、
、

電
コ
ス
ト
が
低
減
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る

事
業

。

者
間
の
競
争
を
よ
り
一
層
促
す
た
め

コ
ス
ト
動
向

、

10



進
す
る
た
め

入
札
は
入
札
対
象
区
分
等
ご
と
に

進
す
る
た
め

入
札
は
入
札
対
象
区
分
等
ご
と
に

、
、

実
施
す
る
こ
と
と
す
る

た
だ
し

バ
イ
オ
マ
ス

実
施
す
る
こ
と
と
す
る

た
だ
し

バ
イ
オ
マ
ス

。
、

。
、

発
電
設
備
に
つ
い
て
は

こ
れ
ま
で
の
入
札
結
果

発
電
設
備
に
つ
い
て
は

平
成
3
0
年
度
か
ら
令
和

、
、

の
検
証
を
踏
ま
え

入
札
の
競
争
性
を
確
保
す
る

４
年
度
ま
で
の
入
札
結
果
の
検
証
を
踏
ま
え

入
、

、

た
め

バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備
に
係
る
全
て
の
入

札
の
競
争
性
を
確
保
す
る
た
め

バ
イ
オ
マ
ス
発

、
、

札
対
象
区
分
等
の
入
札
を
合
わ
せ
て
実
施
す
る
こ

電
設
備
に
係
る
全
て
の
入
札
対
象
区
分
等
の
入
札

と
と
す
る

を
合
わ
せ
て
実
施
す
る
こ
と
と
す
る

。
。

(
3
)
事
業
機
会
の
分
散
化
と
入
札
に
係
る
手
続
に

(
3
)
事
業
機
会
の
分
散
化
と
入
札
に
係
る
手
続
に

要
す
る
時
間
を
考
慮
し

太
陽
光
発
電
設
備
に
係

要
す
る
時
間
を
考
慮
し

太
陽
光
発
電
設
備
に
係

、
、

る
入
札
対
象
区
分
等
の
入
札
は

各
年
度
４
回
の

る
入
札
対
象
区
分
等
の
入
札
は

各
年
度
４
回
の

、
、

実
施
と
し

陸
上
風
力
発
電
設
備

着
床
式
洋
上

実
施
と
し

陸
上
風
力
発
電
設
備
及
び
バ
イ
オ
マ

、
、

、

風
力
発
電
設
備
及
び
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
設
備
に
係

ス
発
電
設
備
に
係
る
入
札
対
象
区
分
等
の
入
札
は

る
入
札
対
象
区
分
等
の
入
札
は

各
年
度
１
回
の

各
年
度
１
回
の
実
施
と
す
る

た
だ
し

陸
上

、
、

。
、

9



本
指
針
は

入
札
対
象
と
な
る
交
付
対
象
区
分
等

本
指
針
は

入
札
対
象
区
分
等
に
係
る
入
札
に
参

、
、

及
び
特
定
調
達
対
象
区
分
等

（以
下

「入
札
対
象
区

加
し

又
は
し
よ
う
と
す
る
者

入
札
に
お
い
て
落

、
、

分
等

」と
い
う

）に
係
る
入
札
に
参
加
し

又
は

札
者
と
し
て
決
定
し
た
者
及
び
落
札
に
係
る
再
生
可

。
、

し
よ
う
と
す
る
者

入
札
に
お
い
て
落
札
者
と
し
て

能
エ
ネ
ル
ギ

ー発
電
設
備
を
用
い
て
再
生
可
能
エ
ネ

、

決
定
し
た
者
及
び
落
札
に
係
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ル
ギ

ー発
電
事
業
を
実
施
す
る
認
定
事
業
者
に
つ
い

ー発
電
設
備
を
用
い
て
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー発
電

て
適
用
す
る
。

事
業
を
実
施
す
る
認
定
事
業
者
に
つ
い
て
適
用
す
る

。

第
２

入
札
の
実
施
に
関
す
る
基
本
的
事
項

第
２

入
札
の
実
施
に
関
す
る
基
本
的
事
項

１
入
札
の
実
施
に
つ
い
て
の
基
本
的
考
え
方

１
入
札
の
実
施
に
つ
い
て
の
基
本
的
考
え
方

(
1
)

［略

］

(
1
)

［略

］

(
2
)
入
札
に
お
け
る
公
正
か
つ
適
正
な
競
争
を
促

(
2
)
入
札
に
お
け
る
公
正
か
つ
適
正
な
競
争
を
促

8



ま
で
の
入
札
結
果
の
検
証
を
踏
ま
え

定
め
る
も
の
で

、

あ
る
。

１
定
義

２
定
義

本
指
針
に
お
い
て

次
に
掲
げ
る
用
語
の
定
義
は

本
指
針
に
お
い
て

次
に
掲
げ
る
用
語
の
定
義
は

、
、

そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る

そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る

、
。

、
。

(
1
)
入
札
参
加
希
望
者

入
札

（再
生
可
能
エ
ネ

(
1
)
入
札
参
加
希
望
者

入
札
に
参
加
し
よ
う
と

ル
ギ

ー電
気
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置

す
る
者
を
い
う
。

法

（平
成
2
3
年
法
律
第
1
0
8
号

以
下

「法

」と
。

い
う

）第
５
条
か
ら
第
８
条
ま
で
に
規
定
す
る

。

手
続
に
よ
る
も
の
を
い
う

以
下
同
じ

）に
参

。
。

加
し
よ
う
と
す
る
者
を
い
う
。

(
2
)

(
5
)

［略

］

(
2
)

(
5
)

［略

］

～
～

２
本
指
針
の
適
用
範
囲

３
本
指
針
の
適
用
範
囲

7



分
等
及
び
特
定
調
達
対
象
区
分
等

（以
下

「入
札
対
象

区
分
等

」と
い
う

）を
経
済
産
業
大
臣
が
指
定
し

。
、

実
施
す
る
も
の
で
あ
り

平
成
2
9
年
度
か
ら
令
和
４
年

、

度
ま
で
に
太
陽
光
発
電
設
備
に
つ
い
て
1
5
回

バ
イ
オ

、

マ
ス
発
電
設
備
に
つ
い
て
５
回

着
床
式
洋
上
風
力
発

、

電
設
備
に
つ
い
て
１
回

陸
上
風
力
発
電
設
備
に
つ
い

、

て
２
回
の
入
札
が
行
わ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

本
指
針
は

法
第
５
条
の
規
定
に
基
づ
い
て
定
め
ら

、

れ
る
も
の
で
あ
り

上
記
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め

、
、

ま
た

入
札
対
象
区
分
等
に
お
い
て
適
正
な
競
争
を
促

、

し
入
札
の
公
正
を
図
る
た
め

入
札
を
実
施
す
る
場
合

、

の
基
本
事
項
及
び
運
用
方
針
を

調
達
価
格
等
算
定
委

、

員
会
に
よ
り
行
わ
れ
た
平
成
2
9
年
度
か
ら
令
和
３
年
度

6



れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

改
正
法
に
よ
り

低
コ
ス
ト
か
つ
効
率
的
な
再
生
可

、

能
エ
ネ
ル
ギ

ー発
電
事
業
者
の
参
入
を
促
す
た
め
に
、

事
業
者
間
の
競
争
を
通
じ
た
調
達
価
格
の
決
定
方
式
の

一
つ
と
し
て

新
た
に
入
札
制
度
が
導
入
さ
れ
た

こ
、

。

の
入
札
は

法
第
４
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き

入
、

、

札

（法
第
５
条
か
ら
第
８
条
ま
で
に
規
定
す
る
手
続
に

よ
る
も
の
を
い
う

以
下
同
じ

）に
よ
り
法
第
９
条

。
。

第
４
項
の
規
定
に
基
づ
く
認
定

（以
下
単
に

「認
定

」

と
い
う

）を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
者
を
決
定
す
る

。

こ
と
が

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー電
気
の
利
用
に
伴
う

、

電
気
の
使
用
者
の
負
担
の
軽
減
を
図
る
上
で
有
効
で
あ

る
と
認
め
る
と
き
に

入
札
対
象
と
な
る
交
付
対
象
区

、

5



か
つ
効
率
的
な
形
で
の
導
入
を
進
め
る
仕
組
み
を
作
る

一
方
で

リ

ード
タ
イ
ム
が
長
く
導
入
の
進
ん
で
い
な

、

い
電
源
に
つ
い
て
は

導
入
拡
大
を
更
に
強
力
に
推
進

、

す
る
た
め
の
制
度
改
革
が
求
め
ら
れ
て
い
る

こ
れ
ら

。

の
事
情
を
背
景
に

電
気
事
業
者
に
よ
る
再
生
可
能
エ

、

ネ
ル
ギ

ー電
気
の
調
達
に
関
す
る
特
別
措
置
法
等
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律

（平
成
2
8
年
法
律
第
5
9
号

以
下

。

「改
正
法

」と
い
う

）が
制
定
さ
れ

さ
ら
に
強
靱

。
、

か
つ
持
続
可
能
な
電
気
供
給
体
制
を
図
る
た
め
の
電
気

事
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（令
和
２
年
法
律

第
4
9
号

）が
制
定
さ
れ

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー電
気

、

の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法

（平
成
2
3
年
法

律
第
1
0
8
号

以
下

「法

」と
い
う

）へ
と
改
正
さ

。
。

4



た

「第
６
次
エ
ネ
ル
ギ

ー基
本
計
画

」で
は

2
0
3
0
年

、

度

（令
和
1
2
年
度

）に
お
け
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー

電
気
が
電
源
構
成
比
率
の
3
6

～3
8
％

（発
電
量
ベ

ース

）を
占
め
る
と
の
見
通
し
を
示
し
て
お
り

こ
の
実
現

、

に
向
け
て

F
I
T
に
は
引
き
続
き
重
要
な
役
割
が
期
待

、

さ
れ
て
い
る
。

一
方
で

F
I
T
創
設
以
来

特
に
太
陽
光
発
電
へ
の

、
、

参
入
が
急
拡
大
し

こ
れ
に
伴
っ
て
F
I
T
に
基
づ
く
買

、

取
費
用
総
額
も
急
増
し

国
民
負
担
の
増
大
へ
の
懸
念

、

が
高
ま
っ
て
い
る

こ
の
た
め

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

。
、

ーの
最
大
限
の
導
入
と
国
民
負
担
の
抑
制
と
の
両
立
を

図
る
た
め

導
入
が
進
ん
だ
太
陽
光
発
電
等
に
つ
い
て

、

は
早
期
の
自
立
化
に
軸
足
を
置
き
つ
つ

低
コ
ス
ト

、
、

3



改

正

後

改

正

前

第
１

総
論

第
１

総
論

［削
る

］

１
趣
旨

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー電
気
の
固
定
価
格
買
取
制
度

（以
下

「F
I
T

」と
い
う

）は
電
気
事
業
者
に
よ

。
、

る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー電
気
の
調
達
に
関
す
る
特
別

措
置
法

（平
成
2
3
年
法
律
第
1
0
8
号

）に
基
づ
い
て
平

成
2
4
年
７
月
に
創
設
さ
れ
た

F
I
T
創
設
か
ら
1
0
年
間

。

で
F
I
T
の
対
象
と
な
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ーの
設

、

備
導
入
量
が
概
ね
３
倍
に
拡
大
す
る
と
い
っ
た
成
果
を

挙
げ
て
き
て
い
る

ま
た

令
和
３
年
1
0
月
に
策
定
し

。
、

2



〇
経
済
産
業
省
告
示
第
五
十
七
号

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
百
八
号
）
第
五
条
第
九
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
入
札
対
象
と
し
て
指
定
を
す
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
の
区
分
等
に
お
け
る
入
札
の
実
施
に
関
す

る
指
針
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
六
年
三
月
二
十
九
日

経
済
産
業
大
臣

齋
藤

健

入
札
対
象
と
し
て
指
定
を
す
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
の
区
分
等
に
お
け
る
入
札
の
実
施
に
関
す
る
指
針
の

一
部
を
改
正
す
る
告
示

入
札
対
象
と
し
て
指
定
を
す
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
の
区
分
等
に
お
け
る
入
札
の
実
施
に
関
す
る
指
針
（
平
成

三
十
年
経
済
産
業
省
告
示
第
五
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
は
、
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定

の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲

げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改
正
後
欄
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ

て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。

1



等をいう。）に属する場合の入札の対象とする

特定調達対象対象区分等は、前項に規定するも

のに加え、施行規則第三条第四号、第四号の

二、第五号の二、第二十七号及び二十八号に掲

げる設備の区分等とする。

備考表中の［］は注記である。

附則

この告示は、令和六年四月一日から施行する。

4

のうち、入札の対象とする特定調達対象区分等のうち、入札の対象とする特定調達対象区分等

は、設備の区分等のうち、施行規則第三条第三は、施行規則第三条第三号の三、第六号に掲げ

号の三、第四号、第四号の二、第五号の二、第る設備の区分等とする。

六号、第二十七号及び第二十八号に掲げる設備

の区分等（法第二条第二項に規定する再生可能

エネルギー発電設備の設置場所が沖縄県又は離

島等（電気事業法（昭和三十九年法律第百七十

号）第二条第一項第八号イに規定する離島等を

いい、沖縄県に属するものを除く。）に属する

場合に限る。）とする。

［削る］３法第二条第二項に規定する再生可能エネルギ

ー発電設備の設置場所が沖縄県又は離島等（電

気事業法第二条第一項第八号イに規定する離島

3



法律第百八号。以下「法」という。）第二条の法律第百八号。以下「法」という。）第二条の

二第一項に規定する交付対象区分等をいう。以二第一項に規定する交付対象区分等をいう。以

下同じ。）のうち、入札の対象とする交付対象下同じ。）のうち、入札の対象とする交付対象

区分等は、再生可能エネルギー電気の利用の促区分等は、再生可能エネルギー電気の利用の促

進に関する特別措置法施行規則（平成二十四年進に関する特別措置法施行規則（平成二十四年

経済産業省令第四十六号。以下「施行規則」と経済産業省令第四十六号。以下「施行規則」と

いう。）第三条に規定する設備の区分等（以下いう。）第三条に規定する設備の区分等（以下

単に「設備の区分等」という。）のうち、同条単に「設備の区分等」という。）のうち、同条

第三号の三、第四号、第四号の二、第五号の第四号、第四号の二、第五号の二、第六号、第

二、第六号、第二十七号及び第二十八号に掲げ二十七号及び第二十八号に掲げる設備の区分等

る設備の区分等とする。とする。

２特定調達対象区分等（法第三条第一項に規定２特定調達対象区分等（法第三条第一項に規定

する特定調達対象区分等をいう。以下同じ。）する特定調達対象区分等をいう。以下同じ。）

2

〇経済産業省告示第五十六号

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第四条第一項に基づき入札を実施する交付対象

区分等及び特定調達対象区分等を指定する件（令和四年経済産業省告示第九十三号）の一部を次のように改

正する。
令和六年三月二十九日経済産業大臣齋藤健

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分は、これに順次対応する改正後欄に掲げる規定

の傍線を付した部分のように改め、改正前欄に二重傍線を付した規定で改正後欄にこれに対応するものを掲

げていないものは、これを削る。

改正後改正前

１交付対象区分等（再生可能エネルギー電気の１交付対象区分等（再生可能エネルギー電気の

利用の促進に関する特別措置法（平成二十三年利用の促進に関する特別措置法（平成二十三年

1



定する積立対象区分等を指定する件する積立対象区分等を指定する件

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する

特別措置法（平成二十三年法律第百八号。以下「特別措置法（平成二十三年法律第百八号。以下「

法」という。）第十五条の十二第一項に規定する法」という。）第十五条の六第一項に規定する積

積立対象区分等は、次に掲げる設備の区分等（法立対象区分等は、次に掲げる設備の区分等（法第

第二条の二第一項に規定する再生可能エネルギー二条の二第一項に規定する再生可能エネルギー発

発電設備の区分等をいう。以下同じ。）とする。電設備の区分等をいう。以下同じ。）とする。

一・二［略］一・二［略］

備考表中の［］は注記である。

附則

この告示は、令和六年四月一日から施行する。

2

〇経済産業省告示第五十五号

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八号）第十五条の十二

第一項の規定に基づき、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第十五条の六第一項に規

定する積立対象区分等を指定する件（令和三年経済産業省告示第百三十四号）の一部を改正する告示を次の

ように定める。

令和六年三月二十九日経済産業大臣齋藤健

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分は、これに順次対応する改正後欄に掲げる規定

の傍線を付した部分のように改める。

改正後改正前

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関再生可能エネルギー電気の利用の促進に関

する特別措置法第十五条の十二第一項に規する特別措置法第十五条の六第一項に規定

1



備考表中の［］は注記である。

附則

この告示は、令和六年四月一日から施行する。

7



場合における特定調達対象区分等は、施行規則

第三条第七号、第九号から第十二号まで、第十

七号、第十七号の二、第十九号、第十九号の

二、第二十一号及び第二十一号の二に掲げる設

備の区分等とする。

６法第二条第二項に規定する再生可能エネルギ５法第二条第二項に規定する再生可能エネルギ

ー発電設備の設置場所が沖縄県又は離島等（電ー発電設備の設置場所が沖縄県又は離島等（電

気事業法第二条第一項第八号イに規定する離島気事業法第二条第一項第八号イに規定する離島

等をいい、沖縄県に属するものを除く。）に属等をいう。沖縄県に属するものを除く。）に属

する場合における特定調達対象区分等は、前各する場合における特定調達対象区分等は、前各

項の規定にかかわらず、施行規則第三条各号に項の規定にかかわらず、施行規則第三条各号に

掲げる設備の区分等とする。掲げる設備の区分等とする。

７［略］６［略］

6

第二十三号の二の二（廃棄物の焼却施設に設置九号の二、第二十一号及び第二十一号の二に掲

されるものに限る。）、第二十四号、第二十四げる設備の区分等とする。

号の二、第二十四号の二の二（廃棄物の焼却施

設に設置されるものに限る。）、第二十六号、

第二十六号の二、第二十六号の二の二（廃棄物

の焼却施設に設置されるものに限る。）、第二

十九号、第二十九号の二、第二十九号の二の二

（廃棄物の焼却施設に設置されるものに限る。

）、第三十号、第三十号の二及び第三十号の二

の二（廃棄物の焼却施設に設置されるものに限

る。）に掲げる設備の区分等とする。

５法第九条第四項の認定の日が令和八年四月一［新設］

日から令和九年三月三十一日までの間に属する

5



号から第二十三号の二の二まで、第二十四号号、第二十三号の二、第二十四号、第二十四

から第二十四号の二の二まで、第二十六号か号の二、第二十六号、第二十六号の二、第二

ら第二十六号の二の二まで、第二十九号から十九号、第二十九号の二、第三十号及び第三

第二十九号の二の二まで及び第三十号から第十号の二に掲げる設備の区分等

三十号の二の二までに掲げる設備の区分等

二［略］二［略］

４法第九条第四項の認定の日が令和七年四月一４法第九条第四項の認定の日又は法第七条第三

日から令和八年三月三十一日までの間に属する項若しくは同条第六項の規定による落札者の決

場合における特定調達対象区分等は、施行規則定の日が令和七年四月一日から令和八年三月三

第三条第五号、第七号から第八号の二まで、第十一日までの間に属する場合における特定調達

九号から第十二号まで、第十七号、第十七号の対象区分等は、施行規則第三条第五号、第七号

二、第十九号、第十九号の二、第二十一号、第から第八号の二まで、第九号から第十二号ま

二十一号の二、第二十三号、第二十三号の二、で、第十七号、第十七号の二、第十九号、第十

4

及び第三十号から第三十号の二の二までに掲の区分等

げる設備の区分等

二［略］二［略］

３法第九条第四項の認定の日が令和六年四月一３法第九条第四項の認定の日又は法第七条第三

日から令和七年三月三十一日までの間に属する項若しくは同条第六項の規定による落札者の決

場合における特定調達対象区分等は、次に掲げ定の日が令和六年四月一日から令和七年三月三

るとおりとする。十一日までの間に属する場合における特定調達

対象区分等は、次に掲げるとおりとする。

一施行規則第三条第一号、第三号、第三号の一施行規則第三条第一号、第三号、第三号の

二、第四号の三、第五号、第七号から第八号二、第四号の三、第五号、第七号から第八号

の二まで、第九号から第十二号まで、第十七の二まで、第九号から第十二号まで、第十七

号、第十七号の二、第十九号、第十九号の号、第十七号の二、第十九号、第十九号の

二、第二十一号、第二十一号の二、第二十三二、第二十一号、第二十一号の二、第二十三

3



項若しくは同条第六項の規定による落札者の決項若しくは同条第六項の規定による落札者の決

定の日が令和五年四月一日から令和六年三月三定の日が令和五年四月一日から令和六年三月三

十一日までの間に属する場合における特定調達十一日までの間に属する場合における特定調達

対象区分等は、次に掲げるとおりとする。対象区分等は、次に掲げるとおりとする。

一施行規則第三条第一号、第三号から第三号一施行規則第三条第一号、第三号から第三号

の三まで、第四号の三、第四号の四、第五の三まで、第四号の三、第四号の四、第五

号、第六号から第八号の二まで、第九号から号、第六号から第八号の二まで、第九号から

第十二号まで、第十七号、第十七号の二、第第十二号まで、第十七号、第十七号の二、第

十九号、第十九号の二、第二十一号、第二十十九号、第十九号の二、第二十一号、第二十

一号の二、第二十三号から第二十三号の二の一号の二、第二十三号、第二十三号の二、第

二まで、第二十四号から第二十四号の二の二二十四号、第二十四号の二、第二十六号、第

まで、第二十六号から第二十六号の二の二ま二十六号の二、第二十九号、第二十九号の

で、第二十九号から第二十九号の二の二まで二、第三十号及び第三十号の二に掲げる設備

2

〇経済産業省告示第五十四号

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八号）第三条第一項の

規定に基づき、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第三条第一項に規定する特定調達

対象区分等を指定する件（令和四年経済産業省告示第七十号）の一部を次のように改正する。

令和六年三月二十九日経済産業大臣齋藤健

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分は、これに順次対応する改正後欄に掲げる規定

の傍線を付した部分のように改め、改正後欄に二重傍線を付した規定で改正前欄にこれに対応するものを掲

げていないものは、これを加える。

改正後改正前

１［略］１［略］

２法第九条第四項の認定の日又は法第七条第三２法第九条第四項の認定の日又は法第七条第三

1



げるとおりとする。げるとおりとする。

一・二［略］一・二［略］

三施行規則第四条の二第二項第八号の二に規三施行規則第五条第二項第五号に規定する複

定する複数太陽光発電設備設置事業の用に供数太陽光発電設備設置事業の用に供する再生

する再生可能エネルギー発電設備に係る設備可能エネルギー発電設備に係る設備の区分等

の区分等

２［略］２［略］

備考表中の［］は注記である。

附則

この告示は、令和六年四月一日から施行する。

2

〇経済産業省告示第五十三号

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八号）第二条の二第一

項の規定に基づき、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第二条の二第一項に規定する

交付対象区分等を指定する件（令和四年経済産業省告示第六十九号）の一部を次のように改正する。

令和六年三月二十九日経済産業大臣齋藤健

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分は、これに順次対応する改正後欄に掲げる規定

の傍線を付した部分のように改める。

改正後改正前

１再生可能エネルギー電気の利用の促進に関す１再生可能エネルギー電気の利用の促進に関す

る特別措置法（以下「法」という。）第二条のる特別措置法（以下「法」という。）第二条の

二第一項に規定する交付対象区分等は、次に掲二第一項に規定する交付対象区分等は、次に掲

1



この告示は、令和六年四月一日から施行する。

1
1
9



ヘ複数の再生可能エネルギー発電設備を併設

した場合で、それぞれの設備からの再生可能

エネルギー電気の供給量を特定することがで

きない場合に適用される基準価格又は調達価

格は、当該複数設備に適用される基準価格又

は調達価格のうち、最も基準価格又は調達価

格の低いものを適用するものとし、交付期間

又は調達期間もこれに従う。

備考表中の［］は注記である。

附則

1
1
8

日より後の日である場合には、当該設備に係

る交付期間又は調達期間は、交付期間又は調

達期間の欄に掲げる期間から当該運転開始期

限日から当該供給開始日までの期間を除いた

ものとする。

ホ法第九条第四項の認定に係る設備が、既に

当該設備を用いて発電した再生可能エネルギ

ー電気を市場取引等又は特定契約により供給

するものとして同項の認定を受けている場合

には、その認定を受けて当該設備を用いて発

電した電気を供給した期間又は当該設備に係

る運転開始期限日から供給開始日までの期間

を交付期間又は調達期間から除く。

1
1
7



イ当該設備に係る認定事業者が適格請求書発

行事業者である場合における調達価格は、消

費税及び地方消費税の額に相当する額を加え

た額、適格請求書発行事業者でない場合にお

ける調達価格は、消費税及び地方消費税の額

に相当する額を含むものとする。

ロ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供

給料金の支払者である場合における基準価格

又は調達価格は、発電側託送供給料金に相当

する額を加えた額とする。

ハ交付期間又は調達期間の欄に掲げる期間

は、供給開始日を起算日とする。

ニ当該設備に係る供給開始日が運転開始期限

1
1
6

法第七条第八項の規定に基づき入札の二十年間

結果が公表されている直近のバイオマ

ス発電設備に係る入札において適用さ

れた供給価格上限額と、当該バイオマ

ス発電設備の基準価格又は調達価格（

消費税及び地方消費税に相当する額並

びに発電側託送供給料金に相当する額

が含まれる場合にあっては、これらの

額を控除して得た額）のうち、いずれ

か低い額

備考

1
1
5



十一日までの間に属する場合におけるバイオマ

ス発電設備であって、入札対象区分等に該当す

るもの（木質バイオマスを用いる場合にあって

は、林野庁作成の「発電利用に供する木質バイ

オマスの証明のためのガイドライン（平成二十

四年六月十八日）」に準拠して分別管理が行わ

れたことが確認されたものに限る。）に係る基

準価格等及び調達価格等は、前各項の規定にか

かわらず、次の表のとおりとする。

基準価格又は調達価格交付期間

又は調達

期間

1
1
4

８［略］７［略］

基準価格又は調達価格交付期間基準価格又は調達価格交付期間

又は調達又は調達

期間期間

［略］［略］［略］［略］

備考第四項の表中の「備考」に同じ。備考第五項の表中の「備考」に同じ。

９前項各号に掲げる法第十条第一項の変更の認

定の日が令和六年四月一日から令和七年三月三

1
1
3



するものとして同項の認定を受けている場合

には、その認定を受けて当該設備を用いて発

電した電気を供給した期間又は当該設備に係

る運転開始期限日から供給開始日までの期間

を交付期間又は調達期間から除く。

ヘ複数の再生可能エネルギー発電設備を併設

した場合で、それぞれの設備からの再生可能

エネルギー電気の供給量を特定することがで

きない場合に適用される基準価格又は調達価

格は、当該複数設備に適用される基準価格又

は調達価格のうち、最も基準価格又は調達価

格の低いものを適用するものとし、交付期間

又は調達期間もこれに従う。

1
1
2

又は調達価格は、発電側託送供給料金に相当

する額を加えた額とする。

ハ交付期間又は調達期間の欄に掲げる期間

は、供給開始日を起算日とする。

ニ当該設備に係る供給開始日が運転開始期限

日より後の日である場合には、当該設備に係

る交付期間又は調達期間は、交付期間又は調

達期間の欄に掲げる期間から当該運転開始期

限日から当該供給開始日までの期間を除いた

ものとする。

ホ法第九条第四項の認定に係る設備が、既に

当該設備を用いて発電した再生可能エネルギ

ー電気を市場取引等又は特定契約により供給

1
1
1



進機関が入札業務を行う場合にあって

は、推進機関）が公表する落札者ごと

の落札に係る供給価格の額

備考
イ当該設備に係る認定事業者が適格請求書発

行事業者である場合における調達価格は、消

費税及び地方消費税の額に相当する額を加え

た額、適格請求書発行事業者でない場合にお

ける調達価格は、消費税及び地方消費税の額

に相当する額を含むものとする。

ロ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供

給料金の支払者である場合における基準価格

1
1
0

が令和六年四月一日から令和七年三月三十一日

までの間に属する場合（次項各号に掲げる法第

十条第一項の変更の認定を受けた場合を除く。

）における当該バイオマス発電設備に係る基準

価格等及び調達価格等は、前各項の規定にかか

わらず、次の表のとおりとする。

基準価格又は調達価格交付期間

又は調達

期間

法第七条第八項の規定により経済産業二十年間

大臣（法第七条第十項の規定により推

1
0
9



６法第七条第三項に規定する落札者の当該落札６法第七条第三項に規定する落札者の当該落札

に係るバイオマス発電設備であって、同項又はに係るバイオマス発電設備であって、同項又は

同条第六項の規定による当該落札者の決定の日同条第六項の規定による当該落札者の決定の日

が平成三十年四月一日から令和六年三月三十一が平成三十年四月一日から令和六年三月三十一

日までの間に属する場合（第八項各号に掲げる日までの間に属する場合における当該バイオマ

法第十条第一項の変更の認定を受けた場合を除ス発電設備に係る基準価格等及び調達価格等

く。）における当該バイオマス発電設備に係るは、第一項から第四項までの規定にかかわら

基準価格等及び調達価格等は、前各項の規定にず、次の表のとおりとする。

かかわらず、次の表のとおりとする。

表［略］表［略］

７法第七条第三項に規定する落札者の当該落札［新設］

に係るバイオマス発電設備であって、同項又は

同条第六項の規定による当該落札者の決定の日

1
0
8

一［略］［略］［略］一［略］［略］［略］

～～

六六

備考備考

イ［略］イ［略］

ロ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供［新設］

給料金の支払者である場合における基準価格

又は調達価格は、発電側託送供給料金に相当

する額を加えた額とする。

ハ～ト［略］ロ～ヘ［略］

1
0
7



合にあっては、当該変更の認定に係る再生可能合にあっては、当該変更の認定に係る再生可能

エネルギー発電設備の区分等に係るものに限エネルギー発電設備の区分等に係るものに限

る。）は、前各項の規定にかかわらず、次の表る。）は、前各項の規定にかかわらず、次の表

の再生可能エネルギー発電設備の区分等の欄にの再生可能エネルギー発電設備の区分等の欄に

応じて、それぞれ同表の基準価格又は調達価格応じて、それぞれ同表の基準価格又は調達価格

の欄に掲げる価格及び同表の交付期間又は調達の欄に掲げる価格及び同表の交付期間又は調達

期間の欄に掲げる期間とする。期間の欄に掲げる期間とする。

一・二［略］一・二［略］

再生可能エネルギー基準価格又は交付期再生可能エネルギー基準価格又は交付期

発電設備の区分等調達価格間又は発電設備の区分等調達価格間又は

調達期調達期

間間

1
0
6

備考前項の表中の「備考」に同じ。

（バイオマス発電設備に係る基準価格等及び調（バイオマス発電設備に係る基準価格等及び調

達価格等）達価格等）

第六条［略］第六条［略］

２～４［略］２～４［略］

５次に掲げる日のうちいずれか遅い日（以下こ５次に掲げる日のうちいずれか遅い日（以下こ

の項において「価格決定日」という。）が令和の項において「価格決定日」という。）が令和

六年四月一日から令和八年三月三十一日までの六年四月一日から令和七年三月三十一日までの

間に属する場合におけるバイオマス発電設備に間に属する場合におけるバイオマス発電設備に

係る基準価格等及び調達価格等（前項第二号ハ係る基準価格等及び調達価格等（前項第二号ハ

に掲げる変更の認定の日が価格決定日となる場に掲げる変更の認定の日が価格決定日となる場

1
0
5



及び第九号に掲げる

ものを除く。）

八第一種特定地熱発電二十円十五年

設備であって、その間

出力が三万キロワッ

ト以上のもの

九第二種特定地熱発電十二円十五年

設備であって、その間

出力が三万キロワッ

ト以上のもの

1
0
4

六第二種特定地熱発電二十九分の五十五年

設備であって、その百五十八から間

出力が千キロワット再生可能エネ

以上三万キロワットルギー発電設

未満のもの備の出力に二

万九千分の七

を乗じて得た

額を控除して

得た額

七出力が三万キロワッ二十六円十五年

ト以上のもの（次号間

1
0
3



を乗じて得た

額を控除して

得た額

五第一種特定地熱発電二十九分の八十五年

設備であって、その百八十から再間

出力が千キロワット生可能エネル

以上三万キロワットギー発電設備

未満のものの出力に二万

九千分の十を

乗じて得た額

を控除して得

た額

1
0
2

未満のもの

四出力が千キロワット二十九分の千十五年

以上三万キロワット百七十四から間

未満のもの（次号及再生可能エネ

び第六号に掲げるもルギー発電設

のを除く。）備の出力（キ

ロワットで表

した量をい

う。以下この

項において同

じ。）に二万

九千分の十四

1
0
1



一出力が千キロワット四十円十五年

未満のもの（次号及間

び第三号に掲げるも

のを除く。）

二第一種特定地熱発電三十円十五年

設備であって、その間

出力が千キロワット

未満のもの

三第二種特定地熱発電十九円十五年

設備であって、その間

出力が千キロワット

1
0
0

算日以後の法第十条第一項の変更の認定（当

該設備の出力の変更（出力を減少させる変更

を除く。）の認定に限る。）の日

四当該設備を電気事業者が維持し、及び運用

する電線路に電気的に接続することについて

の電気事業者の同意に係る主要な事項の変更

の認定の日

再生可能エネルギー基準価格又は交付期

発電設備の区分等調達価格間又は

調達期

間

9
9



二当該設備に係る交付期間又は調達期間の起

算日前の法第十条第一項の変更の認定（当該

設備の出力の変更（出力を減少させる変更で

あって当該減少が十キロワット未満若しくは

当該設備の出力の二十パーセント未満である

場合又は当該設備に係る接続契約の相手方で

ある一般送配電事業者等による接続の検討の

結果、出力を変更しなければならない場合を

除く。）の認定又は次の表各号に掲げる設備

の再生可能エネルギー発電設備の区分等の変

更（当該設備の出力のみの変更によるものを

除く。）の認定に限る。）の日

三当該設備に係る交付期間又は調達期間の起

9
8

又は調達価格は、発電側託送供給料金に相当

する額を加えた額とする。

ハ～ヘ［略］ロ～ホ［略］

４次に掲げる日のうちいずれか遅い日が令和八［新設］

年四月一日から令和九年三月三十一日までの間

に属する場合における地熱発電設備に係る基準

価格等及び調達価格等は、前三項の規定にかか

わらず、次の表の再生可能エネルギー発電設備

の区分等の欄に応じて、それぞれ同表の基準価

格又は調達価格の欄に掲げる価格及び同表の交

付期間又は調達期間の欄に掲げる期間とする。

一法第九条第四項の認定の日

9
7



再生可能エネルギー発電基準価格交付期再生可能エネルギー発電基準価格交付期

設備の区分等又は調達間又は設備の区分等又は調達間又は

価格調達期価格調達期

間間

一［略］［略］［略］一［略］［略］［略］

～～

六六

備考備考

イ［略］イ［略］

ロ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供［新設］

給料金の支払者である場合における基準価格

9
6

ロ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供［新設］

給料金の支払者である場合における基準価格

又は調達価格は、発電側託送供給料金に相当

する額を加えた額とする。

ハ～ヘ［略］ロ～ホ［略］

（地熱発電設備に係る基準価格等及び調達価格（地熱発電設備に係る基準価格等及び調達価格

等）等）

第五条［略］第五条［略］

２［略］２［略］

３［略］３［略］

9
5



のもの（次号に八年三月のもの（次号に七年三月

掲げるものを除三十一日掲げるものを除三十一日

く。）までく。）まで

八特定水力発電設令和六年九円二十年八特定水力発電設令和六年九円二十年

備であって、そ四月一日間備であって、そ四月一日間

の出力が五千キから令和の出力が五千キから令和

ロワット以上三八年三月ロワット以上三七年三月

万キロワット未三十一日万キロワット未三十一日

満のものまで満のものまで

備考備考

イ［略］イ［略］

9
4

六特定水力発電設［略］［略］二十年六特定水力発電設［略］［略］二十年

備であって、そ間備であって、そ間

の出力が千キロ令和七年十四円の出力が千キロ［新設］［新設］

ワット以上五千四月一日ワット以上五千

キロワット未満から令和キロワット未満

のもの八年三月のもの

三十一日

まで

七出力が五千キロ令和六年十六円二十年七出力が五千キロ令和六年十六円二十年

ワット以上三万四月一日間ワット以上三万四月一日間

キロワット未満から令和キロワット未満から令和

9
3



の出力が二百キから令和の出力が二百キから令和

ロワット以上千九年三月ロワット以上千八年三月

キロワット未満三十一日キロワット未満三十一日

のものまでのものまで

五出力が千キロワ［略］［略］二十年五出力が千キロワ［略］［略］二十年

ット以上五千キ間ット以上五千キ間

ロワット未満の令和七年二十三円ロワット未満の［新設］［新設］

もの（次号に掲四月一日もの（次号に掲

げるものを除から令和げるものを除

く。）八年三月く。）

三十一日

まで

9
2

ロワット未満の九年三月ロワット未満の八年三月

もの三十一日もの三十一日

までまで

三出力が二百キロ令和六年二十九円二十年三出力が二百キロ令和六年二十九円二十年

ワット以上千キ四月一日間ワット以上千キ四月一日間

ロワット未満のから令和ロワット未満のから令和

もの（次号に掲九年三月もの（次号に掲八年三月

げるものを除三十一日げるものを除三十一日

く。）までく。）まで

四特定水力発電設令和六年二十一円二十年四特定水力発電設令和六年二十一円二十年

備であって、そ四月一日間備であって、そ四月一日間

9
1



区分等る期間価格調達期区分等る期間価格調達期

間間

一出力が二百キロ令和六年三十四円二十年一出力が二百キロ令和六年三十四円二十年

ワット未満のも四月一日間ワット未満のも四月一日間

の（次号に掲げから令和の（次号に掲げから令和

るものを除く。九年三月るものを除く。八年三月

）三十一日）三十一日

までまで

二特定水力発電設令和六年二十五円二十年二特定水力発電設令和六年二十五円二十年

備であって、そ四月一日間備であって、そ四月一日間

の出力が二百キから令和の出力が二百キから令和

9
0

の項において「価格決定日」という。）が令和の項において「価格決定日」という。）が令和

六年四月一日から令和九年三月三十一日までの六年四月一日から令和八年三月三十一日までの

間に属する場合における水力発電設備に係る基間に属する場合における水力発電設備に係る基

準価格等又は調達価格等は、前各項の規定にか準価格等又は調達価格等は、前各項の規定にか

かわらず、次の表の再生可能エネルギー発電設かわらず、次の表の再生可能エネルギー発電設

備の区分等及び価格決定日が属する期間の欄に備の区分等及び価格決定日が属する期間の欄に

応じて、それぞれ同表の基準価格又は調達価格応じて、それぞれ同表の基準価格又は調達価格

の欄に掲げる価格及び同表の交付期間又は調達の欄に掲げる価格及び同表の交付期間又は調達

期間の欄に掲げる期間とする。期間の欄に掲げる期間とする。

一～四［略］一～四［略］

再生可能エネル価格決定基準価格交付期再生可能エネル価格決定基準価格交付期

ギー発電設備の日が属す又は調達間又はギー発電設備の日が属す又は調達間又は

8
9



エネルギー電気の供給量を特定することがで

きない場合に適用される基準価格又は調達価

格は、当該複数設備に適用される基準価格又

は調達価格のうち、最も基準価格又は調達価

格の低いものを適用するものとし、交付期間

又は調達期間もこれに従う。

（水力発電設備に係る基準価格等及び調達価格（水力発電設備に係る基準価格等及び調達価格

等）等）

第四条［略］第四条［略］

２・３［略］２・３［略］

４次に掲げる日のうちいずれか遅い日（以下こ４次に掲げる日のうちいずれか遅い日（以下こ

8
8

達期間の欄に掲げる期間から当該運転開始期

限日から当該供給開始日までの期間を除いた

ものとする。

ニ法第九条第四項の認定に係る設備が、既に

当該設備を用いて発電した再生可能エネルギ

ー電気を市場取引等又は特定契約により供給

するものとして同項の認定を受けている場合

には、その認定を受けて当該設備を用いて発

電した電気を供給した期間又は当該設備に係

る運転開始期限日から供給開始日までの期間

を交付期間又は調達期間から除く。

ホ複数の再生可能エネルギー発電設備を併設

した場合で、それぞれの設備からの再生可能

8
7



［略］［略］［略］［略］

備考備考第九項の表中の「備考」に同じ。

イ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供

給料金の支払者である場合における基準価格

又は調達価格は、発電側託送供給料金に相当

する額を加えた額とする。

ロ交付期間又は調達期間の欄に掲げる期間

は、供給開始日を起算日とする。

ハ当該設備に係る供給開始日が運転開始期限

日より後の日である場合には、当該設備に係

る交付期間又は調達期間は、交付期間又は調

8
6

した場合で、それぞれの設備からの再生可能

エネルギー電気の供給量を特定することがで

きない場合に適用される基準価格又は調達価

格は、当該複数設備に適用される基準価格又

は調達価格のうち、最も基準価格又は調達価

格の低いものを適用するものとし、交付期間

又は調達期間もこれに従う。

［略］［略］ 13

1
1

基準価格又は調達価格交付期間基準価格又は調達価格交付期間

又は調達又は調達

期間期間

8
5



る交付期間又は調達期間は、交付期間又は調

達期間の欄に掲げる期間から当該運転開始期

限日から当該供給開始日までの期間を除いた

ものとする。

ホ法第九条第四項の認定に係る設備が、既に

当該設備を用いて発電した再生可能エネルギ

ー電気を市場取引等又は特定契約により供給

するものとして同項の認定を受けている場合

には、その認定を受けて当該設備を用いて発

電した電気を供給した期間又は当該設備に係

る運転開始期限日から供給開始日までの期間

を交付期間又は調達期間から除く。

ヘ複数の再生可能エネルギー発電設備を併設

8
4

行事業者である場合における調達価格は、消

費税及び地方消費税の額に相当する額を加え

た額、適格請求書発行事業者でない場合にお

ける調達価格は、消費税及び地方消費税の額

に相当する額を含むものとする。

ロ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供

給料金の支払者である場合における基準価格

又は調達価格は、発電側託送供給料金に相当

する額を加えた額とする。

ハ交付期間又は調達期間の欄に掲げる期間

は、供給開始日を起算日とする。

ニ当該設備に係る供給開始日が運転開始期限

日より後の日である場合には、当該設備に係

8
3



法第七条第八項の規定に基づき入札の二十年間

結果が公表されている直近の風力発電

設備に係る入札において適用された供

給価格上限額と、当該風力発電設備の

基準価格又は調達価格（消費税及び地

方消費税に相当する額並びに発電側託

送供給料金に相当する額が含まれる場

合にあっては、これらの額を控除して

得た額）のうち、いずれか低い額

備考
イ当該設備に係る認定事業者が適格請求書発

8
2

備考第九項の表中の「備考」に同じ。備考前項の表中の「備考」に同じ。

前項各号に掲げる法第十条第一項の変更の認［新設］ 1
2

定の日が令和六年四月一日から令和七年三月三

十一日までの間に属する場合における風力発電

設備であって、入札対象区分等に該当するもの

に係る基準価格等及び調達価格等は、前各項の

規定にかかわらず、次の表のとおりとする。

基準価格又は調達価格交付期間

又は調達

期間

8
1



きない場合に適用される基準価格又は調達価

格は、当該複数設備に適用される基準価格又

は調達価格のうち、最も基準価格又は調達価

格の低いものを適用するものとし、交付期間

又は調達期間もこれに従う。

［略］［略］ 11

1
0

基準価格又は調達価格交付期間基準価格又は調達価格交付期間

又は調達又は調達

期間期間

［略］［略］［略］［略］

8
0

限日から当該供給開始日までの期間を除いた

ものとする。

ホ法第九条第四項の認定に係る設備が、既に

当該設備を用いて発電した再生可能エネルギ

ー電気を市場取引等又は特定契約により供給

するものとして同項の認定を受けている場合

には、その認定を受けて当該設備を用いて発

電した電気を供給した期間又は当該設備に係

る運転開始期限日から供給開始日までの期間

を交付期間又は調達期間から除く。

ヘ複数の再生可能エネルギー発電設備を併設

した場合で、それぞれの設備からの再生可能

エネルギー電気の供給量を特定することがで

7
9



た額、適格請求書発行事業者でない場合にお

ける調達価格は、消費税及び地方消費税の額

に相当する額を含むものとする。

ロ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供

給料金の支払者である場合における基準価格

又は調達価格は、発電側託送供給料金に相当

する額を加えた額とする。

ハ交付期間又は調達期間の欄に掲げる期間

は、供給開始日を起算日とする。

ニ当該設備に係る供給開始日が運転開始期限

日より後の日である場合には、当該設備に係

る交付期間又は調達期間は、交付期間又は調

達期間の欄に掲げる期間から当該運転開始期

7
8

又は調達

期間

法第七条第八項の規定により経済産業二十年間

大臣（法第七条第十項の規定により推

進機関が入札業務を行う場合にあって

は、推進機関）が公表する落札者ごと

の落札に係る供給価格の額

備考
イ当該設備に係る認定事業者が適格請求書発

行事業者である場合における調達価格は、消

費税及び地方消費税の額に相当する額を加え

7
7



次の表のとおりとする。

表［略］表［略］

法第七条第三項に規定する落札者の当該落札［新設］ 10
に係る風力発電設備であって、同項又は同条第

六項の規定による当該落札者の決定の日が令和

六年四月一日から令和七年三月三十一日までの

間に属する場合（次項各号に掲げる法第十条第

一項の変更の認定を受けた場合を除く。）にお

ける当該風力発電設備に係る基準価格等又は調

達価格等は、前各項の規定にかかわらず、次の

表のとおりとする。

基準価格又は調達価格交付期間

7
6

給料金の支払者である場合における基準価格

又は調達価格は、発電側託送供給料金に相当

する額を加えた額とする。

ハ～ホ［略］ロ～ニ［略］

９法第七条第三項に規定する落札者の当該落札９法第七条第三項に規定する落札者の当該落札

に係る風力発電設備であって、同項又は同条第に係る風力発電設備であって、同項又は同条第

六項の規定による当該落札者の決定の日が令和六項の規定による当該落札者の決定の日が令和

二年四月一日から令和六年三月三十一日までの二年四月一日から令和六年三月三十一日までの

間に属する場合（第十一項各号に掲げる法第十間に属する場合における当該風力発電設備に係

条第一項の変更の認定を受けた場合を除く。）る基準価格等又は調達価格等は、前各項の規定

における当該風力発電設備に係る基準価格等又にかかわらず、次の表のとおりとする。

は調達価格等は、前各項の規定にかかわらず、

7
5



三十一日三十一日

までまで

三特定風力発電設令和六年十二円二十年［［新設］［新設］［新設］［新設

備四月一日間新］

から令和設

七年三月］

三十一日

まで

備考備考

イ［略］イ［略］

ロ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供［新設］

7
4

一風力発電設備（［略］［略］二十年一風力発電設備（［略］［略］二十年

次号及び第三号間洋上風力発電設間

に掲げるもの並令和八年十二円備、特定風力発［新設］［新設］

びに入札対象区四月一日電設備及び入札

分等に該当するから令和対象区分等に該

ものを除く。）九年三月当するものを除

三十一日く。）

まで

二浮体式洋上風力令和六年三十六円二十年二浮体式洋上風力令和六年三十六円［新設

発電設備（次号四月一日間発電設備（特定四月一日］

に掲げるものをから令和風力発電設備をから令和

除く。）九年三月除く。）八年三月

7
3



準価格等及び調達価格等は、前各項の規定にか準価格等及び調達価格等は、前各項の規定にか

かわらず、次の表の再生可能エネルギー発電設かわらず、次の表の再生可能エネルギー発電設

備の区分等及び価格決定日が属する期間の欄に備の区分等及び価格決定日が属する期間の欄に

応じて、それぞれ同表の基準価格又は調達価格応じて、それぞれ同表の基準価格又は調達価格

の欄に掲げる価格及び同表の交付期間又は調達の欄に掲げる価格及び同表の交付期間又は調達

期間の欄に掲げる期間とする。期間の欄に掲げる期間とする。

一・二［略］一・二［略］

再生可能エネル価格決定基準価格交付期再生可能エネル価格決定基準価格交付期

ギー発電設備の日が属す又は調達間又はギー発電設備の日が属す又は調達間又は

区分等る期間価格調達期区分等る期間価格調達期

間間

7
2

達価格の欄に掲げる価格及び解体等積立基準

額の欄に掲げる額とする。

［略］［略］ 4
1

3
5

（風力発電設備に係る基準価格等及び調達価格（風力発電設備に係る基準価格等及び調達価格

等）等）

第三条［略］第三条［略］

２～７［略］２～７［略］

８次に掲げる日のうちいずれか遅い日（以下こ８次に掲げる日のうちいずれか遅い日（以下こ

の項において「価格決定日」という。）が令和の項において「価格決定日」という。）が令和

六年四月一日から令和九年三月三十一日までの六年四月一日から令和八年三月三十一日までの

間に属する場合における風力発電設備に係る基間に属する場合における風力発電設備に係る基

7
1



する。

チ法第十条第一項の変更の認定（太陽電池の

合計出力を増加させる変更であって当該増加

が三キロワット以上であるもの又は当該合計

出力を三パーセント以上増加させるもの（当

該設備の出力を増加させる場合を除く。）に

限る。）を受けた場合には、増設等に係る部

分以外に適用する基準価格又は調達価格及び

解体等積立基準額は、当該変更の認定前に当

該設備に従前適用されていた基準価格又は調

達価格及び解体等積立基準額とし、当該増設

等に係る部分に適用する基準価格又は調達価

格及び解体等積立基準額は、基準価格又は調

7
0

格は、当該複数設備に適用される基準価格又

は調達価格のうち、最も基準価格又は調達価

格の低いものを適用するものとし、交付期間

又は調達期間もこれに従う。

ト市場取引等により再生可能エネルギー電気

を供給する場合であって、法第十条第一項の

変更の認定（前項第四号に掲げる変更の認定

に限る。）の場合に適用される基準価格は、

当該設備の出力に当該設備に従前適用されて

いた基準価格を乗じた額に、太陽電池の合計

出力から当該設備の出力を控除した値に基準

価格又は調達価格の欄に掲げる価格を乗じた

額を加え、太陽電池の合計出力で除した額と

6
9



ものとする。

ホ法第九条第四項の認定に係る設備が、既に

当該設備を用いて発電した再生可能エネルギ

ー電気を市場取引等又は特定契約により供給

するものとして同項の認定を受けている場合

には、当該設備を用いて発電した電気を供給

した期間又は当該設備に係る運転開始期限日

から供給開始日までの期間を交付期間又は調

達期間から除く。

ヘ複数の再生可能エネルギー発電設備を併設

した場合で、それぞれの設備からの再生可能

エネルギー電気の供給量を特定することがで

きない場合に適用される基準価格又は調達価

6
8

ける調達価格は、消費税及び地方消費税の額

に相当する額を含むものとする。

ロ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供

給料金の支払者である場合における基準価格

又は調達価格は、発電側託送供給料金に相当

する額を加えた額とする。

ハ交付期間又は調達期間の欄に掲げる期間

は、供給開始日を起算日とする。

ニ当該設備に係る供給開始日が運転開始期限

日より後の日である場合には、当該設備に係

る交付期間又は調達期間は、交付期間又は調

達期間の欄に掲げる期間から当該運転開始期

限日から当該供給開始日までの期間を除いた

6
7



場合にあっては、額が含まれる場合

これらの額を控除にあっては、これ

して得た額）のうらの額を控除して

ち、いずれか低い得た額）のうち、

額いずれか低い額に

おける解体等積立

基準額

備考
イ当該設備に係る認定事業者が適格請求書発

行事業者である場合における調達価格は、消

費税及び地方消費税の額に相当する額を加え

た額、適格請求書発行事業者でない場合にお

6
6

の結果が公表されの結果が公表され

ている直近の太陽ている直近の太陽

光発電設備に係る光発電設備に係る

入札において適用入札において適用

された供給価格上された供給価格上

限額と、当該太陽限額と、当該再生

光発電設備の基準可能エネルギー発

価格又は調達価格電設備の基準価格

（消費税及び地方又は調達価格（消

消費税に相当する費税及び地方消費

額並びに発電側託税に相当する額並

送供給料金に相当びに発電側託送供

する額が含まれる給料金に相当する

6
5



前項各号に掲げる法第十条第一項の変更の認［新設］ 40
定の日が令和六年四月一日から令和七年三月三

十一日までの間に属する場合における太陽光発

電設備であって、入札対象区分等に該当するも

のに係る基準価格等又は調達価格等及び解体等

積立基準額は、前各項の規定にかかわらず、次

の表のとおりとする。

基準価格又は調達交付期間又解体等積立基準額

価格は調達期間

法第七条第八項の二十年間法第七条第八項の

規定に基づき入札規定に基づき入札

6
4

イ～ニ［略］イ～ニ［略］

ホ市場取引等により再生可能エネルギー電気ホ市場取引等により再生可能エネルギー電気

を供給する場合であって、法第十条第一項のを供給する場合であって、法第十条第一項の

変更の認定（第四号に掲げる変更の認定に限変更の認定（第四号に掲げる変更の認定に限

る。）の場合に適用される基準価格は、当該る。）の場合に適用される基準価格は、当該

設備の出力に当該設備に従前適用されていた設備の出力に当該設備に従前適用されていた

基準価格を乗じた額に、太陽電池の合計出力基準価格を乗じた額に、太陽電池の合計出力

から当該設備の出力を控除した値に基準価格から当該設備の出力を控除した値に再生可能

又は調達価格の欄に掲げる価格を乗じた額をエネルギー発電設備の区分等の欄に応じてそ

加え、太陽電池の合計出力で除した額とすれぞれ基準価格の欄に掲げる価格を乗じた額

る。を加え、太陽電池の合計出力で除した額とす

る。

6
3



限額と、当該再生十三項及び第二十

可能エネルギー発四項の規定により

電設備の基準価格経済産業大臣が定

又は調達価格のうめた供給価格上限

ち、いずれか低い額と、当該再生可

額における解体等能エネルギー発電

積立基準額設備に適用されて

いる調達価格のう

ち、いずれか低い

額における解体等

積立基準額

備考備考

6
2

［略］［略］ 39

3
4

基準価格又は調達交付期間又解体等積立基準額基準価格又は調達交付期間又解体等積立基準額

価格は調達期間価格は調達期間

［略］［略］法第七条第八項の［略］［略］法第七条第八項の

規定に基づき入札規定に基づき入札

の結果が公表されの結果が公表され

ている直近の太陽ている直近の太陽

光発電設備に係る光発電設備に係る

入札において適用入札において適用

された供給価格上された法第五条第

6
1



するものとして同項の認定を受けている場合

には、当該設備を用いて発電した電気を供給

した期間又は当該設備に係る運転開始期限日

から供給開始日までの期間を交付期間又は調

達期間から除く。

ヘ複数の再生可能エネルギー発電設備を併設

した場合で、それぞれの設備からの再生可能

エネルギー電気の供給量を特定することがで

きない場合に適用される基準価格又は調達価

格は、当該複数設備に適用される基準価格又

は調達価格のうち、最も基準価格又は調達価

格の低いものを適用するものとし、交付期間

又は調達期間もこれに従う。

6
0

又は調達価格は、発電側託送供給料金に相当

する額を加えた額とする。

ハ交付期間又は調達期間の欄に掲げる期間

は、供給開始日を起算日とする。

ニ当該設備に係る供給開始日が運転開始期限

日より後の日である場合には、当該設備に係

る交付期間又は調達期間は、交付期間又は調

達期間の欄に掲げる期間から当該運転開始期

限日から当該供給開始日までの期間を除いた

ものとする。

ホ法第九条第四項の認定に係る設備が、既に

当該設備を用いて発電した再生可能エネルギ

ー電気を市場取引等又は特定契約により供給

5
9



関）が公表する落

第二十三札者ごとの落札に

回係る供給価格の額

備考
イ当該設備に係る認定事業者が適格請求書発

行事業者である場合における調達価格は、消

費税及び地方消費税の額に相当する額を加え

た額、適格請求書発行事業者でない場合にお

ける調達価格は、消費税及び地方消費税の額

に相当する額を含むものとする。

ロ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供

給料金の支払者である場合における基準価格

5
8

額とする。

落札者を基準価格又は調達交付期間解体等積

決定した価格又は調達立基準額

入札の回期間

第二十回法第七条第八項の二十年間〇．六二

規定により経済産円

第二十一業大臣（法第七条

回第十項の規定によ

り推進機関が入札

第二十二業務を行う場合に

回あっては、推進機

5
7



表［略］表［略］

法第七条第三項に規定する落札者の当該落札［新設］ 38
に係る太陽光発電設備であって、落札者の決定

の日が令和六年四月一日から令和七年三月三十

一日までの間に属する場合（次項各号に掲げる

法第十条第一項の変更の認定を受けた場合を除

く。）における当該太陽光発電設備に係る基準

価格等又は調達価格等及び解体等積立基準額

は、前各項の規定にかかわらず、次の表の落札

者を決定した入札の回の欄に応じて、それぞれ

同表の基準価格又は調達価格の欄に掲げる価

格、同表の交付期間又は調達期間の欄に掲げる

期間及び同表の解体等積立基準額の欄に掲げる

5
6

第六項の規定による当該落札者（以下「落札者第六項の規定による当該落札者（以下「落札者

」という。）の決定の日が平成二十九年四月一」という。）の決定の日が平成二十九年四月一

日から令和六年三月三十一日までの間に属する日から令和六年三月三十一日までの間に属する

場合（第三十九項各号に掲げる法第十条第一項場合（令和五年十月一日以降に次項各号に掲げ

の変更の認定を受けた場合を除く。）におけるる法第十条第一項の変更の認定を受けた場合を

当該太陽光発電設備に係る基準価格等又は調達除く。）における当該太陽光発電設備に係る基

価格等及び解体等積立基準額は、前各項の規定準価格等又は調達価格等及び解体等積立基準額

にかかわらず、次の表の落札者を決定した入札は前各項の規定にかかわらず、次の表の落札者

の回の欄に応じて、それぞれ同表の基準価格又を決定した入札の回の欄に応じて、それぞれ同

は調達価格の欄に掲げる価格、同表の交付期間表の基準価格又は調達価格の欄に掲げる価格、

又は調達期間の欄に掲げる期間及び同表の解体同表の交付期間又は調達期間の欄に掲げる期間

等積立基準額の欄に掲げる額とする。及び同表の解体等積立基準額の欄に掲げる額と

する。

5
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第二十九項から前項までの規定は、系統連系第二十六項から前項までの規定は、系統連系 3
5

3
1

工事着工申込書を一般送配電事業者等に提出し工事着工申込書を一般送配電事業者等に提出し

たみなし認定事業者が供給開始日までの間に法たみなし認定事業者が供給開始日までの間に法

第十条第一項の変更の認定を申請（施行規則第第十条第一項の変更の認定を申請（施行規則第

九条第一項第十五号の二に基づく申請を除く。九条第一項第十五号の二に基づく申請を除く。

）した場合その他当該一般送配電事業者等から）した場合その他当該一般送配電事業者等から

系統連系工事着工申込書の再度の提出を求めら系統連系工事着工申込書の再度の提出を求めら

れた場合において、当該みなし認定事業者が行れた場合において、当該みなし認定事業者が行

った当該再度の提出に係る系統連系工事着工申った当該再度の提出に係る系統連系工事着工申

込みの受領の日について準用する。込みの受領の日について準用する。

［略］［略］ 3
6

3
2

法第七条第三項に規定する落札者の当該落札法第七条第三項に規定する落札者の当該落札 3733

に係る太陽光発電設備であって、同項又は同条に係る太陽光発電設備であって、同項又は同条

5
4

十キロワット未満のもの」と、同項第二号イ中

「次に掲げる変更の認定」とあるのは「次に掲

げる変更の認定及び当該設備の運転開始予定日

の変更の認定」と、第十七項本文中「令和五年

三月三十一日まで」とあるのは「令和七年三月

三十一日まで」と、「以上のもの（入札対象区

分等に該当するものを除く。）」とあるのは「

以上のもの」と、同項第二号イ中「次に掲げる

変更の認定」とあるのは「次に掲げる変更の認

定及び当該設備の運転開始予定日の変更の認定

」と、同項の表中「以上のもの（入札対象区分

等に該当するものを除く。）」とあるのは「以

上のもの」とする。

5
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定にかかわらず、当該設備に係る系統連系工事

着工申込みの受領を法第十条第一項の規定によ

る当該設備の運転開始予定日の変更の認定とみ

なして、第十七項（当該設備を用いて発電した

再生可能エネルギー電気を市場取引等により供

給する場合にあっては、第十六項）の規定を適

用する。この場合において、第十六項本文中「

令和五年三月三十一日まで」とあるのは「令和

七年三月三十一日まで」と、「（法第四条第一

項の規定による指定を受けた区分等（以下「入

札対象区分等」という。）に該当するものを除

く。）」とあるのは「又はみなし認定事業者に

係るもののうちその出力が十キロワット以上五

5
2

ニに掲げる変更の認定に限る。）により第十九

項、第二十一項、第二十四項及び第二十七項の

適用を受けているもの又は令和六年四月一日以

降に法第十条第一項の変更の認定（太陽電池の

合計出力を増加させる変更であって当該増加が

三キロワット以上であるもの若しくは当該合計

出力を三パーセント以上増加させるもの（当該

設備の出力を増加させる場合を除く。）に限

る。）により第二十四項、第二十五項、第二十

七項及び第二十八項の適用を受けているものを

除く。）を除く。）については、第一項から第

五項まで、第七項、第八項、第十項、第十二

項、第十四項及び第二十九項から前項までの規

5
1



のは「次に掲げる変更の認定及び当該設備の運定及び当該設備の運転開始予定日の変更の認定

転開始予定日の変更の認定」と、同項の表中「」とする。

二百五十キロワット未満のもの」とあるのは「

二百五十キロワット未満のもの又はみなし認定

事業者に係るもののうちその出力が二百五十キ

ロワット以上のもの」とする。

系統連系工事着工申込みの受領の日が令和六［新設］ 3
4

年四月一日から令和七年三月三十一日までの間

に属する場合における太陽光発電設備（第十六

項、第十七項、第十九項から第二十二項まで、

第二十四項、第二十五項、第二十七項及び第二

十八項に掲げるもの（令和五年四月一日以降に

法第十条第一項の変更の認定（第十六項第二号

5
0

いては、第一項から第五項まで、第七項、第八まで、第七項、第八項、第十項、第十二項及び

項、第十項、第十二項及び第二十九項から前項第二十六項から前項までの規定にかかわらず、

までの規定にかかわらず、当該設備に係る系統当該設備に係る系統連系工事着工申込みの受領

連系工事着工申込みの受領を法第十条第一項のを法第十条第一項の規定による当該設備の運転

規定による当該設備の運転開始予定日の変更の開始予定日の変更の認定とみなして、第十四項

認定とみなして、第十四項の規定を適用する。の規定を適用する。この場合において、同項本

この場合において、同項本文中「令和四年三月文中「令和四年三月三十一日まで」とあるのは

三十一日まで」とあるのは「令和六年三月三十「令和六年三月三十一日まで」と、「二百五十

一日まで」と、「二百五十キロワット未満のもキロワット未満のもの」とあるのは「二百五十

の」とあるのは「二百五十キロワット未満のもキロワット未満のもの又はみなし認定事業者に

の又はみなし認定事業者に係るもののうちその係るもののうちその出力が二百五十キロワット

出力が二百五十キロワット以上のもの」と、同以上のもの」と、同項第二号イ中「次に掲げる

項第二号イ中「次に掲げる変更の認定」とある変更の認定」とあるのは「次に掲げる変更の認

4
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と、同項第二号ロ中「次に掲げる変更の認定る変更の認定」とあるのは「次に掲げる変更の

（
1）

」とあるのは「次に掲げる変更の認定及び当該認定及び当該設備の運転開始予定日の変更の認

設備の運転開始予定日の変更の認定」と、同項定」とする。

の表中「二百五十キロワット未満のもの」とあ

るのは「二百五十キロワット未満のもの又はみ

なし認定事業者に係るもののうちその出力が二

百五十キロワット以上のもの」とする。

系統連系工事着工申込みの受領の日が令和五系統連系工事着工申込みの受領の日が令和五 3
3

3
0

年四月一日から令和六年三月三十一日までの間年四月一日から令和六年三月三十一日までの間

に属する場合における太陽光発電設備（第十四に属する場合における太陽光発電設備（第十四

項、第十六項、第十七項、第十九項から第二十項、第十六項、第十七項、第十九項から第二十

二項まで、第二十四項、第二十五項、第二十七二項まで、第二十四項及び第二十五項に掲げる

項及び第二十八項に掲げるものを除く。）につものを除く。）については、第一項から第五項

4
8

項、第二十七項及び第二十八項に掲げるものを項に掲げるものを除く。）については、第一項

除く。）については、第一項から第五項まで、から第五項まで、第七項、第八項、第十項及び

第七項、第八項、第十項及び第二十九項から前第二十六項から前項までの規定にかかわらず、

項までの規定にかかわらず、当該設備に係る系当該設備に係る系統連系工事着工申込みの受領

統連系工事着工申込みの受領を法第十条第一項を法第十条第一項の規定による当該設備の運転

の規定による当該設備の運転開始予定日の変更開始予定日の変更の認定とみなして、第十二項

の認定とみなして、第十二項の規定を適用すの規定を適用する。この場合において、同項本

る。この場合において、同項本文中「令和三年文中「令和三年三月三十一日まで」とあるのは

三月三十一日まで」とあるのは「令和五年三月「令和五年三月三十一日まで」と、「二百五十

三十一日まで」と、「二百五十キロワット未満キロワット未満のもの」とあるのは「二百五十

のもの」とあるのは「二百五十キロワット未満キロワット未満のもの又はみなし認定事業者に

のもの又はみなし認定事業者に係るもののうち係るもののうちその出力が二百五十キロワット

その出力が二百五十キロワット以上のもの」以上のもの」と、同項第二号ロ中「次に掲げ

（
1
）

4
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十一日まで」とあるのは「令和四年三月三十一令和四年三月三十一日まで」と、「五百キロワ

日まで」と、「五百キロワット未満のもの」とット未満のもの」とあるのは「五百キロワット

あるのは「五百キロワット未満のもの又はみな未満のもの又はみなし認定事業者に係るものの

し認定事業者に係るもののうちその出力が五百うちその出力が五百キロワット以上のもの」

キロワット以上のもの」と、同項第二号ロ中と、同項第二号ロ中「次に掲げる変更の認定

（
1）

（
1）

「次に掲げる変更の認定」とあるのは「次に掲」とあるのは「次に掲げる変更の認定及び当該

げる変更の認定及び当該設備の運転開始予定日設備の運転開始予定日の変更の認定」とする。

の変更の認定」とする。

系統連系工事着工申込みの受領の日が令和四系統連系工事着工申込みの受領の日が令和四 3
2

2
9

年四月一日から令和五年三月三十一日までの間年四月一日から令和五年三月三十一日までの間

に属する場合における太陽光発電設備（第十二に属する場合における太陽光発電設備（第十二

項、第十四項、第十六項、第十七項、第十九項項、第十四項、第十六項、第十七項、第十九項

から第二十二項まで、第二十四項、第二十五から第二十二項まで、第二十四項及び第二十五

4
6

系統連系工事着工申込みの受領の日が令和三系統連系工事着工申込みの受領の日が令和三 3
1

2
8

年四月一日から令和四年三月三十一日までの間年四月一日から令和四年三月三十一日までの間

に属する場合における太陽光発電設備（第十に属する場合における太陽光発電設備（第十

項、第十二項、第十四項、第十六項、第十七項、第十二項、第十四項、第十六項、第十七

項、第十九項から第二十二項まで、第二十四項、第十九項から第二十二項まで、第二十四項

項、第二十五項、第二十七項及び第二十八項に及び第二十五項に掲げるものを除く。）につい

掲げるものを除く。）については、第一項からては、第一項から第五項まで、第七項、第八

第五項まで、第七項、第八項、第二十九項及び項、第二十六項及び前項の規定にかかわらず、

前項の規定にかかわらず、当該設備に係る系統当該設備に係る系統連系工事着工申込みの受領

連系工事着工申込みの受領を法第十条第一項のを法第十条第一項の規定による当該設備の運転

規定による当該設備の運転開始予定日の変更の開始予定日の変更の認定とみなして、第十項の

認定とみなして、第十項の規定を適用する。こ規定を適用する。この場合において、同項本文

の場合において、同項本文中「令和二年三月三中「令和二年三月三十一日まで」とあるのは「

4
5



わらず、当該設備に係る系統連系工事着工申込統連系工事着工申込みの受領を法第十条第一項

みの受領を法第十条第一項の規定による当該設の規定による当該設備の運転開始予定日の変更

備の運転開始予定日の変更の認定とみなして、の認定とみなして、第八項の規定を適用する。

第八項の規定を適用する。この場合において、この場合において、同項本文中「平成三十一年

同項本文中「平成三十一年三月三十一日まで」三月三十一日まで」とあるのは「令和三年三月

とあるのは「令和三年三月三十一日まで」と、三十一日まで」と、「二千キロワット未満のも

「二千キロワット未満のもの」とあるのは「二の」とあるのは「二千キロワット未満のもの又

千キロワット未満のもの又はみなし認定事業者はみなし認定事業者に係るもののうちその出力

に係るもののうちその出力が二千キロワット以が二千キロワット以上のもの」と、同項第二号

上のもの」と、同項第二号ロ中「次に掲げるロ中「次に掲げる変更の認定」とあるのは「

（
1）

（
1）

変更の認定」とあるのは「次に掲げる変更の認次に掲げる変更の認定及び当該設備の運転開始

定及び当該設備の運転開始予定日の変更の認定予定日の変更の認定」とする。

」とする。

4
4

」と、同項第二号イ中「次に掲げる変更の認に掲げる変更の認定」とあるのは「次に掲げる

（
1）

定」とあるのは「次に掲げる変更の認定及び当変更の認定及び当該設備の運転開始予定日の変

該設備の運転開始予定日の変更の認定」とす更の認定」とする。

る。
一・二［略］一・二［略］

系統連系工事着工申込みの受領の日が令和二系統連系工事着工申込みの受領の日が令和二 3
0

2
7

年四月一日から令和三年三月三十一日までの間年四月一日から令和三年三月三十一日までの間

に属する場合における太陽光発電設備（第八に属する場合における太陽光発電設備（第八

項、第十項、第十二項、第十四項、第十六項、項、第十項、第十二項、第十四項、第十六項、

第十七項、第十九項から第二十二項まで、第二第十七項、第十九項から第二十二項まで、第二

十四項、第二十五項、第二十七項及び第二十八十四項及び第二十五項に掲げるものを除く。）

項に掲げるものを除く。）については、第一項については、第一項から第五項まで、第七項及

から第五項まで、第七項及び前項の規定にかかび前項の規定にかかわらず、当該設備に係る系

4
3



月三十一日以前に当該設備に係る接続契約が締月三十一日以前に当該設備に係る接続契約が締

結されたものに限る。次項から第三十四項まで結されたものに限る。次項から第三十項までに

において同じ。）（第七項、第八項、第十項、おいて同じ。）（第七項、第八項、第十項、第

第十二項、第十四項、第十六項、第十七項、第十二項、第十四項、第十六項、第十七項、第十

十九項から第二十二項まで、第二十四項、第二九項から第二十二項まで、第二十四項及び前項

十五項、第二十七項及び前項に掲げるものを除に掲げるものを除く。）については、第一項か

く。）については、第一項から第五項までの規ら第五項までの規定にかかわらず、当該設備に

定にかかわらず、当該設備に係る系統連系工事係る系統連系工事着工申込みの受領を法第十条

着工申込みの受領を法第十条第一項の規定によ第一項の規定による当該設備の運転開始予定日

る当該設備の運転開始予定日の変更の認定とみの変更の認定とみなして、第七項の規定を適用

なして、第七項の規定を適用する。この場合にする。この場合において、同項本文中「平成三

おいて、同項本文中「平成三十年三月三十一日十年三月三十一日まで」とあるのは「令和二年

まで」とあるのは「令和二年三月三十一日まで三月三十一日まで」と、同項第二号イ中「次

（
1
）

4
2

ための工事の申込みの内容を記載した書面（当ための工事の申込みの内容を記載した書面（当

該設備について第一号に掲げる要件を満たして該設備について第一号に掲げる要件を満たして

おり、当該書面を受領することにより一般送配おり、当該書面を受領することにより一般送配

電事業者等が自らの意思のみに基づいて当該電電事業者等が自らの意思のみに基づいて当該電

気的な接続の予定日を決定することができる状気的な接続の予定日を決定することができる状

態にあるものに限る。以下「系統連系工事着工態にあるものに限る。以下「系統連系工事着工

申込書」という。）の当該一般送配電事業者等申込書」という。）の当該一般送配電事業者等

による受領（以下「系統連系工事着工申込みのによる受領（以下「系統連系工事着工申込みの

受領」という。）の日が第二号に掲げる期間に受領」という。）の日が第二号に掲げる期間に

属する場合における太陽光発電設備（その出力属する場合における太陽光発電設備（その出力

が十キロワット以上のものであって、みなし認が十キロワット以上のものであって、みなし認

定事業者に係るもののうち、平成二十九年三月定事業者に係るもののうち、平成二十九年三月

三十一日以前に旧認定を受け、平成二十八年七三十一日以前に旧認定を受け、平成二十八年七

4
1



三屋根設置令和八年十一．二十年一．一

太陽光発三月三十五円間二円

電設備で一日以前

あって、

その出力

が十キロ

ワット以

上のもの

備考第二十五項の表中の「備考」に同じ。

認定発電設備と一般送配電事業者等が維持認定発電設備と一般送配電事業者等が維持 2
9

2
6

し、及び運用する電線路とを電気的に接続するし、及び運用する電線路とを電気的に接続する

4
0

八年三月

三十一日

まで

二出力が五令和八年八．九二十年〇．六

十キロワ三月三十円間二円

ット以上一日以前

のもの（

次号に掲

げるもの

を除く。

）

3
9



規定すに規定

る基準する基

に適合準に適

する場合する

合にあ場合に

ってあって

は、十は、〇

円）．六〇

円）

令和二年十円二十年〇．六

四月一日間〇円

から令和

3
8

のもの（能エネ可能エ

第三号にルギーネルギ

掲げるも発電事ー発電

のを除業計画事業計

く。）が施行画が施

規則第行規則

五条第第五条

一項第第一項

九号の第九号

二及びの二及

第二項び第二

第五号項第五

の二に号の二

3
7



エネルギ条第三項格間積立基

ー発電設の認定又準額

備の区分は法第九

等条第四項

の認定の

日が属す

る期間

一出力が十令和二年八．九二十年〇．六

キロワッ三月三十円（当間二円（

ト以上五一日以前該設備当該設

十キロワに係る備に係

ット未満再生可る再生

3
6

及び前項の規定にかかわらず、次の表の再生可

能エネルギー発電設備の区分等及び新法第九条

第三項の認定又は法第九条第四項の認定の日が

属する期間の欄に応じて、それぞれ同表の調達

価格の欄に掲げる価格、同表の調達期間の欄に

掲げる期間及び同表の解体等積立基準額の欄に

掲げる額とする。

一法第九条第四項の認定の日

二法第十条第一項の変更の認定（第十七項第

二号イからニまでに掲げる事項の変更に限

る。）の日

再生可能新法第九調達価調達期解体等

3
5



のもの

備考第二十四項の表中の「備考」に同じ。

次に掲げる日のうちいずれか遅い日が令和七［新設］ 2
8

年四月一日から令和八年三月三十一日までの間

に属する場合における太陽光発電設備であっ

て、その出力が十キロワット以上のもの（入札

対象区分等に該当するものを除く。）に係る調

達価格等及び解体等積立基準額は、第一項から

第五項まで、第七項、第八項、第十項、第十二

項、第十四項、第十六項、第十七項、第十九項

から第二十二項まで、第二十四項、第二十五項

3
4

二出力が五十八．九円二十年間〇．六二

キロワット円

以上のもの

（次号に掲

げるものを

除く。）

三屋根設置太十一．五二十年間一．一二

陽光発電設円円

備であっ

て、その出

力が十キロ

ワット以上

3
3



ネルギー発立基準額

電設備の区

分等

一出力が十キ十円二十年間〇．六〇

ロワット以円

上五十キロ

ワット未満

のもの（第

三号に掲げ

るものを除

く。）

3
2

項、第十四項、第十六項、第十七項、第十九項

から第二十二項まで、第二十四項及び第二十五

項の規定にかかわらず、次の表の再生可能エネ

ルギー発電設備の区分等の欄に応じて、それぞ

れ同表の基準価格の欄に掲げる価格、同表の交

付期間の欄に掲げる期間及び同表の解体等積立

基準額の欄に掲げる額とする。

一法第九条第四項の認定の日

二法第十条第一項の変更の認定（第十六項第

二号イからニまでに掲げる変更の認定に限

る。）の日

再生可能エ基準価格交付期間解体等積

3
1



調達価格調達期間

十五円十年間

備考第二十三項の表中の「備考」に同じ。

次に掲げる日のうちいずれか遅い日が令和七［新設］ 2
7

年四月一日から令和八年三月三十一日までの間

に属する場合における太陽光発電設備であっ

て、その出力が十キロワット以上のもの（入札

対象区分等に該当するものを除く。）に係る基

準価格等及び解体等積立基準額は、第一項から

第五項まで、第七項、第八項、第十項、第十二

3
0

掲げる額とする。

次に掲げる日のうちいずれか遅い日が令和七［新設］ 2
6

年四月一日から令和八年三月三十一日までの間

に属する場合における太陽光発電設備であっ

て、その出力が十キロワット未満のものに係る

調達価格等は、第一項から第六項まで、第九

項、第十一項、第十三項、第十五項、第十八項

及び第二十三項の規定にかかわらず、次の表の

とおりとする。

一法第九条第四項の認定の日

二住宅用太陽光発電出力等変更認定の日

2
9



が三キロワット以上であるもの又は当該合計

出力を三パーセント以上増加させるもの（当

該設備の出力を増加させる場合を除く。）に

限る。）を受けた場合には、増設等に係る部

分以外に適用する調達価格及び解体等積立基

準額は、当該変更の認定前に当該設備に従前

適用されていた調達価格及び解体等積立基準

額とし、当該増設等に係る部分に適用する調

達価格及び解体等積立基準額は、再生可能エ

ネルギー発電設備の区分等及び新法第九条第

三項の認定又は法第九条第四項の認定の日が

属する期間の欄に応じてそれぞれ調達価格の

欄に掲げる価格及び解体等積立基準額の欄に

2
8

一［略］［略］［略］［略］［略］一［略］［略］［略］［略］［略］

～～

三三

備考備考

イ［略］イ［略］

ロ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供［新設］

給料金の支払者である場合における調達価格

は、発電側託送供給料金に相当する額を加え

た額とする。

ハ～ヘ［略］ロ～ホ［略］

ト法第十条第一項の変更の認定（太陽電池の［新設］

合計出力を増加させる変更であって当該増加

2
7



二法第十条第一項の変更の認定（第十七項第二法第十条第一項の変更の認定（第十七条第

二号イからニまでに掲げる事項の変更に限二号イからニまでに掲げる事項の変更に限

る。）の日る。）の日

再生可能新法第九調達価調達期解体等再生可能新法第九調達価調達期解体等

エネルギ条第三項格間積立基エネルギ条第三項格間積立基

ー発電設の認定又準額ー発電設の認定又準額

備の区分は法第九備の区分は法第九

等条第四項等条第四項

の認定のの認定の

日が属す日が属す

る期間る期間

2
6

て、その出力が十キロワット以上のもの（入札て、その出力が十キロワット以上のもの（入札

対象区分等に該当するものを除く。）に係る調対象区分等に該当するものを除く。）に係る調

達価格等及び解体等積立基準額は、第一項から達価格等及び解体等積立基準額は、第一項から

第五項まで、第七項、第八項、第十項、第十二第五項まで、第七項、第八項、第十項、第十二

項、第十四項、第十六項、第十七項、第十九項項、第十四項、第十六項、第十七項、第十九項

から第二十二項まで及び前項の規定にかかわらから第二十二項まで及び前項の規定にかかわら

ず、次の表の再生可能エネルギー発電設備の区ず、次の表の再生可能エネルギー発電設備の区

分等及び新法第九条第三項の認定又は法第九条分等及び新法第九条第三項の認定又は法第九条

第四項の認定の日が属する期間の欄に応じて、第四項の認定の日が属する期間の欄に応じて、

それぞれ同表の調達価格の欄に掲げる価格、同それぞれ同表の調達価格の欄に掲げる価格、同

表の調達期間の欄に掲げる期間及び同表の解体表の調達期間の欄に掲げる期間及び同表の解体

等積立基準額の欄に掲げる額とする。等積立基準額の欄に掲げる額とする。

一［略］一［略］

2
5



限る。）を受けた場合には、増設等に係る部

分以外に適用する基準価格及び解体等積立基

準額は、当該変更の認定前に当該設備に従前

適用されていた基準価格及び解体等積立基準

額とし、当該増設等に係る部分に適用する基

準価格及び解体等積立基準額は、再生可能エ

ネルギー発電設備の区分等の欄に応じてそれ

ぞれ基準価格の欄に掲げる価格及び解体等積

立基準額の欄に掲げる額とする。

次に掲げる日のうちいずれか遅い日が令和六次に掲げる日のうちいずれか遅い日が令和六 2
5

2
5

年四月一日から令和七年三月三十一日までの間年四月一日から令和七年三月三十一日までの間

に属する場合における太陽光発電設備であっに属する場合における太陽光発電設備であっ

2
4

の認定に限る。）の場合に適用される基準価

格は、当該設備の出力に当該設備に従前適用

されていた基準価格を乗じた額に、太陽電池

の合計出力から当該設備の出力を控除した値

に再生可能エネルギー発電設備の区分等の欄

に応じてそれぞれ基準価格の欄に掲げる価格

を乗じた額を加え、太陽電池の合計出力で除

した額とする。

チ法第十条第一項の変更の認定（太陽電池の

合計出力を増加させる変更であって当該増加

が三キロワット以上であるもの又は当該合計

出力を三パーセント以上増加させるもの（当

該設備の出力を増加させる場合を除く。）に

2
3



給した期間又は当該設備に係る運転開始期限

日から供給開始日までの期間を交付期間から

除く。

ヘ複数の再生可能エネルギー発電設備を併設

した場合で、それぞれの設備からの再生可能

エネルギー電気の供給量を特定することがで

きない場合に適用される基準価格は、当該複

数設備に適用される基準価格のうち、最も基

準価格の低いものを適用するものとし、交付

期間もこれに従う。

ト市場取引等により再生可能エネルギー電気

を供給する場合であって、法第十条第一項の

変更の認定（第十六項第二号ニに掲げる変更

2
2

成二十八年八月一日以降に当該設備に係る接

続契約が締結された場合に限る。）又は当該

設備が認定事業者に係るものである場合であ

って、当該設備に係る供給開始日が運転開始

期限日より後の日である場合には、当該設備

に係る交付期間は、交付期間の欄に掲げる期

間から当該運転開始期限日から当該供給開始

日までの期間を除いたものとする。

ホ法第九条第四項の認定に係る設備が、既に

当該設備を用いて発電した再生可能エネルギ

ー電気を特定契約により供給するものとして

同項の認定を受けている場合には、その認定

を受けて当該設備を用いて発電した電気を供

2
1



備考備考第十九項の表中の「備考」に同じ。

イ基準価格の欄に掲げる価格は、一キロワッ

ト時当たりのものとする。

ロ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供

給料金の支払者である場合における基準価格

は、発電側託送供給料金に相当する額を加え

た額とする。

ハ交付期間の欄に掲げる期間は、供給開始日

を起算日とする。

ニ当該設備がみなし認定事業者に係るもので

ある場合（当該設備に係る旧認定の日が平成

二十九年三月三十一日以前である場合又は平

2
0

た額とする。

ハ～ヘ［略］ロ～ホ［略］

［略］［略］ 2
4

2
4

再生可能エ基準価格交付期間解体等積再生可能エ基準価格交付期間解体等積

ネルギー発立基準額ネルギー発立基準額

電設備の区電設備の区

分等分等

一［略］［略］［略］［略］一［略］［略］［略］［略］

～～

三三

1
9



第二条［略］第二条［略］

２～［略］２～［略］ 2
2

2
2

［略］［略］ 2
3

2
3

調達価格調達期間調達価格調達期間

［略］［略］［略］［略］

備考備考

イ［略］イ［略］

ロ当該設備に係る認定事業者が発電側託送供［新設］

給料金の支払者である場合における調達価格

は、発電側託送供給料金に相当する額を加え

1
8

）
ロ全ての一般送配電事業者の発電側託送供

給料金のうち発受電等量に応じて支払うべ

き料金の一キロワット時当たりの単価（電

気事業法第十八条第一項の規定により経済

産業大臣の認可を受けた託送供給等約款に

おいて一般送配電事業者が定めたものをい

う。）を平均した額

十七［略］十五［略］

（太陽光発電設備に係る基準価格等、調達価格（太陽光発電設備に係る基準価格等、調達価格

等及び解体等積立基準額）等及び解体等積立基準額）

1
7



廃棄物発電設備及び

第一号から前号まで

に掲げる設備以外の

バイオマス発電設備

（一般廃棄物発電設

備又は産業廃棄物発

電設備（廃棄物の焼

却施設に設置される

ものに限る。）にお

いて混焼されるコー

クス以外の石炭を原

料とする燃料を混焼

させるものを除く。

1
6

気に変換する設備（

第一号に掲げる設

備、一般廃棄物発電

設備及び産業廃棄物

発電設備又は石炭を

原料とする燃料を混

焼させるものを除

く。）

七一般廃棄物発電設備〇．四六〇

若しくは産業廃棄物

発電設備又は一般廃

棄物発電設備、産業

1
5



設備（第一号から第

三号まで及び次号に

掲げる設備、一般廃

棄物発電設備並びに

産業廃棄物発電設備

又は石炭を原料とす

る燃料を混焼させる

ものを除く。）であ

って、その出力が五

十キロワット以上の

もの

六建設資材廃棄物を電〇．八〇九

1
4

号に掲げる設備、一

般廃棄物発電設備並

びに産業廃棄物発電

設備又は石炭を原料

とする燃料を混焼さ

せるものを除く。）

五農産物の収穫に伴っ〇．七八一

て生じるバイオマス

（当該農産物に由来

するものに限る。）

のうち液体であるも

のを電気に変換する

1
3



する設備であって、

その出力が二千キロ

ワット以上のもの

四木質バイオマス又は〇．七八一

農産物の収穫に伴っ

て生じるバイオマス

（当該農産物に由来

するものに限り、液

体であるものを除

く。）を電気に変換

する設備（第一号か

ら前号まで及び第六

1
2

料を混焼させるもの

を除く。次号におい

て同じ。）であっ

て、その出力が二千

キロワット未満のも

の

三森林における立木竹〇．七八一

の伐採又は間伐によ

り発生する未利用の

木質バイオマス（輸

入されたものを除

く。）を電気に変換

1
1



に変換する設備

二森林における立木竹〇．七六五

の伐採又は間伐によ

り発生する未利用の

木質バイオマス（輸

入されたものを除

く。）を電気に変換

する設備（前号に掲

げる設備、一般廃棄

物発電設備及び産業

廃棄物発電設備又は

石炭を原料とする燃

1
0

ワット未満のもの

二出力が一万五千キロ〇．七三九

ワット以上のもの

バイオマス発電設備

（
5
）

再生可能エネルギー乗じるべき除すべき率

発電設備の区分等率

一バイオマスを発酵さ〇．六九六〇．七〇〇

せることによって得

られるメタンを電気

9



一出力が千キロワット〇．九二〇〇．六〇〇

未満のもの

二出力が千キロワット〇．四四八

以上三万キロワット

未満のもの
地熱発電設備

（
4
）

再生可能エネルギー乗じるべき除すべき率

発電設備の区分等率

一出力が一万五千キロ〇．九〇〇〇．七四八

8

発電設備の区分等率

一風力発電設備（次号〇．九七五〇．二八〇

に掲げるものを除

く。）

二洋上風力発電設備〇．三〇〇

水力発電設備

（
3）

再生可能エネルギー乗じるべき除すべき率

発電設備の区分等率

7



四出力が二百五十キロ〇．一八三

ワット以上のもの（

第五号に掲げるもの

を除く。）

五屋根設置太陽光発電〇．一〇二

設備であって、その

出力が十キロワット

以上のもの
風力発電設備

（
2
）

再生可能エネルギー乗じるべき除すべき率

6

二出力が十キロワット〇．九五〇〇．二一三

以上五十キロワット

未満のもの（第五号

に掲げるものを除

く。）

三出力が五十キロワッ〇．一八三

ト以上二百五十キロ

ワット未満のもの（

第五号に掲げるもの

を除く。）

5



十二を乗じて得た額に、次のからまで

（
1）

（
5）

の各表の再生可能エネルギー発電設備の区

分等の欄に応じて、それぞれ同表の乗じる

べき率の欄に掲げる率を乗じ、これをそれ

ぞれ同表の除すべき率の欄に掲げる率で除

して得た額

太陽光発電設備

（
1）

再生可能エネルギー乗じるべき除すべき率

発電設備の区分等率

一出力が十キロワット〇．〇八三〇．〇九六

未満のもの

4

払う者をいう。

十五［略］十四［略］

十六発電側託送供給料金に相当する額イに［新設］

掲げる額にロに掲げる額を加えて得た額に、

消費税及び地方消費税の額に相当する額を加

えて得た額をいう。

イ全ての一般送配電事業者の発電側託送供

給料金のうち発受電等量にかかわらず支払

うべき料金の一キロワット当たりの単価（

電気事業法第十八条第一項の規定により経

済産業大臣の認可を受けた託送供給等約款

において一般送配電事業者が定めたものを

いう。）を平均した額に八千七百六十分の

3



改正後改正前

（定義）（定義）

第一条［略］第一条［略］

２この告示において、次の各号に掲げる用語の２この告示において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。る。

一～十三［略］一～十三［略］

十四発電側託送供給料金の支払者一般送配［新設］

電事業託送供給等約款料金算定規則（平成二

十八年経済産業省令第二十二号）第一条第二

項第三号に規定する発電側託送供給料金を支

2

〇経済産業省告示第四十七号

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八号）第二条の三第一

項及び第三項、第三条第二項及び第三項並びに第十五条の十三第二項の規定に基づき、並びに同法を実施す

るため、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法の規定に基づき基準価格等、調達価格等

及び解体等積立基準額を定める件の一部を改正する告示を次のように定める。

令和六年三月二十九日経済産業大臣齋藤健

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法の規定に基づき基準価格等、調達価格等及

び解体等積立基準額を定める件の一部を改正する告示

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法の規定に基づき基準価格等、調達価格等及び解

体等積立基準額を定める件（平成二十九年経済産業省告示第三十五号）の一部を次のように改正する。

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分は、これに順次対応する改正後欄に掲げる規定

の傍線を付した部分のように改め、改正後欄に二重傍線を付した規定で改正前欄にこれに対応するものを掲

げていないものは、これを加える。

1
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